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第1章 
序論 
 
 
1-1．研究の背景 
建築火災における人命安全のためには、図1.1に示すように出火、初期拡大、盛期火災、
延焼拡大というように時間とともに進展する火災シナリオに沿って、避難安全を確保する
ための防火対策を講じることが重要である。図 1.1上段の出火防止対策や初期消火が奏功
すればよいことはいうまでもないが、本研究ではこれらに失敗し、在館者が避難せざるを
得ない場合を想定する。この場合、在館者は火災の影響により危険な状態となる可能性の
高い空間から安全な空間へと移動してゆき、最終的には地上の避難場所へと避難する。こ
のとき、火災からの熱、煙、ガスなどが避難者に影響を及ぼさないようにしなければなら
ない。なかでも煙への対策［以下、煙制御という］、とくに避難階段への煙侵入防止対策は、
過去の火災事例からも明らかなように、避難安全上でけでなく消防活動安全上においても
重要である。 
煙制御の方法の一つとして加圧煙制御がある。加圧煙制御は、煙の侵入を防止［以下、
遮煙という］すべき空間に給気し、遮煙を達成すべき開口部［以下、遮煙開口部という］
での圧力を制御すること［以下、制御可能な条件を遮煙条件という］で特定の空間への煙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜失敗 or 対策なし＞ 
日常的安全 使用 出火防止＜対策＞ 
小火 
[室レベル] ＜初期消火の失敗＞ 
煙制御＜対策＞ 
初期消火＜対策＞ 
区画火災 
避難誘導＜対策＞ 室・階での避難 [階レベル] 
出火 
区画化＜対策＞ 
＜区画化(火災範囲限定)の失敗＞ 
全館火災 煙制御＜対策＞ 
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[全館レベル] 
＜成功＞ 
＜成功＞ 
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＜成功＞ 
図1.1  火災の進展プロセスと在館者の動き(□印は本研究に関連する項目) 
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の侵入を防止する手法である。なお、加圧煙制御の方式として諸外国では避難階段に給気
を行う階段加圧が主流 1)2)であるが、我が国での主流は避難階段の付室に給気を行う付室加
圧方式である。そのため、本研究では付室加圧方式を取り上げる。 
  加圧煙制御は、他の煙制御手法と比べて給気ファンが熱により停止することがなく、長
時間の煙制御(遮煙)が期待できるため、避難安全および消防活動安全上、有効性が高い。
また、ダクト面積の削減やレンタブル比の向上など設計上のメリットも大きい。一方で、
単に煙を押し返せばよいというだけでなく、押し返した煙の動いていく先への配慮、遮煙
を図っている室への出入りの際の扉開閉障害防止、万一遮煙場所に煙が侵入した場合の対
応など、配慮すべき点も数多くある。 
そのため、2000年までは加圧煙制御が『特殊な』技術であるという認識のもとで、特別
な技術者が詳細な検討を行ったうえで建築基準法 38条の大臣認定を利用して計画してき
た例えば3)4)5)。しかし、2000年に 38条制度が廃止されて以降は、加圧煙制御を採用する法
的手段がなくなったため、採用が控えられることとなった。このような中、おもに実務者
から加圧煙制御のための法的整備を望む声も多かったことから、加圧煙制御を『一般的な』
技術として確立すべく、建設省総合技術開発プロジェクトにおける「総合防火設計法の開
発」7)や日本建築学会近畿支部 8)9)、松 下 ら 10)、久次米ら 11)による検討がなされ、主に事務
所ビルを対象とした給気量設計法が構築された。 
そして、2009年に昭和44年建設省加圧告示第1728号、昭和45年同加圧告示第1833
号［以下、加圧告示という］が改正され、加圧煙制御は『一般的な』技術として運用が可
能となった。しかし、『特殊な』技術から『一般的な』技術へと移行していく中で、いくつ
かの問題点が解決されないまま、運用され始めているのが現状である。以下にその問題点
を示す。 
 
Ⅰ：設計されたものが実際に適切な挙動を示すものであることを確認する仕組みがない。 
  前述に述べたとおり、加圧煙制御は特別な技術であるとの考えのもと、特別な技術者が
竣工時の性能検査にまで責任を持って対応してきた。旧 38条時代では遮煙開口部の測定
差圧が設定値以上であることの確認がなされていたようである 5)が、その理論的根拠は不
明快である。また、日本だけでなく海外を見渡しても理論的な背景のもとで構築された性
能確認手法は見当たらない。 
加圧煙制御が適切に設置されていることを確認するにあたって、実際の火災状況を作る
ことは無理であり、現実的な対応としては常温下で評価可能となる仕組みを構築する必要
がある。このとき、火災時の状況を常温下での状況に読み替える必要があるため、火災時
と常温時の明確な対応関係の構築が必要となる。なお、加圧告示は常温時の基準値が規定
されていることから性能評価手法の一種といえるものの、火災時と常温時との関係性は不
明確といえる。 
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Ⅱ：加圧告示の運用に関する実務的な課題 
加圧告示の主な内容は以下のとおりであり、以下では加圧告示規定①～⑤と表す。ただ
し、H：遮煙開口部高さ[m]、V：遮煙開口部通過風速[m/s]、Ve：機械排煙による排出量[m3/s]
である。 
①常温確認時での遮煙開口部の開口幅の規定(40[cm]) 
②常温確認時での遮煙開口部風速の規定(         [m/s]以上) 
③外気側の空気逃し口面積の規定(     [m2]以上) 
④遮煙開口部の圧力調整装置開口面積の規定(0.04VH[m2]以上) 
⑤遮煙開口部の扉の開閉力の規定(100[N]以下) 
加圧告示の運用に関する実務的な課題として、以下に示す 3 つの点が挙げられる。 
1 つ目に、加圧告示ではいくつかの常温確認時の性能(上記規定①②)が規定されている
が、給気量の規定はない。そのため、上記性能を満足する給気量であればよいが、その給
気量設計法は自明ではない。 
2 つ目に、加圧告示では給気空気を排出すべく、空気逃し口(上記規定③)の設置が義務
付けられている。空気逃し口設置高さは火災時の遮煙性能に影響を与えると考えられるが、
加圧告示では面積に関する規定のみで設置高さについての規定はない。 
3 つ目に、加圧告示では遮煙開口部の開口幅 0.4m のときの遮煙開口部風速を実測し、［実
測値］≧［告示規定風速］であることを確認する(告示規定①②)必要がある。しかし、風
速を測定する箇所および測定点等に関する規定はない。 
 
Ⅲ：加圧煙制御理論と現状との乖離 
現在の加圧煙制御では、「付室に給気した空気はすべて静圧上昇に寄与される［以下、
静圧方式という］」として理論化されている。しかし、一般に付室のような小規模空間への
給気を考えるとき、給気口と遮煙開口部との距離が近い場合には、給気空気がすべて静圧
に寄与するとは考えにくく、遮煙開口部には給気時の風速が直接作用すると考えられる。
このような不完全な静圧方式［以下、不完全静圧方式という］では、山名、中野、永野ら
12)~20)の常温下での給気実験により、静圧方式に比べ遮煙開口部風速に分布が発生する点が
指摘されている。しかし、その分布が火災時の遮煙性能に与える影響は明らかではない。 
不完全静圧方式が静圧方式に比べ遮煙性能が悪いならば、静圧方式と同等の性能になる
ための措置が必要である。山名、中野、永野ら 12)~20)もその方針で検討を行っており、現
在では静圧方式となるように留意しながら設計されている。 
しかし、不完全静圧方式が静圧方式より遮煙性能が良いならば、給気量の削減あるいは
安全性向上につながり、さらなるメリットを生むと考えられ、検討する余地はあると考え
られる。また、不完全静圧方式が採用される場合には、Ⅰ同様その性能を確認する手法も
必要と考えられる。しかし、その確認手法は未構築であり、静圧方式と同様に取り扱って
[ ]8.3,3.3,7.2== cHcV
7/)( VeVH−
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よいのか否かも不明である。 
 
 
1-2．本研究の目的と研究構成 
 1-1に示した背景を踏まえて、本研究では以下に示す項目について検討する。 
 
Ⅰ：加圧煙制御における常温確認手法の構築(第 2 章から第 4 章) 
第2章から第4章は、主に現在の加圧煙制御理論で考えられている「室間の流体移動は
すべて静圧差による」とする静圧方式を前提とした、常温確認時の性能確認手法に関する
研究である。 
第 2章では、常温確認時の性能確認手法について理論的に構築することを目的とした。
まず、火災時の状況を常温下での状況に読み替えるために、火災時と同一の流れ場を常温
下で再現する遮煙開口部の扉開放性状を算出する理論式を構築した。その上で、当該理論
式で算出した開放性状下での遮煙開口部流量を実測し、［実測値］≧［火災時に必要な流量］
であることを確認する性能確認手法を構築した。 
また、一般の建物においては設計時と竣工時とで開口情報が一致することはまれであり、
実際の建物での開口情報を知ることが必要となる。そのために、加圧煙制御の性能確認で
行う実測を想定し、実測結果を活用して開口情報を求めると同時に遮煙性能を有するか否
かを判断できる手順を提案する。 
第3章では、第2章で構築した火災時と同一の流れ場を常温下で再現する遮煙開口部の
扉開放性状を算出する理論式の妥当性について、実験的に検証することを目的とした。実
大規模の火災室と付室の2室から成る模型を用いて、火災給気実験および常温給気実験を
実施する。火災実験では、火災室に設置したメタノール火源を自由燃焼させながら給気量
を段階的に減らしてゆくことで、最小の給気量で給気室―火災室間の遮煙が達成できると
きの給気室圧力、給気風量、各室の温度性状を測定した。常温実験では火災時の給気量に
おいて、火災時の付室圧力と同一(流れ場が等しくなることと同義)となるときの扉開放角
度を求める。そして、実験で得られた扉開放角度と2章で構築した遮煙開口部の扉開放性
状算出理論式との値を比較した。 
第4章では、第2章で構築した性能確認手法の運用に必要となる遮煙開口部流量の測定
方法について、実験的に構築することを目的とした。実測時には遮煙開口部が中間的開放
性状であることから、まず、測定面に関する検討を実験的に行う。実験では 1/3スケール
の縮小模型において、PIV(Particle Image Velocimetry:粒子画像流速測定法)を用いて遮煙
開口部の風速ベクトルを測定し、測定面を決定する。次に、実大寸法の付室模型を用いて、
測定面を詳細に分割して風速測定を行い、測定結果と通過流量との関係を構築した。 
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Ⅱ：加圧告示の適切な運用に向けての検討(第 5 章) 
第5章では加圧告示の適切な運用に向けて、下記課題に関する検討を行った。 
ⅰ)：給気量設計法の構築 
    加圧告示は常温時の規定のみである点に着目して、等温系の換気計算手法を用いて 
加圧告示を満足する給気量設計法を構築した。 
ⅱ)：空気逃し口設置高さに関する検討 
加圧告示では記載されていない空気逃し口設置高さについて、第 2章で構築された
理論を用いることで、適切な設置高さを算出した。 
ⅲ)：遮煙開口部排出風速の測定方法 
加圧告示で記述されていない遮煙開口部の風速測定およびその評価手法について、
第4章で構築された開口部風速と開口部通過流量の関係を用いて、適切な測定法お
よび評価手法を構築した。 
 
Ⅲ：給気方式(静圧方式と不完全静圧方式)の差異が与える遮煙性能の把握および遮煙性能
の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの収集(第 6 章および第 7 章) 
第6章では、静圧方式と不完全静圧方式とで遮煙性能にどのような影響が出るかを明ら
かにすることを目的として、付室と火災室の2室から成る実大模型を用いて火災実験を実
施した。不完全静圧方式には多種多様な方式が考えられるが、ここでは特徴的な 4つの給
気方式について検討した。また、扉の開放方向や開放角度を変化させた条件も検討した。
実験では第2章の火災実験と同様に火災室に設置したメタノール火源を自由燃焼させなが
ら給気量を段階的に減らしてゆくことで、最小の給気量で給気室―火災室間の遮煙が達成
できるときの給気風量、各室の温度性状を測定した。これらの測定結果から遮煙性能の差
異を評価する手法を構築し、それぞれの給気方式での遮煙性能を比較した。また、遮煙性
能の差異を生み出す要因として、火災時の煙流動に基づいた仮説を構築した。 
第7章では、第6章で構築した仮説の検証を目的として、第6章で検討した給気方式に
ついて常温下での給気実験を実施した。実験では上記仮説をもとに遮煙性能の差異を生み
出すと考えられる項目をいくつか抽出し、それらを測定した。また、測定結果と第 6章で
示した遮煙性能を紐づけることで、仮説はおおむね正しいと考えられることを示した。 
 第8章では、本研究で得られた成果をまとめるとともに、今後の検討課題について示し
た。 
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第2章 
常温確認時の性能確認手法の構築 
 
 
2-1．はじめに 
火災時に加圧煙制御が適切な挙動を示すためには、竣工検査時や定期検査時においてそ
の性能を確認しておく必要がある。従来、加圧煙制御が特殊な技術であるという認識のも
とで、特別な技術者が詳細な検討の上で設計して竣工時の性能確認にまで責任を持って対
応してきたことから、この仕組みについての一般的技術はこれまで確立されていない。加
圧煙制御が適切に設置されていることを実際に確認するにあたって実際の火災状況を作る
ことは不可能であり、一般的な対応としては常温で性能確認が可能となる仕組みを構築す
る必要がある。また、この適切さを確認するための基本的な考え方は従来の加圧煙制御設
計法 1),2)に基づいて評価できる仕組みとなっていることが、設計法と評価法の一体性の観
点からもよいと考えられる。 
本章では、従来の加圧煙制御設計法に基づいた考え方に立脚し、加圧煙制御が火災時に
予定通りの遮煙性能を発揮できるかどうかを、竣工時あるいは定期点検時に常温で判断で
きる一般的方法の確立を目指す。まず、理論的に確認方法を構築した後、より簡略化した
方法についても検討する。 
 
 
2-2．問題点の整理 
まず、性能確認手法の構築にむけた問題点を整理する。 
問題①：火災時と性能検査時で流れ場が異なること 
図2.1(a)に示す火災室(居室)付室 階段の系をもつモデルで考えると、火災時には火
災室が火災によって高温となるため、遮煙側の経路(付室 火災室‐外気)は非等温系の圧
力場となる。一方で、竣工検査時や定期検査時［以下、常温確認時という］には図 2.1(b)
に示すとおり居室は常温のままであり、等温系の圧力場となる。そのため、常温確認時
にはこうした流れ場の違いを考慮する必要がある。 
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  問題②：設計時と実際の建物では開口条件が同一であるか不明であること 
  一般に、加圧煙制御の給気量算出時には有効開口面積や開口の設置高さといった開口
条件は設計時の情報をもとに既知として給気量算定を行う。外気側では竣工した建築物
では設計通りとはなっておらず、未知であるのが通常である。そのため、性能確認手法
はこうした状況下でも適切にその性能を評価できることが必要である。 
 
 
2-3．加圧煙制御における煙流動の基礎式 
以下では既往研究等2)～5)をもとに現状の加圧煙制御における煙流動の基礎式について示
す。加圧煙制御も含め、建築火災時において室間の各開口部における気体(空気や煙)の流
動の考え方は、流体力学における流れのエネルギー方程式である Bernouiliの定理［式
(2.1)］が根幹となる。式(2.1)右辺の各項は圧力の次元をもち、第1項は動圧、第2項は静
圧、第3項は位置圧とよばれる。 
constgzPv =++ ρρ22
1  (2.1)  
ここで、ρ：密度［kg/m3］、v：速度［m/s］、P：静圧［Pa］、g：重力加速度［m/s2］、
z：高さ［m］ 
 
2-3-1．室間の開口部流れ 
(1)横長開口における流れ 
壁面などの開口で、断面内上下の圧力分布が無視でき、一様分布と近似できる開口を横
長開口と呼ぶ。図 2.2に示すような水平にあけられた横長開口において、その前後に静圧
差があるとき、流れが生じる。このとき、位置圧を無視するものとして各室の開口より十
分離れた位置の静圧をP1［Pa］、P2［Pa］とし、開口部内の平均流速をv［m/s］とする。
(a)火災時 (b)常温確認時 
図2.1  火災時と常温確認時の遮煙側の圧力差分布 
火災室 
(居室) 
付室 階段室 
同一開口条件では、火災時と常温確認時での圧力
差分布が異なるため、流れ場も異なる 
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なお、開口の代表寸法(直径)をd［m］、開口長さをl［m］とする。 
開口流れでは、開口入口および出口の形状抵抗、管内壁での摩擦抵抗がある。そこで、
これらの抵抗は運動圧の 2乗に比例すると仮定して、図 2.2に示すとおり各室の速度が 0
となるほど十分内部の断面①および②間にベルヌーイの定理を適用すると式(2.2)を得る。 
  22121 200 vd
lPP ρξλξ 

 ++++=+  (2.2)  
ここで、ξ1：開口入口の抵抗係数［-］、ξ2：開口出口の抵抗係数［-］、λ：管内の摩擦
抵抗係数［-］ 
式(2.2)において、v について整理すると式(2.3)を得る。 
PPP
d
lv Δ=−++
= ραρζλζ
2)(21 21
01
 (2.3)  
    式(2.3)における α は流量係数とよばれ、一般開口では 0.6～0.7 の値をとる。開口断
面積を A［㎡］とすると、αA は抵抗によるみかけの開口面積の減少とも解釈でき、有
効開口面積とよばれる。 
    なお、当該開口を通過する体積流量Q［m3/s］および質量流量W［kg/s］はそれぞれ
以下の式で与えられる。 
  PAvAQ Δ== ρα
2  (2.4)  
  PAvAW Δ== ραρ 2  (2.5)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)縦長開口における流れ 
  縦に長い開口の場合、両空間の温度が同じであれば気体密度も等しく、2空間の圧力差
は高さによらず一定であるため(1)の取扱いで良い。しかし、両空間の温度が異なる場合で
は気体の密度にも差が生じて、開口の上下で圧力差が異なり、局所的な通過流量が異なる。
このように鉛直方向の圧力差分布を考慮する必要のある場合にこの開口を縦長開口という。 
 
図2.2  横長開口での開口流れ 
v
P1 P2l
d
① ②
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 (2-1)圧力差と中性帯 
    密度 ρ の一様な静止気体で満たされる空間の基準高さにおける圧力をP(0)とすると
基準高さから上方z［m］の位置にある点の圧力P(z)は次式で与えられる。 
() () ()−= z dzzgPzP 00 ρ  (2.6)  
式(2.6)において、空間の温度が 0～zで一定で、 が高さにより変化しないならば式
(2.7)となる。 
() () gzPzP ρ−= 0  (2.7)  
ここで圧力Pは便宜上の理由により、基準高さの外気の圧力を差し引いた相対圧にと
る場合の方が多くの場合より便利である。このため、以下で用いる圧力はこのような相
対圧である。 
次に図 2.3に示すとおり隣り合う 2つの空間 i、jを考え、それぞれの気体密度を i、
jとし、また基準高さにおける圧力を図のようにPi(0)、Pj(0)とすると、高さzでのそれ
ぞれの圧力Pi(z)、Pj(z)は式(2.7)式を用いて以下の式を得る。 
() () gzPzP iii ρ−= 0  (2.8)  
() () gzPzP jjj ρ−= 0  (2.9)  
    よって、任意の高さzにおいて、両空間の間に式(2.10)で得られる圧力差が生じてい
ることになる。 
  () () () () ()( ) () ()( )gzPPgzPgzPzPzPzP jijijjiiji ρρρρ −−−=−−−=−=Δ 0000  (2.10)  
    ここで、両空間の圧力差が0になる高さの水平面を中性帯といい、中性帯高さ hnは
(2.10)式において P(z)=0とおくことにより式(2.11)で与えられる。 
() ()( )gPPh ji jin ρρ−
−= 00  (2.11)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.3  縦長開口での開口流れ 
() () gzPzP iii ρ−= 0
() () gzPzP jjj ρ−= 0
2h
1h
()0jP ()0iP
室i 室j 
jρ iρ
中性帯hn 
高さz 
静圧P 
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 (2-2)縦長開口における開口部流量 
  図2.4に示すような両空間の密度差が原因で生じる開口高さに亘る圧力差を図のよう
に描き、基準高さを中性帯高さにとる。さらに、 i<jと仮定すると、中性帯上方zでの
圧力差 P(z)［Pa］は(2.12)式となり、流れは空間iから空間jに向かうものとなる。 
  () ( ) 0>−−=Δ gzzP ji ρρ  (2.12)  
 式(2.12)を式(2.3)に用いれば、この高さにおける流速v(z)［m/s］は式(2.13)となる。 
  () ( )gzzPv ij
ii
ρρραρα −=Δ=
22  (2.13)  
開口を通る空間iからjへの体積流量および質量流量は、開口幅をB［m］として次式に
より与えられる。 
() ( ) ( )( )2310 2
1
0
11 2
3
22
n
hh
ij
i
ij
i
hh hhgBdzzgBdzzvBQ nn −−=−==  −− ρρραρρραα  (2.14)  
() ( ) ( )( )2310 2
1
0
11 23
22 n
hh
ijiiji
hh hhgBdzzgBdzzvBW nn −−=−==  −− ρρραρρραα  (2.15)  
一方、中性帯の下方で空間 jから iに向かって流れる体積流量および質量流量は以下のと
おりである。 
() ( ) ( )( )2320 2
1
0
22 2
3
22 hhgBdzzgBdzzvBQ nhh ij
j
ij
j
hh nn −−=−==  −− ρρραρρραα  (2.16)  
() ( ) ( )( )2320 2
1
0
22 23
22 hhgBdzzgBdzzvBW n
hh
ijjijj
hh nn −−=−==  −− ρρραρρραα  (2.17)  
 式(2.14)から式(2.17)は開口部分で高さ方向に圧力分布がある場合にも図2.2のような開
口流れと同様にみなして扱えることを仮定したものであり、実験的にその妥当性が検証さ
れている。 
  一般には火災時には火災室の燃焼が関連して、建物の種々の場所での開口流れを引き起
こす可能性がある。この時、中性帯が開口上端より高い位置になる場合や、開口の下端よ
り低い位置にある場合など多種多様な条件が考えられる。それぞれの条件における計算式
を表2.1に示しておく。 
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(3)空間圧力の決定 
  これまで基準レベルでの各空間の静圧P(0)が求まれば、中性帯高さが決まり、開口部で
の流量が計算できることを示してきた。詳細な記述は省略するが、各空間の静圧 P(0)は一
般に以下の式を満足させるように決定される。 
(a)室毎の質量収支 
(b)室毎のエネルギー収支 
表2.1  開口高さと中性帯高さとの諸関係における流量 
ただし、hn：中性帯高さ［m］、hn=(Pi－Pj)/(ρi－ρj)g［m］、α：流量係数［-］、h1：
開口の上端高さ［m］、h2：開口の下端高さ［m］、B：開口幅［m］、P：床面圧力［Pa］、 
      ［Pa］、ρ：密度［kg/m3］、      ［kg/m3］ ji PPP −=Δ ji ρρρ −=Δ
判別条件 パターン 質量流量計算式 
( ) PhhBW iij Δρα 221−=
0=jiW
( ) PhhBW jji Δρα 221−=
0=ijW
ρρα Δiij gBW 23
2=
0=jiW
( )23123
2
niij hhgBW −= ρρα Δ
( )23223
2 hhgBW njji −= ρρα Δ
ρρα Δjji gBW 23
2=
0=ijW
ρρα Δjji gBW 23
2=
0=ijW
( )23223
2 hhgBW niij −= ρρα Δ
( )23223
2
njji hhgBW −= ρρα Δ
ρρα Δiij gBW 23
2=
0=jiW
( ) ( )


 −−−× 2322
3
1 hhhh nn
( ) ( )


 −−−× 2322
3
1 hhhh nn
( ) ( )


 −−−× 2312
3
2 nn hhhh
( ) ( )


 −−−× 2312
3
2 hhhh nn
ij ρρ=
ij ρρ>
ij ρρ<
ij PP≤
ij PP>
1hhn≤
21 hhh n<<
nhh≤2
1hhn≤
21 hhh n<<
nhh≤2
ij
ijW
jiW
ij
ij
ijW
ij
ijW
jiW
ij
jiW
ij
jiW
ij
ijW
jiW
ijW
ij
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(c)化学種の収支(燃焼を伴う場合) 
(d)状態方程式(理想気体としてふるまうことを仮定) 
加圧煙制御では温度を前提条件として与えることが一般的であり、この場合、(d)状態方
程式を用いて温度を密度に変換し(Pは一定と仮定する)、(a)質量収支式を用いてP(0)を決
定する。 
 
(4)平均圧力差1)の概念(流量既知の場合) 
(2)で示したように、温度差のある空間における縦長開口での流量を取り扱う場合には圧
力差に勾配が生じるため表 2.1に示すように複雑な取扱いとなる。例えば、流量が既知で
あるとしたとき、圧力差を算出するためには逐次計算によるしかない。そこで、２室間の
圧力差を手計算で簡単に決定する方法として、平均圧力差、近似平均圧力差の考えがある。 
図 2.4(a)に示すような隣接空間の温度が異なる有効開口面積が( )Aα ［㎡］である開口部
において、流量計算の簡易のために高さ方向に発生している圧力差分布を平均化して、等
温系の圧力差として考える。開口を通って流れる正味の質量流量を netW ［kg/s］とすると
き、次式により平均圧力差 meanPΔ ［Pa］を定義する。平均圧力差 meanPΔ は、高さ方向の圧
力差分布で考えた場合と比べると、流量は同値であるが、圧力差は異なる。 
( )21
2
2 A
WP netmean αρ=Δ
 (2.18)  
式(2.18)から分かるように、平均圧力差は面積としての値に影響されるが、開口部の形
状の影響は受けない。そのため、平均圧力差は図2.4(b)に示すように『開口面積が同一な
横長の集中開口』を想定したときの圧力差であると考えることもできる。集中開口として
考えた場合、当該開口の設置高さに関係なく、どの高さに設置されていたとしても平均圧
力差の値は同一である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平均圧力差 
図 2.4  平均圧力差の概念 
(b)横長集中開口 (a)平均圧力差 
netW
1ρ0ρ
( )Aα
meanPΔ
( )01 ρρ<
床面圧力差 
netW
1ρ0ρ ( )01 ρρ<
( )Aα
meanPΔ
floorPΔ
netW
1ρ0ρ
( )Aα
meanPΔ
( )01 ρρ<
floorPΔ
floorPΔ
面積が同じで 
あれば開口寸法
に拠らず一定
面積が同じで 
あれば開口高さ
に拠らず一定
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(5)近似平均圧力差の概念(流量未知の場合) 
 上下方向の圧力差がある場合で、開口部の中央の高さの圧力差を、平均圧力差 meanPΔ
［Pa］として開口質量流量を       ［kg/s］として計算すると、開口流量のかな
り良い近似となる。よって、開口単体で考えた場合の正味の流量が0となるときの中性帯
高さの位置に生じる圧力差を、近似平均圧力差        ［Pa］と呼び、この圧力差が開口
面全体にかかる圧力差として開口部流量        を算出する。 
近似平均圧力差の長所として、開口部が複数あるような場合でも、圧力差分布を考える
だけで等温系として考えることができる。近似平均圧力差は、高さ方向の圧力差分布と比
べると圧力差、流量共に異なるが、流量はほとんど同値である。 
図2.5のような圧力分布をもつ開口部における近似平均圧力差         ［Pa］と近似
平均圧力差による質量流量        ［kg/s］は以下のように表される。 
( )nmeanapp ssgHP −Δ=Δ − ρ  (2.19)  
このとき、 
3
1
1
01
1



+
=
ρ
ρ
ns
 (2.20)  
であるから、次式が得られる。 
3
1
1
0
2
3
0
1
12



+
−Δ=−
ρ
ρ
ρρα sHgBW meanapp
 (2.21)  
ここで、  は開口幅［m］ 
式(2.21)から分かるように、近似平均圧力差は、高さを有する開口部だけでの流出入が
釣り合う中性帯位置に集中開口を想定し、その位置での圧力差を平均圧力差と見なして用
いる方法である。中性帯が開口中心と一致したときのみ正味流量の真値と集中開口として 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開口の収支が 
釣り合うとき 
の中性帯高さ 
図2.5  近似平均圧力差の概念
meanappW −
(b)近似平均圧力差の取扱い (a)実際の流れ場 
netW
1ρ0ρ
( )Aα
( )01 ρρ<
( )Aα
床面圧力差 
10W
1ρ0ρ
( )Aα
( )01 ρρ<
01W
( )01W=
HsN
H
meanappP −ΔfloorPΔ
3
1
1
01
1



+
=
ρ
ρ
ns
meanappW −
meanappP −Δ
B
sH
( )Hs−1
H
( ) meanPA Δρα 2
meanappP −Δ
meanappW −
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取り扱ったときの値とは一致するが、それ以外の中性帯位置に対しては平均圧力差の近似
値となっていることから、近似平均圧力差と呼ばれる。 
 
2-3-2．加圧煙制御の遮煙の概念と給気量算出法 
(1)遮煙の概念 
 図2.6(a)に示すとおり火災室と付室のように 2室間に温度差があり、それらが開口で接
続している場合を考える。この場合、2-3-1で示したとおり開口上部では火災室(高温)から
付室(低温)に煙が流動し、逆に開口下部では付室から火災室に空気が流動する。この状態
では火災室の煙が開口部から付室に漏れる。 
  そのため、付室に給気を行うことで付室の静圧を火災室より高くし、図2.6(b)のような
圧力分布にすることができれば、付室への漏煙を防ぐことができる。ここで、漏煙を防止
するために必要な圧力差や開口流量の算出式を「遮煙条件」という。なお、図 2.6(b)のよ
状況を本研究では「火災遮煙時」という。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお、図2.6に示すように火災室密度がρRで一定の場合の遮煙条件は以下の式で与え
られる。 
(a)床面圧力差における遮煙条件 
( ) LRRLfloorLR gHP ρρ−=Δ 遮煙  (2.22)  
(b)開口質量流量における遮煙条件 
( ) LRRLLLRLR gHBHW ρρρα −= 23
2遮煙  (2.23)  
  (c)平均圧力差における遮煙条件 
( ) ( ) LRRLLRL
LR
meanLR gHA
WP ρραρ −==Δ 9
4
2 2
2遮煙遮煙  (2.24)  
  ここで、HLR：遮煙開口部の開口高さ[m]、α:流量係数[-]、B：開口高さ[m]、 L：付
室密度[kg/m3]、 R：火災室密度[kg/m3] 
図2.6  温度差のある空間の圧力分布 
(a)付室に煙が漏れる場合 (b)遮煙条件(火災遮煙時) 
遮煙
floorLRPΔ
遮煙
LRW
付室(L) 火災室(R) 
Rρ Lρ
LRH
floorLRPΔ
付室(L) 火災室(R)
Rρ Lρ
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(2)平均圧力差を用いた給気量算出法 
  遮煙を達成するためには空間全体のつながりを考えて給気量を決定する必要がある。そ
の算出方法を以下に示す。なお、ここでは平均圧力差を用いることとする。また、加圧煙
制御では温度を前提条件として与えることが一般的であり、温度は事前に与えられている
ものとする。 
図2.7に示すとおり、付室-火災室-外部のつながりをもつ簡単なモデルで考える。また、
各開口部の有効開口面積も併せて図 2.7に示す。なお、付室の密度ρLは外部空気が大量
に投入されると考え、外部と同等とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  まず、給気量    ［kg/s］は下式のとおり遮煙条件     ［kg/s］と遮煙開口部以外か
らの漏気流量    ［kg/s］の和で表される。 
遮煙遮煙遮煙
LOLRSUP WWW +=  (2.25)  
遮煙条件 遮煙LRW ［kg/s］は式(2.23)で与えられるため、遮煙開口部以外からの漏気流量     
［kg/s］を知ることが必要となる。ここで、漏気流量    ［kg/s］は次式で与えられる。 
( ) 遮煙遮煙 meanLOROLO PAW Δ= ∞ρα 2  (2.26)  
  また、付室-外部間床面圧力差       ［Pa］は次式で与えられる。 
遮煙遮煙遮煙
meanROmeanLRmeanLO PPP Δ+Δ=Δ  (2.27)  
よって、    ［Pa］算出のためには遮煙側の平均圧力差     ［Pa］および     ［Pa］
を求める必要がある。付室-火災室間で遮煙を考えるとき、付室-火災室間での質量流量お
よび平均圧力差は次式で得られる。 
( ) ( ) LRRLLLRLR gHAW ρρρα −= 23
2遮煙  再掲(2.23) 
( ) LRRLmeanLR gHP ρρ−=Δ 9
4遮煙  再掲(2.24)
  また、火災室-外気間の質量流量    ［kg/s］は室の質量収支を考えると、     で
遮煙
meanLRPΔ遮煙meanROPΔ ( )遮煙遮煙遮煙 meanROmeanLRmeanLO PPP Δ+Δ=Δ
遮煙
LRW
遮煙
SUPW
平均圧力差 
有効開口面積 ( )ROAα ( )LRAα ( )LOAα
遮煙
ROW
遮煙
LOW
図2.7 付室-火災室-外部のつながりをもつモデル 
LRH
付室(L) 火災室(R)
Rρ Lρ
遮煙
meanLRPΔ
遮煙
meanROPΔ
遮煙
meanLOPΔ
遮煙
ROW 遮煙遮煙 LRRO WW =
遮煙
meanLOPΔ
遮煙
SUPW 遮煙LRW
遮煙
LOW
遮煙
LOW
遮煙
LOW
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あるから、当該開口部での平均圧力差は次式で得られる。 
( )22
2
ROR
LR
meanRO A
WP αρ
遮煙
遮煙 =Δ  (2.28)  
以上のことから、式(2.28)および式(2.24)を式(2.27)に代入して得られた      ［Pa］を
式(2.26)に代入して漏気側流量    ［kg/s］を算出する。 
 
 
2-4．常温確認時の性能確認手法の構築 
 
2-4-1．火災遮煙時と流量を同一にするために必要な常温確認時における遮煙開口部の開放
性状算出式 
本研究では、理解のしやすさという点から加圧煙制御設計法で用いられている平均圧力
差を用いた考え方 1)を採用する。設計時の遮煙条件に一致した火災遮煙時［以下、火災遮
煙時という］と常温確認時とで流量を同一にするためには加圧室から外気までの合成有効
開口面積を両者で同じにすればよいという方針とする。これは付室圧力を火災遮煙時と常
温確認時とで同一とするということと同義である。なお、この際、遮煙開口部以外の、通
常は評価が困難なために未知とせざるを得ない外気につながる開口部については、火災遮
煙時と常温確認時とで変化しないと仮定する。 
図2.8に示すような付室(L)、火災室(R)、階 段 室(S)、外 気(O)の単純な室のつながりにお
いて、有効開口面積(αA)RO［㎡］及び合成有効開口面積      ［㎡］は火災遮煙時と常温
確認時とで同一であるとする。また、図2.8に各開口部における圧力差分布の概略図と平
均圧力差の考え方を示す。 
遮煙開口部については、扉全開時の有効開口面積を(αA)LR［㎡］とし、扉の開放率β［-］
を用いて、遮煙条件時の有効開口面積をβ遮煙(αA)LR［㎡］で表す。遮煙側の火災遮煙時
の外気までの合成有効開口面積を      ［㎡］、火災遮煙時と常温確認時とで質量流量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
SUPW
LROW LSOW
LP0 遮煙側 漏気側 
階段室(S) 付室(L) 火災室(R) 外気 
(O) 
( )LRAαβ( )ROAα ( )LSAα ( )SOAα
( )LROAα ( )LSOAα
図2.8  想像する室のつながりモデル 
階段室(S) 付室(L) 火災室(R) 外気(O) 
遮煙
SUPW
遮煙
LROW 遮煙LSOW
meanLP
遮煙
meanLRP
遮煙ΔmeanROP
遮煙Δ
meanLSP
遮煙Δ meanSOP
遮煙Δ
:常温確認時にこれを同
じにする操作を行う 
図2.9  火災遮煙時の圧力差分布 
:床面圧力差 
:平均圧力差 
Rρ Lρ Lρ
遮煙
meanLOPΔ
( )LSOAα
( )遮煙LROAα
遮煙
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WLR［kg/s］、付室圧力PL［Pa］が同じになるように調整した常温確認時の遮煙開口部の
有効開口面積をβ等価(αA)LR［㎡］、遮煙側の外気までの合成有効開口面積を   ［㎡］
とする。漏気側の合成有効開口面積      ［㎡］は両者で同一、給気室および漏気側温度
は全て同一と仮定し、給気量を    ［kg/s］とするとき、漏気量が同一であることから式
(2.29)が得られる。なお、式(2.29)は式(2.30)と同義である。 
( )
( ) ( )
( )
( ) ( )
遮煙
等価
遮煙
遮煙 SUP
LSOLRO
LSO
SUP
LSOLRO
LSO W
AA
AW
AA
A
αα
α
αα
α
+
=
+
 (2.29)  
等価遮煙
LmeanL PP =  (2.30)  
式(2.29)より、             となる状況を作れば火災遮煙時と常温確認検査時とで同
一の漏気量となり、さらにすべての場所での流量が同一となる。 
 
遮煙側の各開口部での質量流量の保存関係を考えると合成有効開口面積が求められる。 
【火災遮煙時】 
火災遮煙時の質量流量の式 
( ) meanLRLLRLRLRO PAWW 遮煙遮煙遮煙遮煙 Δ== ραβ 2  (2.31)  
( ) meanRORROROLRO PAWW 遮煙遮煙遮煙 Δ== ρα 2  (2.32)  
より、付室(L)の外気圧基準の圧力        ［Pa］は次式となる。 
meanROmeanLRmeanL PPP
遮煙遮煙遮煙 ＋ΔΔ=   
( ) ( ) RRO
LRO
LLR
LRO
A
W
A
W
ραραβ 2
1
2
1
2
2
22
2 遮煙
遮煙
遮煙
+=  (2.33)  
( ) ( ) 


 += 222
2 11
2 ROR
L
LRL
LRO
AA
W
αρ
ρ
αβρ 遮煙
遮煙  
           と書くとき、合成有効開口面積     ［㎡］は次式で与えられ
る。 
( )
( ) ( )222
11
1
ROR
L
LR
LRO
AA
A
αρ
ρ
αβ
α
+
=
遮煙
遮煙  (2.34)  
(2.34)式右辺の分母にある密度比は、給気された空気が火災室温度に上昇することによ
り発生する抵抗増加への影響を意味する。 
 
 
( ) 遮煙遮煙遮煙 LRLROLRO PAW ρα 2= ( )遮煙LROAα
( ) ( )等価遮煙 LROLRO AA αα =
meanLP
遮煙
( )等価LROAα
( )LSOAα
遮煙
SUPW
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【常温確認時】 
常温確認時の質量流量の式 
( ) 等価等価遮煙遮煙 LRLLRLRLRO PAWW Δ== ραβ 2  (2.35)  
( ) 等価遮煙遮煙 ROLROROLRO PAWW Δ== ρα 2   (2.36) 
より、付室(L)の外気圧基準の圧力PL［Pa］は次式となる。 
( ) ( ) 


 +=ΔΔ= 222
2 11
2 ROLRL
LRO
ROLRL AA
WPPP ααβρ 等価
遮煙
等価等価等価 ＋  (2.37)  
           と書くとき、合成有効開口面積     ［㎡］は次式で与えられ
る。 
( )
( ) ( )222
11
1
ROLR
LRO
AA
A
ααβ
α
+
=
等価
等価  (2.38)  
          を要求するとき、式(2.34)および式(2.38)より次式を得る。 
( ) ( ) ( ) ( )222222
1111
ROLRROR
L
LR AAAA ααβαρ
ρ
αβ +=+ 等価遮煙
 (2.39)  
  従って、火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率β遮煙が決められているとき、遮煙開口部の
扉全開時の有効開口面積     ［㎡］と遮煙側の火災室～外気間の有効開口面積     ［㎡］
との比を次式で定義し、 
( )
( )RO
LR
A
A
α
αγ≡  (2.40)  
式(2.39)を整理すると、常温確認時の扉の開放率β等価は次式で与えられる。 
  
( ) 2
2
2
2
2 11
1
11
1
2
1
2 γβγρ
ρ
βγ
αρ
β



 −+
=



 −+
=
−



=
∞
L
R
R
L
LRO
LR
meanL T
T
W
AP 遮煙遮煙遮煙遮煙
等価  (2.41)  
    ここで、Tは絶対温度［K］ 
  なお、式(2.41)においてγ=0(空気逃し口面積      ［㎡］が∞：火災室が外部を意味する)
の場合、次式が成立する。 
遮煙等価 ββ =  (2.42)  
また、火災を想定するとき密度比ρL/ρR≧1、γ≧0であることから、式(2.41)において
は常にβ等価≦β遮煙である。 
 
β遮煙=0.7を例として取り上げる。横軸に火災室－外気間の有効開口面積を基準とした遮
煙開口部の有効開口面積の比（γ）をとり、火災室の密度に対する付室の密度比（ρL／ρ
R）をパラメータとして、火災遮煙時と同じ遮煙開口部通過流量、付室圧力を得るために必
要な常温確認時での遮煙開口部の開放率（β等価）の結果を図2.10に示す。 
( ) 等価等価遮煙 LLLROLRO PAW ρα 2= ( )等価LROAα
( ) ( )等価遮煙 LROLRO AA αα =
( )LRAα ( )ROAα
( )ROAα
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図2.10において、例えば火災室温度200℃の場合について考えてみる。図中のA点は有
効開口面積比γ＝1（遮煙側外気開口部と遮煙開口部の有効開口面積とが同一を意味する）
のときに火災遮煙時と同一の圧力条件(流れ場)となる常温確認時の遮煙開口部扉の開放率
β等価は0.61となることを示している。また、図2.10より常にβ等価≦β遮煙であることを
確認できる。なお、図2.10に示した線上では遮煙開口部流量は同一であるが、γの値によ
って付室圧力の値が異なるために漏気量も異なり、結果として給気量は同一ではないこと
に注意が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-4-2．常温確認時における遮煙開口部の開放率βと流量WLRとの関係 
本節では、常温確認時における遮煙開口部の開放率が任意の値βであるときの遮煙開口
部での通過流量の式を誘導する。 
遮煙側の外気までの合成有効開口面積が 
( )
( ) ( )222
11
1
ROLR
LRO
AA
A
ααβ
α
+
=
等価
等価  (2.43)  
であることを考慮すると、付室(L)の外気圧基準の圧力をPL［Pa］とするとき遮煙開口部
の流量WLR［kg/s］は次式で与えられる。 
( ) LLLRLR PAW ραβγβ 21
1
22+=
  (2.44) 
このときの給気量をWSUP［kg/s］とするとき、漏気量WLSO［kg/s］は次式となる。 
( ) LLLSOLRSUPLSO PAWWW ρα 2=−=   (2.45) 
火災遮煙時の情報 
【既知】 
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1
0 1 2 3 4 5
遮煙
開口
部の
開放
率β
有効開口面積比γ
火災室温度100℃
火災室温度200℃
火災室温度400℃
火災室温度800℃
図2.10  火災遮煙時と同一状態となる 
常温確認時の有効開口面積比γと開放率β等価の関係 
A点 
火災遮煙時 
β 遮煙=0.7 
( )
( ) 

=
RO
LR
A
A
α
α
式(2.41)より 
得られる曲線群 
(火災遮煙時の温度が
高いほどβ等価は小さ
くなる) 
0.61 
γ=0 のとき 
β等価＝β遮煙 
常温確認時の情報 
【未知】 
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式(2.44)(2.45)において、特に、常温確認時の給気量が火災遮煙時と同じ    ［kg/s］で
あり、火災遮煙時と常温確認時とで漏気側の開口条件は変化しないと考えると、流量およ
び付室圧力が同一状態となる常温確認時の開放率β等価での遮煙開口部流量    ［kg/s］お
よび漏気量    ［kg/s］は次式となる。 
  ( ) 等価等価
等価
遮煙等価
LLLRLRLR PAWW ραβγβ
2
1
1
22+
==  (2.46)  
  ( ) 等価等価等価等価 LLLSOLRSUPLSO PAWWW ρα 2=−=  (2.47)  
従って、常温確認時において    ［kg/s］を基準流量として、遮煙開口部だけ開放率を
変化させたときの遮煙開口部流量の流量比率を表すと、式(2.44)および式(2.46)より次式が
得られる。 
等価
等価
等価等価
L
L
LR
LR
P
P
W
W
2
2
2
2
1
1
γβ
γβ
β
β
+
+=  (2.48)  
式(2.45)および式(2.47)より得られる圧力と流量との関係 
等価遮煙等価 LRSUP
LRSUP
L
L
WW
WW
P
P
−
−=  (2.49)  
を式(2.48)に代入すると、 
等価遮煙
等価
等価等価
LRSUP
LRSUP
LR
LR
WW
WW
W
W
−
−
+
+=
2
2
2
2
1
1
γβ
γβ
β
β   (2.50) 
となり、次式を得る。 
等価等価等価
遮煙
等価
等価
LR
SUP
LR
LR
LR
SUP
W
W
W
W
W
W =









 −
+
++ 1
1
11
2
2
2
2
γβ
γβ
β
β   (2.51) 
また、式(2.46)(2.47)より、漏気量について次式を得る。 
( )
( )LR
LSO
LR
LRSUP
LR
LSO
A
A
W
WW
W
W
α
α
β
γβ
等価
等価
等価
等価遮煙
等価
等価 221+=−=   (2.52) 
を基準流量とした遮煙開口部流量の流量比率、給気量の比率をそれぞれ        
［-］、       ［-］で、漏気側の付室～外気間の合成有効開口面積と遮煙開
口部扉の有効開口面積との比を              ［-］で定義すると、式(2.51)および式(2.52)
からγおよびβを変数とする次式を得る。 
( )
()( )1
1
11
,
2
2
2
2
−
+
++
=≡
γμ
γβ
γβ
β
β
μγβμ
遮煙
等価
等価等価
SUP
SUP
LR
LR
LR W
W   (2.53) 
() γγβγμ ′++=≡
111 22等価等価遮煙
LR
SUP
SUP W
W  (2.54)  
遮煙
SUPW
等価
LRW
等価
LSOW
等価
LRW
等価
LRW LRLR W≡μ
等価
LRSUPSUP WW≡μ
( ) ( )LSOLR AA ααγ≡′
等価
LRW
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なお、式(2.51)および(2.52)は本来、有効開口面積比γ、γ'、密度比ρL/ρR、遮煙開口
部扉の開放率β等価、βの関数であるが、本研究ではγ'、ρL/ρR、β等価は与条件とする状
況を想定している。 
式(2.53)(2.54)の右辺にβ等価に関する式(2.41)を代入するとβ遮煙を用いて表現した次式
を得る。 
( )
()( )1
1
11
,
2
2
2
2
−
+
++
=
γμ
γβρ
ρ
γβ
β
β
μγβμ
遮煙
遮煙
遮煙
SUP
R
L
SUP
LR
  (2.55) 
() γγρ
ρ
βγμ ′++=
111 22
R
L
SUP 遮煙
遮煙  (2.56)  
さて、常温確認時に火災遮煙時の遮煙条件と一致する給気量    ［-］を与えたまま開放
率を変化させる状況を考える。このとき、式(2.55)においてμSUPを  ［-］に置き換え
て次式を得る。 
( )
( )1
1
11
,
2
2
2
2
−
+
++
=
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙
等価
SUP
R
L
SUP
LR
μ
γβρ
ρ
γβ
β
β
μγβμ
  (2.57) 
式(2.57)において、    ［-］が固定されている条件下で        のときには次式
が成立する。 
( ) ( )11, −+≤ 遮煙遮煙
遮煙
等価
SUP
SUP
LR
μβ
β
μγβμ  (2.58)  
  通常の設計条件下では遮煙条件を考えるときの遮煙開口部の扉は半開(ここではβ遮煙
=0.7とする)程度とすることが多い。気体が完全ガスであると仮定するとき、 
を温度を用いて表すと          である。式(2.58)が成立する開放率βの最小
値について、遮煙開口部の扉は半開(β遮煙=0.7)、常温密度1.2［kg/m3］としたときの火災
室の温度［℃］の変化による値の変化を図2.11に示す。 
  例として、図2.11において遮煙開口部を完全開放した場合(β＝1の場合)の場合を考え
る。図2.11より、この状態では式(2.26)が約325℃まで適用できることがわかる。 
 図2.12に、図2.10に示したβ遮煙=0.7、火災室温度200℃、有効開口面積比γ=1の場合
について、常温確認時の給気量を    ［kg/s］に維持したまま遮煙開口部の開放率βを変
化させたとき、漏気側の有効開口面積γ’をパラメータとして式(2.57)から得られる遮煙開
口部での流量比       ［-］の変化を示す。図中には例としてγ’=5の場合における式(2.56)
で与えられる給気量比も参考として示す 
遮煙
SUPμ
遮煙
SUPμ
遮煙
SUPμ βρρβ ≤RL遮煙
RL ρρβ遮煙
22 遮煙ββLR TT =β=
遮煙
SUPW
( )γβμ ,等価LR
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 図2.13に火災室温度200℃、漏気側有効開口面積比γ’=5の場合について、常温確認時
の給気量を    ［kg/s］に維持したまま遮煙開口部扉が完全開放された場合の有効開口面
積比γと遮煙開口部扉での流量比             ［-］との関係を示す。図中に示すように
有効開口面積比γの変化に伴い、給気量比    ［-］が変化していることに注意が必要であ
る。また、この時の流量比       ［-］の変化を併せて示す。 
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図2.11 式(2.58)が成立する遮煙開口部の開放率βの最小値の火災室温度による変化 
火災遮煙時の開放率
β 遮煙=0.7
常温確認時の付室密度
1.2［kg/m3］
図2.12  常温確認時の遮煙開口部の開放率βと流量比μLR等価との関係 
図2.13  有効開口面積比γと遮煙開口部完全開放時の流量の関係 
( )5.0＝遮煙 γμ ′SUP A点 
β 遮煙=0.7
火災室温度200℃
γ=1.0
β 遮煙=0.7 
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遮煙
SUPμ
( )γβμ ,1=等価LR
( )max,1γβμ =等価LR
325
R
L
ρ
ρβ遮煙 で得られる曲線1.0 
給気量は一定 
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(常温確認時における
任意の開放率βでの
遮煙開口部流量を表
す曲線群) 
β等価 
β等価では 
          を満足 等価LRLR WW =
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 図2.10、図2.12、図2.13に示した図は、図2.14に示した三次元空間の各平面上に描か
れる線に対応しており、ここまでの検討はこの三次元空間上での変化を各面ごとに考察し
たものである。 
この3次元空間を理解することによって、設計時の遮煙条件と一致する給気量のもとで
の常温確認時の遮煙開口部流量を式(2.57)[以下、厳密法という]あるいは式(2.58)[以下、簡
略法という]によって計算し、それらと実際の建物での実測値とを比較して、実測値の方が
大きいことを確認する、という考え方の構築が可能となる。図 2.14には遮煙開口部を完全
開放したとき(β=1でのγ―μ平面上)の式(2.57)と式(2.58)の違いの概略図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開放率β 
遮煙開口部における遮煙条件での 
遮煙開口部流量を基準とした流量比μLR
有効開口面積比γ 
β遮煙 
β等価 
μLR=1 
(火災遮煙時の流量に
一致) 
μLR=0 
β=1(全開)
式(2.41)より得られる曲線
式(2.57)より得られる曲線
式(2.57)より得られる曲線 
式(2.58)より得られる曲線 
図2.12に対応する
(β―μ)面
図2.14 図2.10、図2.12および図2.13が対応する面 
図2.13に対応する 
(γ―μ)面 
図2.10に対応する 
(γ―β)面 
A点 
開口情報より一意に定まる
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
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A
A
α
α
火災時の情報
【既知】 
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2-4-3．外気側有効開口面積     および       の決定法 
  有効開口面積は火災遮煙時には既知として給気量算定を行うが、特に外気側では竣工し
た建築物では設計通りとなっておらず未知であるのが通常である。このとき、有効開口面
積比γを決定することができないため、火災時の遮煙条件に一致する常温確認時の遮煙開
口部の扉開放率β等価の値の決定ができない。これを解決するためには実際の建築物での外
気側有効開口面積   ［㎡］および     ［㎡］をどのようにして知るか、という点が
問題となる。 
  ところで、加圧煙制御では、 
    ①遮煙開口部での火災設定時での開放状態で遮煙できること 
    ②遮煙開口部の扉が閉鎖されたときに、当該扉の開閉障害が発生しない適切圧力範囲
にあること 
の要求がある。以下ではこの要求条件を有効に使い、外気側有効開口面積    ［㎡］およ
び     ［㎡］の決定法について検討する。 
  上記の加圧煙制御の要求条件を確認するためには開口条件を明確にした2つの実測が必
要となる。以下では、下記に示す遮煙開口部の異なる2つの任意の開放率を設定した条件
を考えるが、安全側の簡略法としての式(2.58)を適用する場合にはβは1つでもよい。 
  実測１：遮煙開口部扉が任意の開放条件(β実測1)で、給気量    ［kg/s］および遮煙開口
部流量    ［kg/s］の測定 
  実測２：遮煙開口部扉が任意の開放条件(β実測2)で、給気量    ［kg/s］および遮煙開口
部流量    ［kg/s］の測定 
  ここでは、この実測を利用し、外気側有効開口面積はいずれの場合も変化しないと仮定
して、2つの実測に対応する関係式を示す。 
 
【実測１】 
  遮煙開口部扉がβ実測1のときの給気量    ［kg/s］と遮煙開口部通過流量    ［kg/s］
を測定すると、次式によりη実測1が得られる。 
1
11
1 実測
実測実測
実測
実測１
実測１
LR
LRSUP
LR
LSO
W
WW
W
W −=≡η  (2.59)  
 実測1に対応する式は以下のとおりである。 
( ) 実測１実測実測 LLLROLR PAW ρα 211=  (2.60)  
      ただし、( )
( ) ( )212
1
2
11
1
LRRO
LRO
AA
A
αβα
α
実測
実測
+
=  (2.61)  
( ) 実測１実測実測実測 LLLSOLRSUPLSO PAWWW ρα 2111 =−=  (2.62)  
  したがって、式(2.59)から式(2.62)より、次式が与えられる。 
( )ROAα
( )LSOAα
1実測
SUPW
1実測
LRW
2実測
SUPW
実測１
SUPW 実測１LRW
( )ROAα ( )LSOAα
( )ROAα ( )LSOAα
2実測
LRW
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( )
( ) ( ) ( ) ( )2121 2
11
LRRO
LSO
LRO
LSO
AAAA
A
αβααα
αη 実測実測実測１ +=≡  (2.63)  
【実測2】 
  遮煙開口部扉がβ実測2のときの給気量    ［kg/s］と遮煙開口部通過流量    ［kg/s］
を測定すると、次式によりη実測1［-］が得られる。 
2
22
2
2
2
実測
実測実測
実測
実測
実測
LR
LRSUP
LR
LSO
W
WW
W
W −=≡η  (2.64)  
 実測2に対応する式は以下のとおりである。 
( ) 222 2 実測実測実測 LLLROLR PAW ρα=  (2.65)  
      ただし、( )
( ) ( )222
2
2
11
1
LRRO
LRO
AA
A
αβα
α
実測
実測
+
=  (2.66)  
( ) 2222 2 実測実測実測実測 LLLSOLRSUPLSO PAWWW ρα=−=   (2.67)  
  したがって、式(2.64)から式(2.67)より、次式が与えられる。 
( )
( ) ( ) ( ) ( )2222
2
2
11
LRRO
LSO
LRO
LSO
AAAA
A
αβααα
αη 実測実測実測 +=≡  (2.68)  
 式(2.63)および式(2.68)から    ［㎡］および      ［㎡］を未知数とする連立式がで
きるので、未知数は以下のように決定できる。 
( ) ( )LRRO AA α
βη
η
β
η
η
α
22 1
2
2
1
2
2
2
1
11
1
実測実測
実測
実測
実測
実測
−






−
=  (2.69)  
 式(2.69)を式(2.61)あるいは式(2.66)に代入して      ［㎡］、      ［㎡］を求めた後、
式(2.63)あるいは式(2.68)を用いて次式を得る。 
( ) ( ) 11 実測実測 LROLSO AA αηα = または( ) ( ) 22 実測実測 LROLSO AA αηα =  (2.70)  
 
 
2-4-4．常温確認時の実測に基づくγ、β等価、     の決定 
 式(2.69)により     ［㎡］が与えられることから有効開口面積比γ［-］を 、式(2.61)、
(2.69)、(2.70)の関係を用いてγ’［-］を、それぞれ次式で決定できる。 
( )
( ) 2
2
1
1
2
2
1
2
1
11
22



−
−



=≡
実測
実測
実測実測
実測
実測
η
η
βη
η
β
α
αγ
RO
LR
A
A  (2.71)  
( )ROAα ( )LSOAα
( ) 1実測LROAα ( ) 2実測LROAα
等価遮煙
LRSUP WW
( )ROAα
2実測
SUPW 2実測LRW
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( )
( ) 1
2
12
1
実測
実測
η
γβ
α
αγ
+
=≡′
LSO
LR
A
A  (2.72)  
  このγを用いれば、火災遮煙時と同一の流量および付室圧力となる常温確認時の遮煙開
口部開放率β等価［-］を式(2.41)により決めることができる。 
  遮煙条件と一致する給気量は式(2.56)に式(2.72)を代入して得られる。 
  ()
2
1
2
1
2
2
1
1
1
γβ
γβρ
ρ
β
ηγμ
+
+
+=
実測
遮煙
遮煙
実測
遮煙 R
L
SUP
 (2.73)  
  なお、実測１を扉全開(β実測1=1)とした場合、式(2.58)で考察したように       
となる範囲では次式が成立する。 
() ()maxmax
1
1 γμβ
ηγμ 遮煙等価
遮煙
遮煙
実測
等価
遮煙
遮煙
SUP
LR
SUP
LR
SUP
SUP W
W
W
W ≡≡


+≤≡  (2.74)  
  従って、この場合には常温確認時において遮煙開口部が完全開放での実測給気    
［kg/s］が、式(2.74)で計算した遮煙条件と一致する給気量      ［kg/s］よりも大きいこ
とを確認する、という方法で煙制御の適切さを確認することもできる。 
 
 
2-4-5．常温での測定による煙制御の適切さの確認手順 
  これまでの検討をまとめて、常温測定による加圧煙制御の適切さを判断する手順を示す。 
なお、火災遮煙時の遮煙開口部の有効開口面積β遮煙(αA)LR［-］、火災室温度および遮煙条
件    ［kg/s］すなわち    ［kg/s］は規定されているとする。 
 まず、2-3-4節に示した2つの測定(実測1,実測2)を行う。 
  その後、以下に示すstepに従って進める。 
 Step①：漏気量と遮煙開口部通過流量との比η実測1、η実測2を式(2.59)および式(2.64)よ
り求める。 
 Step②：有効開口面積γの値を、Step①で得られた値を用いて式(2.71)により求める。
必要であれば、常温確認時の遮煙開口部の開放率β等価を式(2.41)から、漏気側の
合成有効開口面積比γ’を式(2.72)より求める。 
 Step③：遮煙条件と一致する給気量      の値をStep①およびStep②で得られた値を
用いて式(2.73)より求め、遮煙条件での遮煙開口部流量    を乗じて遮煙に必要
な給気量    を求める。 
1≤RL ρρβ遮煙
実測１
SUPW
max
遮煙
SUPW
遮煙
LRW 等価LRW
()γμ遮煙SUP
遮煙
LRW
遮煙
SUPW
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遮煙
実測
遮煙
遮煙
実測
遮煙
LR
R
L
SUP WW










+
+
+=
2
2
1
2
1
11
1
1
β
γβρ
ρ
β
η  (2.75)  
  なお、実測１を扉全開(β実測1=1)とした場合は、式(2.74)より    の最大値は次式で得ら
れる。 
等価
遮煙
実測
遮煙
LRSUP WW 


+= β
η 1
max 1  (2.76)  
 
最終的には常温確認時の評価方法として次の3つが考えられる。 
 A．遮煙開口部の実測時の開放状態のときの流量で判断する方法 
   式(2.57)および式(2.58)において遮煙開口部扉が実測１の開放状態のとき、         
の関係を用い、実際の流量で表すと次式となる。 
  ( )



 −
+
++
=
1
1
11
,
2
221
1
1
2 遮煙
遮煙
遮煙
実測
実測
遮煙
遮煙
実測等価
LR
SUP
R
L
SUP
LR
W
W
WW
γβρ
ρ
γβ
β
β
γβ
 (2.77)  
      遮煙開口部全開時について、実測1から得られる    とStep③式(2.75)で得られ
る    の値を用いて式(2.77)より得られる 
        と比較して、 
( )γββ ,11 実測等価実測 =≥ LRLR WW  (2.78)  
    であることを確認する。 
  なお、実測１を扉全開(β実測1=1)とした場合には遮煙開口部を完全開放したときには以
下の関係が得られる。 
  ( )



 −
+
++
==
1
1
11
,1
2
2
2 遮煙
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙
等価
LR
SUP
R
L
SUP
LR
W
W
WW
γβρ
ρ
γβ
γβ
 (2.79)  
( )




−+
==
11
,1
max
max
max
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙
等価
LR
SUP
SUP
LR
W
W
WW
β
γβ  (2.80)  
      遮煙開口部全開時について、実測1から得られる    をStep③式(2.75)で得られ
る    の値を用いて式(2.79)より得られる      と比較して、 
( )γβ ,11 =≥ 等価実測 LRLR WW  (2.81)  
    であることを確認する。  
遮煙
SUPW
等価遮煙
LRLR WW =
1実測
LRW
( )γβ ,1実測等価LRW
1実測
LRW
遮煙
SUPW ( )γβ ,1=等価LRW
遮煙
SUPW
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      なお、式(2.80)を用いて、 
( )max1 ,1γβ=≥ 等価実測 LRLR WW  (2.82)  
    であることを確認することにより、適用範囲に制限があるものの、適用範囲内では安
全側の判断ができるので、簡略な判断方法として使用することも可能である。 
 
  B．遮煙条件との比較で判断する方法 
  Step③式(2.75)または式(2.76)で計算される給気量を用いて得られる常温確認時の開
口条件β等価での遮煙開口部流量       は次式となる。 
    
遮煙
実測
遮煙
遮煙
実測
推定等価
SUP
SUP
LR
SUP
SUP
LR
WWW
WW μ
11
)( ==  (2.83)  
  なお、実測１を扉全開(β実測1=1)とした場合には式(2.77)に加えて、以下の関係が得られ
る。 
    
max
1
max
)(
遮煙
実測
推定等価
SUP
SUP
LR
WW μ=
 (2.84)  
    遮煙条件での遮煙開口部通過流量    すなわち    を、式(2.83)と比較して、 
    ( )推定等価遮煙 LRLR WW ≤  (2.85)  
  であることを確認する。 
また、安全側の簡略な方法として式(2.84)を用いて 
( )
max
推定等価遮煙
LRLR WW ≤  (2.86)  
  により確認することも可能である。 
 
C．給気量で判断する方法 
      実測から得られる    および    をStep3で計算される    と比較して、 
( ) 遮煙実測実測 SUPSUPSUP WWWMin ≥21,  (2.87)  
    を確認する。 
    なお、なお、実測１を扉全開(β実測1=1)とした場合には、式(2.76)を用いて、火災遮煙
時の火災室温度が325℃以下の範囲では次式により実測1のみでの安全側の簡略な判
断も可能である。 
max
1 遮煙実測
SUPSUP WW ≥  (2.88)  
 
 
1実測
SUPW 2実測SUPW 遮煙SUPW
遮煙
LRW 等価LRW
)(推定等価
LRW
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  以下では、図2.15に示す遮煙開口部の有効開口面積が全開時(実測1)1.4[㎡]、全閉時(実
測2)0.3[㎡]、高さ2.1[m]であり、当該開口部で扉半開(有効開口面積0.98[㎡])、火災室温
度300℃、常温空気温度20℃において遮煙条件を満足する加圧煙制御を例として検討する。 
  当該建物の竣工時において常温で風量の測定を行ったところ、2つの実測でたまたま給
気量が等しく、図2.15中および表2.2の測定値を得たとする。なお、遮煙開口部での流量
測定値の値はこの例題における真値と一致させている。このとき、未知の開口部面積の真
値を予測できるか、また想定条件下での遮煙開口部においてこの加圧煙制御が遮煙できる
かの確認を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 結果を表2.2に示す。前節に示した手順に従えば、厳密法では未知の開口部面積、各流
量ともに真値と一致する結果を得ることができ、前節の最終判断の 3つの方法のいずれに
おいてもこのシステムが遮煙条件を満足できることが分かる。一方、簡略法では安全側の
評価を行っており、厳密法ではOKでも簡略法ではNGと判断していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
有効開口面積 
【未知】 
[真値1㎡] 
(a)想定火災条件 
給気量 
5.638kg/s
実測1(扉全開):4.119kg/s 
実測2(扉閉鎖):2.758kg/s 
(b)測定で得られた情報 
300℃ 
遮煙条件 
3.676kg/s 
20℃ 
火災室
(R) 
付室 
(L) 
有効開口面積 
【未知】 
[真値0.3㎡] 
図2.15 例題 
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    厳密法 簡略法 
与条件および測定値
 
遮煙条件 遮煙LRW  [kg/s]  3.530  
実測
1 
遮煙開口部の有効開口面積
( )LRAαβ 1実測  [㎡] 1.4 
遮煙開口部の開放率 1実測β  [-]  1.0  
給気量 1実測SUPW  [kg/s]  5.364  
遮煙開口部流量 1実測LRW  [kg/s]  3.919  
実測
2 
遮煙開口部の有効開口面積
( )LRAαβ 2実測  [㎡] 0.3 不要 
遮煙開口部の開放率 2実測β  [-]  0.214  不要 
給気量 2実測SUPW  [kg/s]  5.364  不要 
遮煙開口部流量 2実測LRW  [kg/s]  2.624  不要 
Step1 
1実測η  [-] 0.369：式(2.59) 
2実測η  [-] 1.044：式(2.64) 不要 
火災室-外気間有効開口面積
( )ROAα  [㎡] 1.0：式(2.69) ― 
漏気側合成有効開口面積( )LSOAα  [㎡] 0.3：式(2.70) ― 
Step2 
γ [-] 1.4：式(2.71) 不要 
β等価 [-] 0.506：式(2.41) 不要 
Step3 遮煙SUPμ もしくは max遮煙SUPμ  [-] 1.519：式(2.73) 1.527：式(2.74)
判断 
方法A 
( )γβ ,1=等価LRW もしくは
( )max,1γβ=等価LRW  
≦ 1実測LRW  
 3.919：式(2.81) 判定：OK 
3.938：式(2.82)
判定：NG 
判断 
方法B 
( )推定等価
LRW もしくは ( )max推定等価LRW  
≧ 遮煙LRW  
[-] 3.530：式(2.85) 判定：OK 
3.513：式(2.86)
判定：NG 
判断 
方法C 
遮煙
SUPW もしくは max遮煙SUPW ≦ 実測SUPW  [-] 
5.364：式(2.87) 
判定：OK 
5.390：式(2.88)
判定：NG 
 
 
 
表2.2  例題における条件および計算結果 
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2-5．空気逃し口が設置されている場合に平均圧力差を用いる際の補正方法 
  前節までの検討では、外気側の開口部の面積として隙間面積を考え、当該隙間面積が不
明であるとして平均圧力差の概念を用いて検討を行ってきた。しかし、加圧煙制御では外
気側、特に火災室―外気間に給気空気の排出経路として、一定の面積を有する空気逃し口
が設けられる計画もある。この場合、隙間面積に比べ空気逃し口が十分大きいと考えられ
るので、安全側として隙間面積を無視して、空気逃し口面積のみを考えることが多い。 
以下では、こうした空気逃し口が設置された場合について検討する。まず、空気逃し口
がある場合に平均圧力差の考えを用いたときにどのような影響があるかを検討し、その補
正方法を検討する。 
 
2-5-1．火災遮煙時における平均圧力差と床面圧力差による違い 
  本検討では図2.16に示したモデルを用いて検討を行う。なお、火災室(R)―外気(O)間の
開口部である空気逃し口については、平均圧力差、近似平均圧力差の考え方に基づいた集
中開口としての取り扱いを行う。また、付室には多量の外気が給気され、一般的には容積
が大きくないことから、火災時であっても付室空気と外気とは同じものとして扱う。 
床面からの高さhにある火災室(R)～外気(O)間の集中開口の有効開口面積を( )ROAα 、そ
れとは反対側の漏気側開口の合成有効開口面積を( )LSOAα [㎡]とし、火災時においては付室
(L)～火災室(R)間の有効開口面積 ( )LRAαβ遮煙 [-]で遮煙が達成されているとする。この遮煙条
件における平均圧力差を     [Pa]、床面での圧力差を      [Pa]で表す。 
  火災室の外壁面に要求される空気逃し口は床面よりも上にある場合が通常である。遮煙
開口部から火災室側に押し出された空気が火災室を経由して外気に抜けていくためには空
気逃し口位置では火災室側の圧力が外気よりも高くなければならない。また、火災時にお
ける外壁面での押し出し圧力は開口位置より下方では理論上は必ず低下していくので、火
災室床面での外気との圧力差は必ず空気逃し口高さでの圧力差よりも小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.16  平均圧力差で考えた場合 
階段室(S) 付室(L) 火災室(R) 
外気 
(O) 
meanSUPW
遮煙
遮煙
LROW
meanLSOW
遮煙
meanLP
遮煙
meanLRP
遮煙ΔmeanROP
遮煙Δ
meanLSP
遮煙Δ meanSOP
遮煙Δ
図2.17  床面圧力差で考えた場合 
( )LRAαβ遮煙( )ROAα ( )LSOAα
floorSUPW
遮煙
floorLP
遮煙
遮煙側 漏気側 
階段室(S) 付室(L) 火災室(R) 
外気 
(O) 
( )LRAαβ遮煙( )ROAα ( )LSOAα
floorLRP
遮煙ΔfloorROP
遮煙Δ
floorLSP
遮煙Δ floorSOP
遮煙Δ
遮煙
LROW floorLSOW
遮煙
h
floorLRPΔmeanLRPΔ
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【平均圧力差】 
室の流量収支を考えると、各開口での平均圧力差は以下のように表される。 
( ) LRRLmeanLR gHP ρρ−=Δ 9
4遮煙  (2.89)  
( )
( ) ( ) LRRLR
L
meanLR
R
L
RO
LR
meanRO gHPA
AP ρρρ
ργβρ
ρ
α
αβ −=Δ



=Δ 2
2
)(9
4 遮煙遮煙遮煙  (2.90)  
( )



+−=Δ+Δ=Δ=
R
L
LRRLmeanROmeanLRmeanLSOmeanL gHPPPP ρ
ργβρρ 2)(19
4 遮煙遮煙遮煙遮煙遮煙  (2.91)  
【床面圧力差】 
空気逃し口集中開口が床面からh[m]の高さにあることを考慮すると、各開口での床面圧
力差は以下のように表される。 
( ) LRRLfloorLR gHP ρρ −=Δ 遮煙  (2.92)  
( ) ( )



 −−=−+Δ=Δ hHgghPP LR
R
L
RLLRmeanROfloorRO ρ
ργβρρρρ 2)(9
4 遮煙遮煙遮煙  (2.93)  
( ) 


 −−+Δ=Δ+Δ=Δ=
LR
LRRLmeanLSOfloorROfloorLRfloorLSOfloorL H
hgHPPPPP 9
5ρρ遮煙遮煙遮煙遮煙遮煙  (2.94)   
以上より、付室圧力について考えると、床面圧力差では式(2.94)より火災室の外気側集
中開口部の床面からの高さh[m]の影響を受けているのに対して、平均圧力差では式(2.91)
よりh[m]には無関係であることがわかる。 
想定火災を先に設定する従来の加圧煙制御における給気量算定法では、付室(L)～火災室
(R)の遮煙流量と、付室(L)と外気(O)との間の圧力差を用いて得られる付室～外気の漏気流
量との和として給気量を算出する。平均圧力差あるいは床面圧力差のいずれを用いても遮
煙条件である遮煙開口部流量は同一であることが要求されることから、漏気流量が同一に
なるときに床面圧力による給気量と平均圧力差による給気量とが同一になる。このとき付
室圧力は          であり、式(2.91)および(2.94)より、 
( ) 09
5 =


 −−
LR
LRRL H
hgHρρ  (2.95)  
となり、従って次式を得る。 
LRHh 9
5=  (2.96)  
 式(2.96)を境界として、         のとき平均圧力差による付室圧力      [Pa]が床面
圧力差による付室圧力       [Pa]よりも大きくなり、平均圧力差を用いた給気量は床面
圧力差を用いた給気量以上となる。一方、     のときは逆に、平均圧力差を用いた
floorLmeanL PP
遮煙遮煙 =
95 LRHh≥ meanLP
遮煙
95 LRHh<
floorLP
遮煙
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給気量は床面圧力差を用いた給気量よりも小さくなり、平均圧力差による算定では火災時
に遮煙できない状態となる。 
 
2-5-2．平均圧力差を用いた方法での付室圧力への上乗せ 
          のときに必ず火災時に遮煙できる状態にするには、平均圧力差を用いて得られ
た付室圧力に何らかの上乗せ圧力    [Pa]を加えて            となるよう
に漏気量の増加を考慮すればよい。式(2.91)および式(2.94)より上乗せ圧力は次式で与えら
れる。 
( ) 


 −−=Δ
LR
RLadd H
hgHP 9
5ρρ  (2.97)  
 式(2.97)より上乗せ圧力には火災室側の空気逃し開口部の高さh[m]が関係する。一般的
にh≧0であることから、式(2.97)はh=0で最大となり、次式による最大値を持つ。 
( ) LRRLhadd gHP ρρ −=Δ = 9
5
)0(
 (2.98)  
平均圧力差によって得られる付室圧力      [Pa]に式(2.97)を加えれば漏気量を大き
めに見積もることができ、過剰であることを問題視しなければ、算定給気量としては十分
である。 
以下に、平均圧力差を用いた給気量算定法において漏気量の上乗せを考慮した給気量算
定手順を示す。 
【step1】火災室(R)～外気(O)間の集中開口の平均圧力差      [Pa]を式(2.90)により求め
る。 
【step2】付 室(L)～火災室(R)間の遮煙条件の平均圧力差      [Pa]を式(2.89)により求め
る。 
【step3】上記の２つの圧力差を加え合わせて、付室圧力    [Pa]を求める。ただし、漏
気量を少なく算出しないために、以下の条件分けに従って付室圧力を補正する。 
①     のとき、補正の必要はなく、式(2.91)を用いる。 
②     のとき、開口位置を考慮した補正を行うために、式(2.97)を用い
る。なお、h=0またはh[m]が未知であるとき、式(2.97)でh=0とした最大の
補正を行う。 
( )



 +−=Δ HHgP
R
L
LRRLLSO ρ
ργβρρ 2)(9
4 遮煙  (2.99)  
【step4】給気量を次式により求める。ただし、      とする。 
step3①の場合 



+Δ+Δ=
R
L
LRLLSOLLRSUP gHAgHAW ρ
ργβρραρραβ 2)(19
8)(9
8)( 遮煙遮煙遮煙  (2.100) 
95Hh<
addPΔ addmeanROfloorRO PPP Δ+Δ=Δ
meanLP
遮煙
meanROPΔ
meanLRPΔ
meanLP
95 LRHh ≥
95 LRHh <
RL ρρρ −≡Δ
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step3②の場合 



 +−Δ+Δ= LR
R
L
LRLLSOLLRaddSUP HhHgAgHAW ρ
ργβρραρραβ 2)(9
42)(9
8)( 遮煙遮煙遮煙
 (2.101) 
 式(2.100)は式(2.101)において     とおいただけであることから、以下では一般式
として式(2.101)を考え、式(2.101)を遮煙開口部の遮煙流量で基準化すると次式となる。 
LRLLR
LR
R
L
LRLLSO
LR
addSUP
addSUP gHA
HhHgA
W
W
ρραβ
ρ
ργβρρα
μ
Δ



 +−Δ
+==
9
42)(
)(9
42)(
1
2
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙  (2.102)  
R
L
LRH
h
ρ
ργβγ
2
2 114
9
'
11 +


−+= 遮煙  
  この式と式(2.56)で得られる    との比をとると、 
R
L
R
L
LR
SUP
addSUP H
h
ρ
ργβγ
ρ
ργβγ
μ
μ
2
2
2
2
1
'
11
9
411'
1
2
31
++
+


−+
=
遮煙
遮煙
遮煙
遮煙  (2.103)  
となる。なお、        において式(2.103)より得られる給気量比は1である。火災時に
は        であることから、      においては分子が分母よりも大きくなり、結果
として式(2.103)は１以上の値を持つ。 
 
例として    、             の場合について、      のとき、
空気逃し口集中開口位置を遮煙開口部高さで基準化した高さを横軸にとり、図2.18では火
災室温度、図2.19では火災室の外気開口条件γをパラメータとして、式(2.103)による給
気量の増加比率の計算結果を示す。 
図2.18から、        においては、火災室想定温度が高いほど給気量比は小さい値と
なることがわかる。これは火災室温度が高くなると遮煙開口部流量も大きくなり、給気量
における漏気側流量の占める割合が相対的に小さくなるからである。ただし、式(2.103)
から分かるとおり、火災室温度が高いほど上乗せ圧力の絶対値そのものは大きいため、結
果として上乗せ量も大きくなる点には注意が必要である。 
図2.19から、        においては、γ[-]が大きくなる（空気逃し開口部が小さくなる
ことに対応する）ほど給気量比は小さくなることがわかる。これは、空気逃し開口部が小
さくなると、火災室と外気間の圧力差は高さの影響よりも圧力差の値そのものの影響が大
きくなり、平均圧力差と床面圧力差とが近づいていくからである。 
 
95 LRHh=
遮煙
SUPμ
95Hh=
( )1>RL ρρ 950 LRHh<≤
( ) ( ) ( ) 47.1=== LSOROLR AAA ααα7.0=遮煙β 95 LRHh≤
95 LRHh≤
95 LRHh≤
2-5．空気逃し口が設置されている場合に平均圧力差を用いる際の補正方法 
38 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-5-3．漏気側に煙突効果を考慮する場合の給気量決定法 
  ここまでは付室からの漏気は外気との等温条件下で取り扱っていたが、従来の給気量算
定法では階段などの竪シャフトと外気とが非等温を想定していることから、火災室(R)、付
室(L)、階段室(S)、外気(O)のつながり持をもつモデルを用いて修正を検討する。また、階
段室(S)まわりの圧力と流量の関係を図 2.20 に示す。 
  付室から階段を経由しての漏れ量は、近似平均圧力差2)の考え方に基づいて、付室(L)
～階段(S)～外気(O)の間の合成有効開口面積を用いる。各開口部の有効開口面積は、開放
率βを用いて、      ［-］とし、付室(L)～階段(S)間開口と階段(S)～外気(O)間開口部間
の垂直距離を    ［m］とする。なお、下付添字として付室～階段を LS、階段～外気をSO、
付室～階段～外気をLSOで表す。 
1
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図2.18  補正後の給気量と平均圧力差による給気量の比較 
7.0=遮煙β ( ) ( )[ ]1== ROLR AA ααγ
( ) ( )[ ]1==′ LSOLR AA ααγ
[ ]9555.0 =
図2.19  補正後の給気量と平均圧力差による給気量の比較 
( )Aαβ
LSOH
[ ]9555.0 =
式(2.103)より 
得られる曲線群 
式(2.103)より 
得られる曲線群 
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付室～階段室～外気の間に発生する近似平均圧力差       [Pa]は、煙突効果の影響を考
慮すると次式となる。 
LSOSOLappLSO gHPP ρρ −+=Δ  (2.104) 
 ただし、PL[Pa]は2-5-2で検討した漏気量を考えるときの圧力の上乗せを行い、次式を
用いる。 
( ) ( ) 


 +−=



 +−=
R
L
LRRLLR
R
L
LRRLL gHHHgP ρ
ργβρρρ
ργβρρ 22 )(4
9
9
4)(9
4 遮煙遮煙  再掲(2.99) 
 
  このとき、開口部の合成を行うことにより、付室から階段を通り外気へ抜ける漏気流量 
   [kg/s]は次式で表される。 
( ) )(2
)()(
2)()(
22
LSOSOLLLSO
LSOSOL
SOSLSL
SLSOSOLSLS
LSO
gHPA
gHPAA
AAW
ρρρα
ρραραρ
ρραβαβ
−+=
−++=  (2.105)  
( )
2222
2222
)(
1
)(
1
1
)()(
)()(
SOSOS
L
LSLS
SOSOSLSLSL
SSOSOLSLS
LSO
AA
AA
AAA
αβρ
ρ
αβ
αβραβρ
ραβαβα
+
=+=
 (2.106) 
L
S
O
S
LSO HHH −
+


= 1
3/1
ρ
ρ
 (2.107) 
   ただし、 LH ［m］はシャフト底部から当該付室開口までの垂直距離 
LH
LSOH
SH
LP
LSW
SOW
OSW
appLSPΔ appSOPΔ
appLSOPΔ
LSOSappLSL gHPP ρ−Δ− LSOOgHρ−0
appLSL PP Δ−
Sρ Oρ
階段室
(S) 
付室(L) 
外気 
(O) 
合成:
図2.20  階段室周りの圧力と流量 
LSOW
appLSOPΔ
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従って、階段のみの場合には、遮煙に必要な給気量は次式で与えられる。 
 (2.108)  
 
 
 
  このとき、遮煙部流量との比で表した平均圧力差による考えに漏気側の煙突効果を考慮
した場合の給気量算定法による      ［-］と、火災室床面に集中開口を想定し、漏気側の
煙突効果を考慮した場合の付室圧力の上乗せ法による      ［-］はそれぞれ次式と
なる。 
LR
LSO
RL
SO
R
L
appSUP H
H
ρρ
ρρ
βρ
ργβγμ −
−+++= 222 14
91
'
11 遮煙遮煙
遮煙  (2.109) 
LR
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SO
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L
appSUP H
H
ρρ
ρρ
βρ
ργβγμ −
−+++= 222 14
91
4
9
'
11 遮煙遮煙
床面集中開口遮煙  (2.110)  
従って、両者の比をとると、通常の給気量算定値よりも大きくすべき比率が分かる。 
LR
LSO
RL
SO
R
L
LR
LSO
RL
SO
R
L
appSUP
appSUP
H
H
H
H
ρρ
ρρ
βρ
ργβγ
ρρ
ρρ
βρ
ργβγ
μ
μ
−
−+++
−
−+++
=
2
2
2
2
2
2
1
4
91
'
11
1
4
91
4
9
'
11
遮煙遮煙
遮煙遮煙
遮煙
床面集中開口遮煙  (2.111) 
  なお、付室から非常用エレベーターシャフトを経由しての漏気質量流量    ［kg/s］は、
添字のSをFに置き換えるだけでよい。階段と非常用エレベーターの両方があるときには、
両者の合算となる。 
 例えば、β遮煙＝0.7、ρL／ρR=2.296、γ=1、γ’=1であり、煙突効果を加味する状況｜
ρO-ρS｜／(ρL-ρR)=0.05/0.68=0.735、HLSO／HLR=10のとき、     [-]と火災室床面に
集中開口を想定した付室圧力の上乗せ法による            [-]はそれぞれ3.78、4.20と
なり、床面位置に集中開口を想定して付室圧力を上乗せした方が 1.11倍多い給気量となる。
ところで、煙突効果を無視できるときはそれぞれ3.08、3.62であり、1.18倍であったこ
とから、煙突効果を考慮しないときの床面位置に集中開口を想定して付室圧力を上乗せし
た場合の増加倍率を用いておけば安全側といえる。ただし、加圧煙制御は給気量を多くし
ておけば十分というものではなく、他階への漏煙がないことなど、この状態における建物
内全体気流に配慮しておくことを忘れてはならない。 
次に、竪穴の高さによる変化を検討する。β遮煙=0.7、γ’=1、      、火災室温度
400℃として、横軸に有効開口面面積比γ、パラメータとして遮煙開口部高さを基準とし
た竪穴の高さ       [-]をとったとき、従来の給気量算定法による給気量を基準とした煙
突効果を考慮した場合の給気量比を図2.21に示す。図2.21より、    [-]が大きい、
つまり煙突効果が大きくなればなるほど、上乗せする量の比率は小さくなることがわかる。 
appSUP
遮煙μ
LFW
床面集中開口遮煙
appSUPμ
05.0=− so ρρ
LRLSO HH /
LRLSO HH /
appSUP
遮煙μ
床面集中開口遮煙
appSUPμ




Δ
Δ+


 +Δ⋅+
Δ=
LR
LSO
LR
SO
R
L
LRLRLLSO
LRLRLLR
H
HgHA
gHA
ρ
ρ
ρ
ργβρρα
ρραβ
4
9)(4
9
9
42)(
9
42)(
2遮煙
遮煙( )床面集中開口漏気遮煙 LSLR WW +
２．常温確認時の性能確認手法の構築と妥当性検証実験 
41 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-5-4．常温確認時のβ等価の補正 
  以下では、2-4節で構築した火災遮煙時と等価な流れ場を常温確認時に再現する遮煙開
口部扉の開放率β等価への補正を行う。なお、2-4節同様、漏気側の煙突効果は考慮しない。 
2-4節同様、      となる常温確認時の扉の開放率β等価［-］を算出する。 
【火災遮煙時】 
火災遮煙時の質量流量の式 
( ) meanLRLLRLRLRO PAWW 遮煙遮煙遮煙遮煙 Δ== ραβ 2  再掲(2.31) 
( ) meanRORROROLRO PAWW 遮煙遮煙遮煙 Δ== ρα 2  再掲(2.32) 
より得られる付室(L)の外気圧基準の平均圧力差         ［Pa］に式(2.95)で得られる
上乗せ圧力    ［Pa］を加えると次式となる。 
addmeanROmeanLRfloorLaddmeanL
PPPPPP Δ+ΔΔ==Δ+ 遮煙遮煙遮煙遮煙 ＋   
( ) ( ) ( ) 
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
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            と書くとき、合成有効開口面積     ［㎡］は次式で与えられ
る。 
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図2.21  煙突効果を加味した条件における火災室床面に空気逃し集中開口がある 
場合と従来の場合との給気量の比較 
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【常温確認時】 
常温確認時の質量流量の式 
( ) 等価等価遮煙遮煙 LRLLRLRLRO PAWW Δ== ραβ 2  再掲(2.35) 
( ) 等価遮煙遮煙 ROLROROLRO PAWW Δ== ρα 2   再掲(2.36) 
より、付室(L)の外気圧基準の圧力PLは次式となる。 
( ) ( ) 


 +=ΔΔ= 222
2 11
2 ROLRL
LRO
ROLRL AA
WPPP ααβρ 等価
遮煙
等価等価等価 ＋  再掲(2.37) 
           と書くとき、合成有効開口面積     ［㎡］は次式で与えられ
る。 
( )
( ) ( )222
11
1
ROLR
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A
ααβ
α
+
=
等価
等価  再掲(2.38) 
          を要求するとき、式(2.113)および式(2.38)より次式を得る。 
( ) ( ) ( ) ( )2222
2 111114
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LRLR AAAH
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ρ
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
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
等価遮煙
 (2.114)  
  従って、常温確認時の扉の開放率β等価[-]は次式で与えられる。 
  
( )( ) 222 11149
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等価  (2.115)  
ただし、 ( )( )RO
LR
A
A
α
αγ≡  
 式(2.115)はh /HLR=5/9のとき、2-4節で構築した式(2.41)と一致する。ただし、式(2.41)
と異なり、h /HLR≠5/9のときはγ=0としてもβ等価=β遮煙とはならない点に注意が必要で
ある。 
図2.22は火災遮煙時の遮煙開口部扉開放率 β遮煙=0.7、火災室想定温度400℃(R=0.52)、
付室温度20℃(L=1.2)としたとき、式(2.78)より得られる β 等価を高さ比h/HLRを変数とし
て示したものである。 
図 2.22より、高さ比 h/HLRおよび有効開口面積比 γ によって β 等価は異なることがわ
かる。例えば γ=1(空気逃し口の有効開口面積( )ROAα と遮煙開口部扉全開時の有効開口面
積( )LRA90α が等しい)の場合の β 等価は、h/HLR=5/9のとき0.55を示すのに対し、h/HLR =0
のときは0.41を示す。これは、火災遮煙時の付室圧力を常温確認時に再現するための遮煙
開口部扉開放性状が空気逃し口設置高さh[m]によって異なることを意味し、空気逃し口が
( ) 等価等価遮煙 LLLROLRO PAW ρα 2= ( )等価LROAα
( ) ( )等価遮煙 LROLRO AA αα =
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下方に設置されている場合ほど遮煙開口部扉開放状態を狭める必要がある。一方で、h/HLR 
=1(遮煙開口部上端高さ HLR[m]と空気逃し口設置高さ h[m]が同一)のときの β 等価は 0.88
を示し、火災遮煙時の遮煙開口部扉開放率 β 遮煙=0.7より大きい。これは、遮煙開口部扉
を火災遮煙時より拡げなければならないことを意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、補正されたβ等価を用いたときの判断方法を、2-4-3節に基づいて再整理した結果
を以下に示す。 
 Step①：漏気量と遮煙開口部通過流量との比η実測1、η実測2を式(2.59)および式(2.64)よ
り求める。 
 Step②：有効開口面積γの値を、Step①で得られた値を用いて式(2.71)により求める。
必要であれば、常温確認時の遮煙開口部の開放率β等価を式(2.115)から、漏気側
の合成有効開口面積比γ’を式(2.72)より求める。 
 Step③： Step①およびStep②で得られた値を用いて式(2.99)より得られる遮煙に必要
な給気量   を求める。 
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最終的には常温確認時の評価方法として次の3つが考えられる。 
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図 2.22  高さ比 hc/H を変数としたときのβ等価[式(2.115)] 
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 A．遮煙開口部の実測時の開放状態のときの流量で判断する方法 
   式(2.79)を補正して、遮煙開口部扉が実測1の開放状態のとき、      の関係
を用い、実際の流量で表すと次式となる。 
  ( )








−
+


−
++
=
1
14
9
11
,
2
221
1
2
遮煙
遮煙
遮煙
実測
遮煙
遮煙
実測等価
LR
addSUP
R
L
LR
addSUP
addLR
W
W
H
h
WW
γβρ
ρ
γββ
γβ
 (2.117)  
      遮煙開口部全開時について、実測1から得られる    とStep③式(2.75)で得られ
る    の値を用いて式(2.117)より得られる       と比較して、 
( )addLRLR WW γββ ,11 実測等価実測 =≥  (2.118)  
    であることを確認する。 
 
  B．遮煙条件との比較で判断する方法 
  Step③式(2.114)で計算される給気量を用いて得られる常温確認時の開口条件β等価で
の遮煙開口部流量       は次式となる。 
  
addSUP
SUP
LR
addSUP
SUP
addLR
WWW
WW 遮煙
実測
遮煙
遮煙
実測
推定等価
μ
11
)( ==  (2.119)  
    遮煙条件での遮煙開口部通過流量    すなわち    を、式(2.118)と比較して、 
  ( )
addLRLR WW 推定等価遮煙 ≤  (2.120)  
  であることを確認する。 
 
C．給気量で判断する方法 
      実測から得られる    および    をStep3で計算される   と比較して、 
    (2.121) 
    を確認する。 
 
 
2-5-5．空気逃し口が一般開口である場合の取扱い 
一般の空気逃し口の形状は図 2.23(a)に示すとおり図 2.23に示すとおり高さを有する開
口(下端高さをh2[m]、上端高さをh1[m]とする、以下、一般開口)が想定される。この場合、
火災遮煙時の当該開口部での床面圧力差算出には中性帯高さ hn[m]算出のための逐次計算
が必要となるため、火災遮煙時の付室圧力は陽には得られない。そのため、補正圧力 
[Pa]の算出も陽ではない。 
等価遮煙
LRLR WW =
1実測
LRW( )addLRW γβ ,1実測等価遮煙SUPW
addLRW )(推定等価
遮煙
LRW 等価LRW
1実測
SUPW 2実測SUPW addSUPW
遮煙
( ) addSUPSUPSUP WWWMin 遮煙実測実測 ≥21,
addPΔ
２．常温確認時の性能確認手法の構築と妥当性検証実験 
45 
 
しかし、この場合図2.23(b)に示すとおり、開口下端高さh2[m]に開口面積同一の集中開
口(以下、下端集中開口)があると考えるとき、火災遮煙時の当該開口部の床面圧力差は必
ず下端集中開口の場合が大きくなる。そのため、火災遮煙時における付室圧力は、下端集
中開口の場合が一般開口の場合より必ず大きくなる。この特性を踏まえると、2-5-2節で
検討した給気量設計法や2-5-4節で検討した常温確認時のβ等価[-]を算出する場合には、一
般開口であっても下端集中開口と置き換えて運用すれば良い。このとき、空気逃し口設置
高さh[m]が空気逃し口下端高さh2[m]に置き換わることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.24は、一般開口を下端集中開口として取り扱ったときに、2-5-4節で検討した常温
確認時のβ等価[-]に与える影響について検討したものである。 
図2.24(a)は、空気逃し口の開口幅B =0.5[m]、開口高さh1－h2=0.5[m]としたときに下
端集中開口として取り扱った場合のβ等価(下端集中開口)とそのまま一般開口として取り扱った
場合に得られるβ等価(一般)の比を、火災遮煙時の火災室温度および空気逃し口下端高さ h2
をパラメータとして表したものである。図2.24(a)より、火災遮煙時の火災室温度によらず
β等価(下端集中開口)とβ等価(一般)の比は一定である。 
図2.24(b)は、火災遮煙時の火災室温度200℃、空気逃し口の開口幅B =0.5[m]としたと
きにβ等価(下端集中開口)とβ等価(一般)の比を、開口高さh1－h2および空気逃し口下端高さh2をパ
ラメータとして表したものである。図2.24(b)より、h1－h2が0に近いほどβ等価(下端集中開口)
とβ等価(一般)の比は1に近くなる。これは下端集中開口の考えがh1－h2 →0と取り扱うこと
と同義であるからである。一方で、h1－h2が大きくなるとβ等価(下端集中開口)とβ等価(一般)の比
は1より小さくなる。h1－h2が大きくなることは、ここでは空気逃し口面積が大きくなる
ことを意味しており、一般開口で考えた場合の遮煙時の床面圧力差および下端集中開口で
考えた場合の火災遮煙時の床面圧力差はともに小さくなってゆく。しかし、両者の減少割
合は異なり、下端集中開口の方が、減少量が小さくなる。そのため、h1－h2が大きくなる
と下端集中開口の方が火災遮煙時の付室圧力を相対的に大きく評価することになり、β等価
(a)一般開口 (b)高さh2に集中開口(下端集中開口) 
図2.23  空気逃し口の形状による床面圧力差の差異 
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(下端集中開口)はβ等価(一般)より小さくなる。また、h2が大きくなる場合も同様である。h1－h2 
=1.5の場合でβ等価(下端集中開口)は真値よりおよそ20%程度小さくなる。 
図2.24(c)は、火災遮煙時の火災室温度200℃、空気逃し口の開口高さh1－h2=0.5[m]と
したときにβ等価(下端集中開口)とβ等価(一般)の比を、空気逃し口の開口幅 Bおよび空気逃し口下
端高さh2をパラメータとして表したものである。図2.24(c)より、Bが大きくなるとβ等価(下
端集中開口)とβ等価(一般)の比は小さくなる。図 2.24(b)同様、Bが大きくなることは空気逃し口
面積が大きくなることを意味しており、一般開口で考えた場合の火災遮煙時の床面圧力差
および下端集中開口で考えた場合の火災遮煙時の床面圧力差の減少量が異なるため、下端
集中開口の方が火災遮煙時の付室圧力を相対的に大きく評価することに起因する。h1－h2
の場合に比べて、Bが大きくなる方がβ等価(下端集中開口)とβ等価(一般)の比の減少量が小さいのは、
遮煙時の床面圧力差に作用する影響がBの方が小さいためである。B=1.5の場合でβ等価(下
端集中開口)は真値よりおよそ5％程度小さく見積もる。 
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図2.24  一般開口を下端集中開口と取り扱うことが β等価に与える影響についての考察
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【設定条件】 
〔火災遮煙時〕 
遮煙開口部 
流量係数(半開)0.5[-] 
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〔空気逃し口〕 
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遮煙開口部 
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(c)  空気逃し口の開口幅をパラメータとした場合 
【設定条件】 
〔火災遮煙時〕 
  火災室温度200[℃] 
遮煙開口部 
流量係数(半開)0.5[-] 
扉幅0.8[m] 
扉高さ2.0[m] 
〔空気逃し口〕 
流量係数0.7［－］ 
開口高さ0.5[m] 
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2-6．遮煙開口部における開放率βの設定方法 
  これまでの検討では、扉を有する開口部の開放状態を、開放率βにより表している。扉
の開放角度が変化すれば流れの抵抗が変化する。これは、流量係数が変化することを意味
している。以下では、流量係数と扉開放角度の関係を明らかにすることで、扉開放率βの
設定方法を検討する。 
広田ら 6)は扉幅0.765[m]、扉高さ2.58[m]、給気口-扉間距離10[m]による給気実験を行
い、任意の扉開放角度θにおける流量係数の実験回帰式として下式を提案した。なお、広
田式は開放端側から回転軸までの長さ(0.765[m])に扉高さを乗じた面積に対する流量係数
である。本研究では、扉幅に扉高さを乗じた扉面積に対する流量係数を用いているため、
既往式を 0.96倍(=0.765/0.8)して表記している。なお、扉全開時(=90[°])の流量係数は
0.64となる。 
①扉の開放方向が扉通過気流と逆方向の場合 
( ) 96.0000060.00125.0023.0 2×−+= θθαθ  (2.122)  
②扉の開放方向が扉通過気流と同方向の場合 
( )[ ] 1500071.0017.00003.096.0 2 ≤≤++−×= θθθαθ   
( )[ ] 901511.00061.096.0 ≤≤+×= θθαθ  (2.123)  
図2.25に示すように扉の全開時の流量係数をα90とすると、      （ただしαθ
=0.64）としても十分な精度で近似できることがわかる。 
ところで、実用上は開放角度によらず流量係数を一定として扱うのが一般的である。遮
煙開口部の任意の扉開放状態での有効開口面積が                 で与えられるとき、開
放面積を      で評価できれば、流量係数を一定とすることができる。一般的に流量係数
αとして0.7を用いるが、図2.25に示すとおり        とした近似も実用上は許容され
ることが分かる。以上を踏まえて、本研究では流量係数を扉の開放角度によらない一定値
（α=0.7）として扱っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0 15 30 45 60 75 90
流量
係
数α
θ
[-
]
扉の開放角度θ[°]
θααθ sin90=
θsinA
7.090=α
式(2.122) 
式(2.123) 
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図2.25  任意の扉開放角度θにおける流量係数αθの関係 
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開口面積A[㎡] (扉幅B[m]×扉高さH[m])の遮煙開口部において任意の扉開放角度θ
[°]での開放状況を考える。ここで扉の高さH[m]が固定されるとき、実際の開放幅をB’ [m]
とすると、開放率β[-]は次式で与えられる。 
B
B′=β  (2.124)  
ここで、図2.26に示すとおり、垂線によって開放扉の開放幅B’ [m]を定義すると、次式
が与えられる。 
θsinBB=′  (2.125)  
この定義における有効開口面積は、流量係数をαθ[-]とするとき次式で与えられる。 
θαθαα θθθ sinsin ABHBH ==  (2.126)  
従って、図2.26の垂線距離を扉開放幅B’ [m]として与え、流量係数αθ[-]に扉の開放角
度によらない流量係数α90[-]を用いれば前述の取り扱いと一致することから、有効開口面
積を次式によって与えることができる。 
( )AABH 9090sin αβθααθ =⋅=  (2.127)  
 なお、式(2.124)および式(2.125)より開放率β[-]は次式で与えられる。 
  θβ sin=′=B
B  (2.128)  
例として、高さH=2.1[m]、幅B=0.8[m]、全開時の流量係数α=0.7の扉開口を考えると、
開放幅がB’=0.4[m]のとき上記の定義による開放率β=0.5でありθ=30[°]、開放幅
0.49[m]のときβ=0.7でありθ=45[°]に設定することになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
θ 
有効開口面積 
流量係数 θα
Aθα ( )A90αβ=
扉面積A(B×H ) 
有効開口面積 
流量係数 90α
A90α
図2.26  扉を有する開口部における有効開口面積の取扱い 
(b)扉全開時(β=1) (a)扉中間的開放状態(0<β<1) 
90°
θsinB
B B
流れ方向 
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2-7．まとめ 
本章では加圧煙制御システムが火災時に遮煙できる能力を有することを常温で確認す
るための方法の確立を目的としている。そこで、従来の加圧煙制御設計法に基づいた考え
方に立脚し、加圧煙制御が火災時に予定通りの遮煙性能を発揮できるかどうかを、竣工時
あるいは定期点検時に常温で判断できる一般的方法の確立を目指した。以下に得られた知
見をまとめる。 
・常温確認時において、遮煙開口部の扉開放性状のみを変化させて火災遮煙時と同一の
流れ場を再現したうえで遮煙開口部の通過流量を測定し、［測定流量］≧［火災遮煙
時の遮煙条件］を確認する常温確認手法を構築した。 
・開口情報が既知の場合において、常温確認時に火災遮煙時と同一の流れ場を再現する
遮煙開口部の扉開放性状算出のための理論式を構築した。 
・通常、設計時と竣工時とで開口情報が一致することはまれであり、実際の建物での開
口情報を知ることが必要となる。そのために、加圧煙制御の性能確認で行う実測を想
定し、測定条件の曖昧さを排除しやすい遮煙部扉の全開と全閉での実測結果を活用し
て、開口情報を求めると同時に遮煙性能を有するか否かを判断できる手順を提案した。 
  ・ある制限内の火災条件を想定する場合には、常温時に遮煙部扉を完全開放した実測だ
けから遮煙性能を評価する簡略法の提案も行った。 
  ・一般には未知とされる火災室―外気間の開口部において、ある一定面積の開口(空気逃
し口)が設置された場合を対象として、平均圧力差の運用に注意が必要となる場合があ
ることを示し、その補正方法についても検討した。 
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第３章 
火災遮煙時の流れ場を 
常温確認時に再現する 
遮煙開口部扉開放率β等価理論式 
の妥当性検証実験 
 
 
3-1．はじめに 
 本章では2章で構築した、常温確認時に火災遮煙時と同一の流れ場を再現する遮煙開口
部の扉開放性状算出のためのβ等価理論式の妥当性検証のための実験を行う。 
実験では火災実験および常温給気実験を行う。火災実験により火災遮煙時の給気風量、
火災室温度、付室圧力を測定する。そして、測定した火災遮煙時の給気量を常温下で投入
する常温給気実験を実施し、火災遮煙時と同一の付室圧力を形成する遮煙開口部扉開放角
度を算出し、2-4-1節および2-5-4節で構築した理論式より算出される理論値と比較する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
比較 
(ⅰ)火災実験 
(火災遮煙時の状況把握) 
(ⅱ)常温給気実験 
(常温確認時の状況把握) 
β等価理論式 
(2章で構築) 
測定
項目 
火災遮煙時の火災室温度 
を2章の理論式に代入して
得られるβ等価 
(遮煙開口部の扉開放角度)
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給気量投入時の 
付室圧力 
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項目 
火災遮煙時の 
給気量 
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図3.1  本章での検討内容 
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3-2．実験模型概要 
本実験で使用した実験模型を図3.2に示す。 
実験模型は付室に見立てた給気室(幅5.4[m]、奥行2.7[m]、高さ3.0[m])［以下、付室と
いう］と火災室(幅2.7[m]、奥行2.7[m]、高さ3.0[m])の2室から成る。付室、火災室とも
に天井は15[mm]の強化石膏ボード、床はコンクリートとした。壁は12.5[mm]の石膏ボー
ド片面張りとし、付室と火災室の境界部分のみ両面張りとした。 
付室と火災室は開口(幅0.88[m]、高 さ1.8[m])[以下、遮煙開口部という]によって接続さ
れており、遮煙開口部には開放角度が変更可能な厚さ70[mm]の扉を設置した。 
火災室には外気に通ずる開口を 2か所設置した。一方は幅 0.865[m]，高さ 0.955[m]の
開口で開口下端が床に面するように設置した［以下、空気逃し口下部という]。他方は幅
0.865[m]，高さ 0.99[m]の開口で、開口上端が天井に面するように設置した［以下、空気
逃し口上部という］。なお、一方の開口が空いているとき、他方の開口は完全に遮蔽するこ
とができる。 
また、火災実験時には火災室中央に 0.5[m]の角型パンを底面が床から高さ 250[mm]と
なるように設置するとともに、給気空気による火炎吹き倒れ防止を目的としてパンの周囲
の空気逃し口側を除く3面に横1[m]、縦1[m]、厚さ1[m]のパンチングメタル(穴径6[mm]、
ピッチ9[mm]、開孔率40.2[%] 〔実質開口面積0.402[㎡]〕)［以下、風除け版という］を
設置した。 
加圧給気系は、風量調整可能なシロッコファン(TERAL社製 CLFⅡ-NO.4 
1/2-TV-L-RS-B)を直径0.6[m]の丸型ダクトを用いて整流機能付・定置式複合ピトー管セン
サ(ウエットマスター社製)を介して付室に接続した。ダクト中心位置は壁端から 1.35[m]、
床から高さ0.6[m]とした。 
本研究では、加圧煙制御の分野で一般に考えられる静圧が支配的な状況を再現する(性能
詳細は 4-3-6(1)に後述)ため、図 3.3に示す横 2.44[m]、縦 2.44[m]、厚さ 1[mm]の多孔板
を給気口からそれぞれ0.9[m] (多孔板A：穴 径6[mm] 、ピッチ9[mm]、開孔率40.2[%] 〔実
質開口面積 2.39㎡〕)、1.8[m] (多孔板 B：穴径 3[mm]、ピッチ 5[mm]、開孔率 32.6[%]
〔実質開口面積1.94㎡〕)の位置に設置した。多孔板以外の壁は厚さ12.5[mm]の石膏ボー
ドとした。 
なお、漏気試験を事前に実施したが、付室においては遮煙開口部、火災室においては空
気逃し口以外からの空気の流出はみられなかった。 
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3-3．測定項目 
本実験では、給気風量、付室温度、付室圧力、火災室温度、遮煙開口部直上温度を測定
した。なお、火災室の熱電対は火源の輻射熱を受けないようにアルミホイルによる遮蔽を
設けた。 
(1)給気風量 
  給気風量は整流機能付・定置式複合ピトー管センサ(ウエットマスター社製ニューエアロ
アイ)により測定した。 
(2)付室温度 
付室温度は図 3.2(a)に示す A点において、図 3.3に示すとおり床から 0.3[m]間隔(天井
から 0.15[m]内は 0.075[m]間隔、天井から 0.15[m]から 0.3[m]内は 0.15[m]間隔)で計 11
点測定した。 
(3)付室圧力(付室-外気間圧力差) 
付室圧力は差圧計[Validyne社製DP103]により測定した。図3.1(a)に示すとおり、測定
管のチューブ先端を高さ1[m]の地点に3点設置し、大気圧をゼロ基準として測定した。な
お、測定方向(測定管の向き)は図3.2に示すとおり[Ⅰ]給気方向、[Ⅱ]遮煙開口部方向、[Ⅲ]
天井方向の計3方向である。 
(4)遮煙開口部における直上温度 
直上温度は図3.5に示すとおり、遮煙開口部上端において、開放端側から 140[mm] (開
放端)、440[mm] (中央)、740[mm] (ヒンジ)の3点で付室側に15[mm]突き出した熱電対で
測定した。 
(5)火災室温度 
火災室温度は図3.2(a)に示すB点、C点において、(2)付室温度と同様に計22点(11点×2
地点)測定した。 
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図 3.5  遮煙開口部における直上温度測定点詳細 図3.4  熱電対ツリー
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3-4．実験条件 
本実験は、空気逃がし口位置および火災実験時の遮煙開口部扉開放角度をパラメータと
し、表3.1に示す計5条件について検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
(1)空気逃し口の開放条件 
  空気逃し口は図3.6に示すとおり、空気逃し口下部、空気逃し口上部の2条件とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)火災実験時の遮煙開口部の扉開放角度 
  開放角度は、図3.7に示すとおり90[°]、60[°]、45[°]、30[°]の4条件とした。ただ
し、空気逃し口上部の場合90[°]のみである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表3.1  実験条件 
図3.7  火災実験時の遮煙開口部の扉開放角度 
(a)90° (c)45° (d)30° 
95
5 
99
0 
図 3.6  空気逃し口の開放条件 
(a)空気逃し口下部 (b)空気逃し口上部 
(b)60°
60° 45° 30° 
実験No. 空気逃し口の開放条件 火災実験時の遮煙開口部の扉開放角度
1 90°
2 60°
3 45°
4 30°
5 上部 90°
下部
90° 
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3-5．実験方法 
(1)火災実験 
  遮煙開口部の扉の開放状態を表3.1に示したとおり設定し、図 3.8に示すとおり給気風
量を 7000[㎥/h](1.94[㎥/s])で定常になるのを確認した後、火源(メタノール 9[ℓ])に着火す
る。着火開始 200秒後から 120秒間隔で給気量を 500[㎥/h](0.14[㎥/s])ずつ減少させ、火
災遮煙時の給気量および各温度、外気床面圧力を0としたときの付室圧力を把握する。な
お、給気量の減少割合は常温下で事前に調べた。 
(2)常温給気実験 
 図3.9に示すとおり常温下において、遮煙開口部扉の開放角度を 20[°]から 90[°]までお
よそ 10[°]毎に変化させ、その各々において(1)火災実験で測定された火災遮煙時の給気量
を投入し、定常状態になるのを十分待った後、外気床面圧力を 0としたときの付室圧力を
30秒間測定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3.9  常温給気実験方法 
(b)対象とする扉開放角度 (a)実験方法 
図3.8  火災実験方法 
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3-6．実験結果 
(1)可視化実験結果と火災遮煙時の定義 
可視化実験結果の一例として、実験No.3-空気逃し口下部-扉開放角度45°の条件におけ
る付室側から遮煙開口部の上方(図3.2(a)および図3.10参照)の撮影画像について、付室内
に煙が漏れていない〔遮煙達成〕状態を写真3.1に、付室内に煙が漏れ出した〔遮煙が破
られた〕直後を写真3.2に示す。 
写真3.1では遮煙開口部扉(写真3.1点線内)に煙がかかっている。これは、付室内に煙が
漏れていないときでも煙は遮煙開口部の三方枠の断面[以下、扉口面]より付室内に侵入す
ることを意味する。扉口面から侵入した煙はすぐに押し戻されていくことが観察された。
また、写真3.2が示すとおり、本実験では常に開口上部から遮煙が破られることを確認し
た。他の条件においても同様の結果が得られた。 
以上のことから、本検討では遮煙達成の可否を直上温度上昇で判断することが適切と考
え、本研究では図3.11に示すとおり、直上温度のいずれかが着火開始前の値より 5℃以上
上昇した値を以降継続して示したとき、「遮煙が破られた」と定義する。また、この 5秒
前の時刻を「火災遮煙時」と定義する。 
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(2)火災実験結果 
図3.12に、各実験の(a)時系列でみた給気量と直上温度(開放端、中央、ヒンジ)の着火開
始前からの上昇温度の関係、(b)時系列でみた外気床面圧力を0としたときの付室圧力(Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ)とB点、C点それぞれの火災室温度(2.8[m]のみ)の着火開始前からの上昇温度との
関係を示す。なお、付室圧力は 20秒毎の移動平均値とした。また、(c)に火災遮煙時の B
点、C点それぞれの火災室温度を示す。 
図 3.12(a)より、直上温度は火災遮煙時を過ぎて以降、急激に上昇する。90°、60°、45°
における各地点の火災遮煙時以後の直上温度はヒンジ側、中央、開放端側の順で大きい値
を示す。しかし、30°の場合には、これらの挙動とは異なり、ヒンジ側の値が小さい値を
示している。これは扉開放角度が小さいため、ヒンジ側の熱電対と扉が接触し、扉板と熱
電対が重なったために適切に直上温度を測定できなかったためと考えられる。 
図 3.12(b)より、火災室温度の上昇割合は各条件ともおおむね同様である。また、付室-
外気間圧力差は測定方向に関係なくおおむね同一の値を示す。また、給気量の減少に伴い
次第に小さくなる。 
図3.12(c)より、火災遮煙時の火災室温度分布は各条件で異なるものの、全条件とも鉛直
方向に温度分布が発生する傾向がみられた。 
 
(3)常温給気実験結果 
図 3.12(d)および(2)火災実験で測定された火災遮煙時の給気量を常温下で投入し、遮煙
開口部扉の開放角度を20°から90°まで10°毎に変化させたときの付室-外気間圧力差の30s
平均値、給気風量、付室温度を示す。また、図 3.12(d)には(1)火災実験で測定された火災
遮煙時の付室-外気間圧力差を点線で併せて示すとともに、そのときの扉開放角度を示す。
なお、本実験では10°毎の測定値であるため、その間の値は直線で内挿した。 
図 3.12(d)より、遮煙開口部扉の開放角度が小さくなるほど付室-外気間圧力差は大きく
なる。これは開放角度が小さくなるにつれて、遮煙開口部における通気抵抗が増大するた
めである。また、(1)火災実験で測定された火災遮煙時の付室圧力と比較すると、給気口下
部の場合は常温実験での測定範囲(20°から 90°)内に存在するのに対し、給気口上部の場合
は常温給気時の 90°の場合の測定値より小さく、当該条件では、火災遮煙時と同一の付室
圧力を形成することは不可能であることを意味する。 
なお、空気逃がし口下部解放-扉開放角度90°の場合の給気量は火災遮煙時の給気量に比
べて300[CMH]ほど小さい。そのため、火災遮煙時の給気量を投入した場合に推定される
付室圧力PL(推定) [Pa] [以下、推定値という]を、測定値をもとに算出した。その算出方法を
以下に示す。 
火災遮煙時の遮煙開口部通過流量 火災遮煙実験LROW [kg/s]を常温給気時に投入した場合に推定
される付室圧力PL(推定) [Pa]は次式で与えられる。 
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( ) 火災遮煙実験火災遮煙実験推定
ROLRL PPP Δ+Δ=  (3.1)
( ) ( )
22
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
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
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LR
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A
W
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ρ
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ρ
θ
火災遮煙実験火災遮煙実験火災遮煙実験火災遮煙実験  (3.2)  
 式(3.2)より、遮煙開口部の流量係数 αθ[-]、空気逃がし口における流量係数 αRO[-]が得ら
れれば、PL(推定)[Pa]が算出できる。遮煙開口部の流量係数 αθ[-]については後述する火災
室がない仕様の同様の模型により、式(3.3)で与えられる広田式 1)：詳細は 2－6と概ね同一な値
をとることが分かっている。 
( ) 96.0000060.00125.0023.0 2×−+= θθαθ  (3.3)  
よって、以下では空気逃がし口における流量係数 αRO[-]を算出する。常温給気実験時の
遮煙開口部通過流量 常温給気実験LROW [kg/s]のときに測定された付室圧力 PL常温給気実験[Pa]である
ことから、次式の関係が得られる。 
( ) ( )
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常温給気実験  (3.4)  
 式(3.4)を整理すると、空気逃がし口における流量係数 αRO[-]について次式を得る。 
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 (3.5)  
 表3.2に、常温給気実験の遮煙開口部通過流量 常温給気実験LROW [kg/s]、付室圧力PL常温給気実験[Pa]
を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
QLRO WLRO 90 80 70 60 50 40 31 19 TL
[CMH] [kg/s] [℃]
1 6182 2.01 7.07 7.23 7.18 7.65 8.05 8.89 10.70 18.29
1* 6435 2.10 7.72 7.83 7.86 8.32 8.77 9.69 11.71 19.80
2 60 5974 1.94 6.58 6.70 6.81 7.15 7.55 8.32 10.10 16.92 28
3 45 5465 1.78 5.55 5.68 5.84 5.95 6.24 6.92 8.92 14.14 28
4 30 4496 1.46 3.77 3.86 3.87 4.08 4.39 4.87 5.75 9.68 28
5 90 3488 1.13 2.17 2.18 2.28 2.37 2.52 2.77 3.38 5.66 29
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温度
90 29
常温給気時の
給気風量
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遮煙部扉開放角度θ
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験
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空気
逃し口
位置
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扉開放角度
付室圧力PL
表3.2  常温給気実験結果 
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また、図3.13に式(3.5)および式(3.3)を用いて得られる空気逃がし口の流量係数 αRO[-]を
示す。図3.13に示すとおり、空気逃がし口の流量係数は各条件において変化せずおおむね
一定の値をとり、全条件の平均は0.69である。一般に本実験の空気逃し口のような単純な
開口では流量係数が0.65から0.7の値をとる 2)といわれており、妥当な結果といえる。 
空気逃がし口下部解放-扉開放角度90°の場合の常温実験推定値は空気逃がし口の流量係
数αRO=0.69として、式(3.4)を用いて推定した。図3.12(d)では測定値を薄い実線で、推定
値を濃い実線で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3-7．理論式の妥当性についての検討 
3-7-1．火災室代表温度の取扱い 
 2-3節から 2-5節での理論的検討では、火災室温度は一様であると設定した。しかし、
本実験での(ⅰ)火災実験で得られた測定結果では、火災遮煙時の火災室温度は鉛直方向に
分布がある。そのため、以下では火災室内温度分布を一様として取り扱うことの妥当性に
ついて、測定火災室温度から算出される理論付室床面圧力と測定付室床面圧力の関係を比
較することで検討する。 
なお、以下では B点と C点の平均を当該測定点高さでの代表温度と扱うこととし、図
3.12(c)に代表温度分布を併せて示すとともに、表 3.3に火災遮煙時の給気風量、各測定点
の代表温度および火災室内温度一様としたときの代表温度の全平均 TR、付室温度 TL、付
室圧力PL測定[Pa]を示す。 
 
 
 
図3.13  常温給気実験結果を用いて式(3.5)より算出した空気逃し口の流量係数αRO 
0.69
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つぎに代表温度を中心として火災室内を複数層に分割した場合に算出される付室床面
圧力         [Pa]、火災室内温度を一様とした場合に逐次計算により空気逃し口におけ
る中性帯 hn[m]を算出して得られる付室床面圧力       [Pa]を算出する。算出方法を以
下に示す。なお、ここでは開口条件が既知であることから床面圧力差の概念を用いて検討
する。 
[火災室を複数層に分割した場合の付室圧力     ] 
         [Pa]は次式に示すとおり、遮煙開口部における床面圧力差          [Pa]と空
気逃がし口における床面圧力差         [Pa]の和で与えられる。 
floorROfloorLRfloorL PPP 複数層複数層複数層 Δ+Δ=  (3.6)  
・遮煙開口部における床面圧力差 
火災室内をn層に分割した場合の遮煙開口部における床面圧力差         [Pa]は
図 3.14(a)に示すとおり、開口上端圧力差を 0とした上で層 kの下端圧力差が層 k-1
の下端圧力差と厚さ t分の浮力の和となるように各層の圧力差を定義すると、以下の
式で与えられる。 
() ( ) () () () ()
=
− Δ=Δ+Δ=Δ=Δ
n
k
kknn
floor
n
LRfloor
n
LRfloorLR gtgtPPP 1
1 ρρ複数層  (3.7)  
()
()k
R
k
R T
25.353=ρ  (3.8)  
・空気逃がし口における床面圧力差 
  例として、空気逃がし口下部の場合について示す。火災室内をn層に分割した場合
の空気逃がし口における床面圧力差     [Pa]は逐次計算によるしかない。以下
に算出方法を示す。図3.14(b)に示すとおり層kにおける中性帯高さhn(k) [m]、床面か
ら層kの下端までの距離をHs(k) [m]として、層kの下端圧力差が層k-1の下端圧力差
と厚さt(k)分の浮力の和となるように定義すると、層kにおける下端圧力差         
[Pa]は次式で与えられる。 
() ()( ) () ()( ) ( ) ()( )()kkRfloorkROknkskRfloorkRO gtPhHgP ρρρρ −−Δ=−−=Δ ∞−∞ 1  (3.9)  
表3.3  火災実験結果 
平均
QLRO WLRO 2.9 2.9 2.7 2.4 2.1 1.8 1.5 1.2 0.9 0.6 0.3 TR TL PL測定
[CMH] [kg/s] [℃][℃] [Pa]
1 90 6435 2.10 160 160 163 164 166 162 148 108 53 42 34 124 28 9.76
2 60 5959 1.95 189 190 191 192 194 191 176 129 61 42 33 144 26 9.00
3 45 5460 1.79 206 206 208 207 210 206 189 118 76 52 36 156 26 8.55
4 30 4505 1.48 245 243 243 242 242 240 228 164 99 65 46 187 25 7.72
5 90 3485 1.14 131 131 130 129 129 115 47 36 36 36 33 87 27 0.72
実験条件 火災実験の測定結果
実
験
No.
空気
逃し
口
位置
火災実験時の
遮煙開口部
扉開放角度
火災遮煙時の
給気量
火災遮煙時の火災室代表温度(B点とC点の平均) 付室
温度
付室
圧力測定点高さ[m]
[℃]
floorLP
複数層
floorLP
複数層
floorLRP
複数層Δ
floorROP
複数層Δ
floorLRP
複数層Δ
floorROP
複数層Δ
floorROP
複数層Δ
()
floor
k
ROPΔ
floorLP
複数層
floorLP一様
floorLRP
複数層Δ
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      一方で、各層の通過質量流量WLRO(k)[kg/s]の和は次式で与えられる。 
() () ()( )() () ()() ()− −− ∞−= knkS kknkS
hH
thH
k
R
k
RRO
k
LRO dzgzBW ρρρα 2  (3.10)  
式(3.9)に示したとおり、層kの中性帯高さhn(k) [m]が与えられれば、その他の層の中
性帯高さも一意に定まるため、式(3.10)より通過流量も一意に定まる。一方で、本検
討では正味の通過流量が既知であることから、次式のとおり正味通過質量流量
WLRO[kg/s]と各層の通過質量流量WLRO(k) [kg/s]の和が等しくなるときの層kの中性帯
高さhn(k) [m]を逐次計算により算出する。算出された層kの中性帯高さhn(k) [m]を式
(3.9)に代入して床面圧力差        [Pa]を算出すればよい。 
( ) ()
=
=
n
k
k
LROLRO WW
1
測定  (3.11)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[火災室を一様混合とした場合の付室圧力       ] 
  遮煙開口部における床面圧力差        [Pa]と空気逃がし口における床面圧力差 
[Pa]の和で与えられる。なお、考え方は複数層の場合と同様で、複数層で考
えた場合の層nを1にすればよいため、詳細は省略する。 
 
 得られた        [Pa]、       [Pa]を表 3.4にしめすとともに PL測定[Pa]についても再
掲する。表 3.4より、PL測定と    はおおむね一致するが、      は PL測定とのずれ
が大きい。そのため、以下での提案式検討時については火災遮煙時の付室圧力算出時に次
式で与えられる補正係数ψを乗じることとする。なお、各条件におけるψを表 3.4に併せ
て示す。 
図3.14  火災室複数分割層モデル 
(a)遮煙開口部における床面圧力差 (b)空気逃し口における床面圧力差 
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floorL
L
P
P
一様
測定
=ϕ  (3.12)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3-7-2．理論式と実験結果の比較 
以下では、火災室平均代表温度を用いて構築した遮煙開口部扉開放率理論式[以下、理論
値]と本実験で得た測定値との比較を行う。 
なお、本実験における空気逃し口は一般開口であるため、①2-4節で示した平均圧力差
を用いた理論式［以下、一般式］に加え、②2-5節に従い、開口下端(下部開放：h2=0、上
部開放 h2=2.1)に集中開口があるとして平均圧力差の考えに補正を加えた理論式［以下、
補正式］と、③火災室温度一様とし、逐次計算を用いて空気逃し口における中性帯 hn[m]
を算出した場合［以下、精算式］について検討した。なお、それぞれ上付き添え字で「一
般」、「補正」、「精算」と表すこととする。 
3-7-1で検討したとおり、本検討では火災室内温度を一様と取り扱い、火災遮煙時の付
室圧力の補正のために補正係数 ηを用いることを踏まえると、式(2.41)および式(2.111)よ
りβ 等価[-]は次式となる。なお、③精算式で考える場合のPL精算[Pa]は、3-7-1の    [Pa]
と一致する。 
( ) 2
2
90*2
1
γαϕρ
β
−

=
∞
LRO
LR
LR W
AP
等価  (3.13)  
      ここで、      、       、    は以下のとおり算出できる。それぞれの付室圧力
を表3.5に示す。 
( )
2
2
1
9
4 

+Δ=
RO
LRO
Rmean
L A
WgHP αρρ
一般  (3.14)  
( ) 

 −−+

+Δ= H
hgHA
WgHP RL
RO
LRO
Rmean
L
2
2
9
5)(2
1
9
4 ρραρρ
補正  (3.15)  
表3.4  補正係数ψ 
[ただし、PL*:        、        、     ] meanLP一般 meanLP補正 精算LP
meanLP一般 meanLP
補正 精算
LP
floorLP一様
火災実験の測定結果
PL測定 PL複数|floor PL一様|floor
[°] [Pa] [Pa] [Pa] [-]
1 90 9.76 8.64 11.36 0.86
2 60 9.00 8.37 11.32 0.79
3 45 8.55 7.89 10.70 0.80
4 30 7.72 7.49 9.91 0.78
5 上部 90 0.72 0.19 0.59 1.22
下部
実験条件 理論値
補正係数
実験
No.
付室圧力 複数層 一様火災実験
空気
逃し口
位置
遮煙開口部
扉開放角度
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( ) nRO
LRO
R
L ghA
WgHP ραρρ Δ−

+Δ=
2
2
1精算  再掲(3.6[ただしn=1]) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、2-3節および 2-5節では     が成立するとして整理したが、表 3.6に示す
とおり、本実験結果ではWLRO[kg/s]の測定値と式(3.16)および式(3.17)から算出される理論
値が必ずしも一致しないため、式(3.13)の形で検討することとする。 
( )gHP RLfloorLR ρρ −=Δ 遮煙  (3.16)  
( ) floorLRLLRLRLRO PAWW 遮煙遮煙遮煙遮煙 Δ== ραβ 23
2  (3.17)  
また、理論式では開放率 β[-]を採用しているのに対し、測定では扉開放角度θ[°]を測
定しており、2-6 節で検討した開放率 β と開放角度 θ の関係を用いる。 
  θβ sin=′=B
B  再掲(2.128) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3.3に示した測定火災室平均温度 TR[℃]を用いて、式(3.13)より得られる理論角度と
常温給気実験により得られた測定角度を表3.7に示す。また、図3.15に空気逃がし口下部
条件の検討結果を示す。 
表3.5  火災遮煙時においてそれぞれの方法で算出した付室圧力 
表3.6  遮煙条件についての測定値と理論式の関係 
等価遮煙
LROLRO WW =
一般式 精算式
[°] [Pa] [Pa] [Pa]
1 90 9.88 12.67 11.36
2 60 9.58 12.86 11.32
3 45 8.82 12.33 10.70
4 30 7.70 11.80 9.91
5 上部 90 3.03 1.12 0.59
実験条件
下部
空気
逃し口
位置
実験
No. PL |floor PL
補正|floor PL精算
火災実験時の
遮煙開口部
扉開放角度
測定値
WLRO PLR WLRO
[°] [kg/s] [Pa] [kg/s]
1 90 2.10 5.01 2.32
2 60 1.95 5.91 2.19
3 45 1.79 6.32 1.85
4 30 1.48 7.38 1.41
5 上部 90 1.14 3.41 1.91
理論値
下部
遮煙条件-実験
No.
空気
逃し口
位置
火災実験時の
遮煙開口部
扉開放角度
火災遮煙時の
給気風量
実験条件
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空気逃がし口下部条件[h2=0：h2/H=0]の場合、表3.7および図3.15より精算式と測定値
はよく一致している。また、精算式より補正式は必ず小さいことがわかる。これは 2-5節
で示したとおり、簡易補正式では高さを有する空気逃がし口において、開口下端に同面積
の集中開口があると仮定することにより当該箇所での圧力差を大きく評価したことによる。
一般式は必ず精算式よりも大きい扉開放角度を示す。これは 2-5-1で示したとおり、
h2/H<5/9においては平均圧力差で考えた場合の火災遮煙時の付室圧力は床面圧力差で考
えた場合より小さく見込みことに起因する。一般式で算出された扉開放角度下による常温
給気時の流れ場は火災遮煙時より抵抗の少ない状態を形成することになり、当該条件下で
の実測確認は危険側といえる。 
  空気逃がし口上部条件[h2=2.1：h2/H=1.17]のときは、表3.7より精算式、補正式とも
に解をもたない。これは当該条件では扉開放角度を90°まで拡げても火災遮煙時と同一付 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20
30
40
50
60
20 30 40 50 60
理
論式
によ
る
計算
値[
°]
常温給気実験による測定値[°]
一般式
精算式
補正式
火災実験時の 
扉開放角度90° 
60°
45° 
30°
図3.15  理論式による計算値と実測値の関係 
(条件：空気逃がし口下部) 
表3.7  常温給気実験測定値と2章で構築した理論式との比較検証結果 
－：解をもたない条件 
測定値
β遮煙 θ(測定) β等価 θ β等価 θ β等価 θ
[°] [-] [°] [-] [°] [-] [°] [-] [°]
1 90 1 40 0.83 56 0.60 37 0.68 43
2 60 0.87 37 0.77 51 0.55 33 0.63 39
3 45 0.71 33 0.68 43 0.48 29 0.55 33
4 30 0.50 25 0.54 32 0.38 22 0.43 26
5 上部 90 1 0.50 30
実験条件 2章で構築した理論式による計算値
実験
No.
火災実験 常温給気実験 一般式
空気
逃し口
位置
開放
角度開放率
開放
角度
下部
遮煙開口部
扉開放角度
開放率 開放角度 開放率
開放
角度 開放率
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室圧力を形成することが不可能であることを意味している。そのため、当該条件では常温
確認時に遮煙開口部の扉開放角度 90°での実測確認を行えば、安全側の評価となる。一般
式の場合は解を有している。これは 2-5-1で示したとおり、h2/H＞5/9においては平均圧
力差で考えた場合の火災遮煙時の付室圧力は床面圧力差で考えた場合より大きく見込みこ
とに起因する。一般式では遮煙開口部の扉開放角度を 90°より扉を狭めることを要求して
おり、当該条件での実測確認は安全側である。 
  以上のことから、空気逃し口下端高さh2が h2/H＜5/9の場合(H：遮煙開口部扉高さ)の
場合には 2-5節で示した補正式を用いる必要がある。h2/H＞5/9の場合には一般式、補正
式どちらを用いてもよい。空気逃し口がなく、隙間面積のみを排出経路として見込む場合
には火災室-外気間の壁全体に隙間があると仮定して近似平均圧力差の概念を用いて算出
された高さを空気逃し口下端高さh2として見込んでもよい。 
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3-8．まとめ 
 本章では2章で構築した、常温確認時に火災遮煙時と同一の流れ場を再現する遮煙開口
部の扉開放性状算出のためのβ等価理論式の妥当性検証のための実験を行った。 
実験では火災実験および常温給気実験を行い、火災実験により火災遮煙時の給気風量、
火災室温度、付室圧力を測定した。そして、測定した火災遮煙時の給気量を常温下で投入
する常温給気実験を実施し、火災遮煙時と同一の付室圧力を形成する遮煙開口部扉開放角
度を算出し、2-4節および2-5節で構築した理論式より算出される理論値と比較した結果、
以下のことを示した。 
・2-4節で構築した一般式で算出される扉開放角度は、空気逃し口下端高さ h2=0（h2/HLR
＜5/9）のとき、実験値より大きい値を示した。また、空気逃し口下端高さh2=2.1(h2/HLR
＞5/9)のとき、実験値より小さい値を示した。これは2-5-1で示したとおり平均圧力
差の考えが空気逃し口設置高さの影響を考慮しないことに起因する。 
・2-5節構築した補正式で算出される扉開放角度は、空気逃し口下端高さh2によらず、
実験値より小さい値を示す。そのため、当該条件下での流れ場での性能確認は必ず安
全側の評価となる。 
・逐次計算により算出した中性帯を用いた精算式は実験値とよく一致した。 
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第4章 
常温確認時の 
遮煙開口部扉中間的開放性状 
における通過流量測定手法の構築 
―実大模型による風速測定実験― 
 
 
 
4-1．はじめに 
本章では、2章で構築した加圧煙制御の性能確認手法に係わる検討を行う。2章では、
常温確認時に遮煙開口部扉の開放性状のみを操作し、火災遮煙時と同一の流れ場を再現し
た上で遮煙開口部流量を実測し、［実測値］≧［遮煙条件］を確認するという常温確認手法
を構築したが、その流量実測方法、とくに遮煙開口部の扉が中間的開放性状の場合の方法
は明らかではない。 
そこで、本章では設定した扉開放性状での遮煙開口部の通過流量の実測方法を構築する。
付室を模した実大模型に常温下での給気を行い、遮煙開口部での風速測定を行った。 
 
4-2．問題点と既往研究の整理 
まず、中間的開放性状での遮煙開口部の流量実測方法についての問題点を整理するとと
もに、数は少ないが既往研究について述べる。 
(1)問題点の整理 
①遮煙開口部における測定風速と流量の関係が不明であること 
遮煙開口部流量は、風速計による代表点風速の測定を行い、代表点風速に測定面積
を乗じて算出することが一般的と考えられる。そのため、できる限り垂直な風速ベクト
ルとなる測定面を対象とすることが望ましい。しかし、測定面の風速ベクトルは、縮流
等の影響により測定面に対して必ずしも垂直ではないことが予想される。そこで、測定
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風速を測定面に対して垂直な風速(以下、垂直風速)に換算する必要がある。よって、本
章では、測定風速と垂直風速の関係を構築する。 
②実務上適切な測定点数が不明であること 
  遮煙開口部の風速を正確に測定するためには、測定面を細かく分割し、多数の測定
点で風速を測定することが理想的である。しかし、測定の手間を考えるとより少ない測
定点数で遮煙開口部の風速を安全側で把握できる簡易な測定方法が構築できれば有用
といえる。よって、本研究では実務上有用と考えられる少ない測定点数での簡易測定法
を構築する。 
 
(2)既往研究の整理 
遮煙開口部流量の実測手法に関する既往研究として、松下らの検討 1)がある。これは 0.3m
角の模型に設置された幅 0.05m×高さ 0.1m の遮煙開口部において、水平方向に 9 分割、鉛
直方向に 10 分割して無指向性風速計による風速測定を行い、通過流量との関係を構築して
いる。また、測定面についても検討しており、垂線面(三方枠の非ヒンジ部分から扉板に向
かって下ろした垂線：詳細は後述)が測定面として適切であるとしている。また、簡易な測
定方法についても(a)測定値のうち最大値を用いた手法と(b)測定面の中央の測定値を用い
た手法を提案している。 
しかし、この検討は縮小模型レベルであり、そのまま実建物に適用してよいか不明であ
る。また、用いられた模型は付室側から見て外開きであるが、付室に設置される扉は内開
きであり、外開きでの知見を内開きに適用してよいかは明らかではない。 
 
 
4-3．PIVによる遮煙部風速ベクトル可視化実験 
遮煙開口部における遮煙部風速と通過流量の関係構築のためには、できる限り垂直な風
速ベクトルとなる測定面を対象とすることが望ましい。そこで、PIV(Particle Image 
Velocimetry:粒子画像流速測定法)を用いて、縮小模型での遮煙開口部気流性状を測定した。 
 
4-3-1 PIVの原理 
PIV計測の原理 2)を図 4.21に模式的に表す。流れに微細なトレーサー粒子を混入させ、
これをパルスレーザーなどの光源で瞬間的にシート状に照明する。照明は流れの面内で少
なくとも2時刻(時刻t0とt1)で行われる。トレーサー粒子からの散乱光は、CCD素子など
の撮影装置を介して記録媒体に 2時刻の瞬間的な粒子画像として記録される。連続する 2
時刻の画像上のトレーサー粒子像からその画像の移動量ΔX[m]を求め、これと画像入力の
時間間隔Δt(=t1-t0) [s]および画像の変換係数 kとから、流れの空間の局所の速度 u[m/s]
を次式で求める。このとき、流れ空間のトレーサー粒子は局所の流速で流れとともに移動
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すると仮定する。 
t
Xku Δ
Δ=  (4.1) 
ここで、画像の変換係数はk=(k’/M)で与えられる。Mは撮影画像の横倍率で、k’は単位
換算係数である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-3-2  縮小模型概要 
本研究で使用した縮小模型を図4.2(a)(b)に示す。模型はこれまでの検討で用いた模型の
およそ1/3スケールである。付室(幅1.8[m]、奥行き0.9[m]、高さ0.9[m])の天井、壁は厚
さ 12.5[mm]の石膏ボード、床はコンクリートとした。壁面には給気口に近い側から開口
部(幅0.25[m]、高 さ0.464[m])を設置した。開口部には厚さ42.5[mm]の扉を設置した。な
お、付室外部は十分外気に開放された状態であった。また、開口部からの排出される流れ
を阻害する障害物はなかった。 
  加圧給気系は、風量調整可能なシロッコファン(TERAL製CLFⅡ-No.4 1/2-TV-L-RS-B)
を直径0.15[m]の丸型ダクトを用いて整流機能付・定置式複合ピトー管センサ(ウエットマ
スター社製)を介して付室に接続した。ダクト中心位置は壁端から 0.425[m]、床から高さ
0.175[m]とした。 
本研究では、静圧が支配的な状況を再現するため、図 4.3に示す横 0.9[m]、縦 0.9[m]、
厚さ1 [mm]の多孔板(パンチングメタル)を給気口からそれぞれ0.35[m] (多孔板A：穴 径6 
[mm]、ピッチ9 [mm]、開孔率40.2[%]〔実質開口面積0.325[㎡]〕)、0.7 [m] (多孔板B：
穴径3 [mm] 、ピッチ5 [mm]、開孔率32.6[%]〔実質開口面積0.264[㎡]〕)の位置に設置
した。多孔板以外の壁は厚さ12.5 [mm]の石膏ボードとした。なお、給気時に付室内にお
いて、隙間からの漏気試験を事前に実施したが、多孔板以外からの空気の流出はみられな
画像面 
[時刻t0,t1(=t0+Δt)で撮影] 
図4.1 PIVの原理 2) 
シート照射面 
(レーザー) 
[時刻t0,t1] 
計測領域 
流れ場 
(a)時刻t0 (b)時刻t1(=t0+Δt) 
トレーサ粒子 
(c)速度ベクトル 
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かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-3-3．測定項目 
(1)給気風量 
  給気風量は多孔式ピトー管センサ(ウエットマスター社製)により測定した。 
(2)付室内外圧力差 
付室内外圧力差は、差圧計[Validyne社製DP103]により測定した。図4.2に示す測定地
点において、高さ0.45[m]、0.25[m]、0.125[m]の3ヶ所(高い方から順にⅠ,Ⅱ，Ⅲ)に、直
径 6[mm]の測定管を設置した。測定方向(測定管の先端の向き)は、図 4.2に示すとおりⅠ
は天井方向、Ⅱは多孔板方向、Ⅲは開口部方向である。 
(3)無指向性風速計による扉口面風速 
図 4.4(a)に示すとおり、扉口面（三方枠の断面）風速を測定面として無指向性の熱線風
速計(日本カノマックス社製MODEL6501、プローブ:6543-21)及び指向性の熱線風速計(プ
ローブ:6541-21)を用いて測定した。なお、本実験では、扉中間的開放状態時においてヒン
ジ部分に形成される隙間は完全に遮蔽した。測定面の分割方法を図 4.4(b)に示すとおり、
[Ⅲ] 
35
0 
35
0 
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0 
多孔式 
ピトー管 
(a)平面図 
 
付室 
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350 450
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図 4.2  実験模型概要 
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50 [Ⅱ]
[Ⅲ]
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図4.3  多孔板詳細 
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高さ方向 4分割、水平方向 2分割の計 8分割で各分割面の中心を代表点として測定した。
また、指向性風速計の測定方向は図4.4中に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(6)PIVによる開口部代表面における風速ベクトル 
 2Dおよび3D撮影により、開口部代表面における風速ベクトルを測定した。2D撮影の
代表面は図4.5に示すとおり、①高さ0.15mの水平面、②開口部端部から0.125ｍかつ扉
板と平行な鉛直断面とした。3D撮影の代表面は図4.6に示すとおり、③扉口面とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4.4  風速計による開口部風速測定面 
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測定面 
測定面
B/2
模型内部 
15
0 B 
B/2
垂線面 
無指向性風速計
の測定方向 
図4.5 PIV(2D)撮影における測定面 
図4.6 PIV(3D)撮影における③扉口面 
測定面 
測定面 
模型内部 
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4-3-4．実験条件と測定方法 
本実験は、開放角度を変化させ、表4.1に示す計11の組合せについて測定を行った。 
測定方法は、扉の開放状態を設定し、給気風量を380［CMH］として定常になるのを確
認した後、測定を行った。なお、計測間隔は5[Hz]とし、撮影間隔Δtは300[μsec]とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表4.1  実験条件 
図4.7 PIV(3D)撮影における機器設置概要 
カメラ
pco1600
1600×1200
14bit
レーザー
Nd:YAGダブルパルスレーザー
製品名：Twins Ultra 220
最大出力：220mJ(波長：532nm)
トレーサー粒子 油滴(DEHS)粒径：約1μm
PivPart
解析ソフト Koncerto
表4.5 PIVの構成概要および計測概要
給気風量 開放角度
[CMH] [°]
90
60
45
30
90
60
45
30
90
60
45
30
測定面
水平面(2D)
鉛直面(2D)
扉口面(3D)
380
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4-3-5．実験結果 
(1)流量係数 
測定された付室内外圧力ΔPm[Pa]を用いて流量係数を算出することで適切に静圧方式を
再現できているかを確認する。 
表4.2に付室内外圧力ΔPm[Pa]および式(3.3)で算出される扉口面積Ag[㎡]に対する流量
係数 αg[-]を示す。なお、本実験では開口部以外からの空気の流出は見られなかったため、
開口部流量Q[m3/s]として給気風量Qm[m3/s]を用いる。 
PA
Q
g
m
g Δ= 2
ρα  (4.2)  
 表4.2より本研究で得られた流量係数 αg[-]は広田らの提案している回帰式 3)と概ね一致
する。そのため、本研究では静圧場をよく再現できていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)測定用開口部における風速分布と風速ベクトル 
 図4.8から図 4.11に、扉開放角度毎の(1)風速計による扉口面および垂線面における風
速分布と PIVによる(2)水平断面(2D)、(3)鉛直断面(2D)の風速ベクトルおよび(4)扉口面
(3D)における風速値の測定結果を示す。 
 図4.8(扉開放角度 90°)では、(2)水平断面(2D)より扉口面近傍の風速値はおおむね均一
であるが、風速ベクトルは開放端(図4.27参照)近傍での縮流の影響により必ずしも扉口面
に垂直ではない。(3)鉛直断面(2D)においても扉口面近傍の風速はおおむね均一であるが、
開口上端での縮流の影響により必ずしも扉口面に垂直ではない。そのため、(1)風速計によ
る扉口面風速に、無指向性と指向性の差異が生じている。なお、(4)扉口面(3D)における風
速値は(1)無指向性風速計による扉口面の測定風速と概ねよく一致する。(2)水平断面(2D)
および(3)鉛直断面(2D)の風速値が無指向性風速計よりやや小さいのは、当該測定が 2次元
の測定であったために縮流の影響による影響を受けたためと考えられる。また、(4)扉口面
(3D)における結果から開口上部のヒンジ側では風速が小さいことがわかる。これは扉板に
よって流れが阻害されているためと考えられる。 
 次に図4.9(扉開放角度 60°)について考察する。(2)水平断面(2D)より垂線面および扉口
表4.2  付室内外圧力差∆Pmおよび流量係数αg 
開放角度 給気風量 扉面積 測定圧力差
θ Qm Ag ΔPm αg 広田式3)
［°］ ［CMH］ ［㎡］ ［Pa］
90 381 1.12 0.66 0.64
60 381 1.36 0.60 0.53
45 380 2.02 0.49 0.45
30 377 3.35 0.38 0.33
0.116
流量係数
［-］
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面近傍の風速値には分布があり、開放端側が大きく、ヒンジ側が小さい傾向が得られた。
これは開放端側での縮流の発生によるものであることが、風速ベクトルの測定結果からわ
かる。風速ベクトルは開放端側での縮流により扉口面および垂線面それぞれに対して必ず
しも垂直ではない。扉開放角度 90°でも述べたように縮流は水平断面の他に(3)鉛直断面
(2D)においても発生しており、その影響で開口通過直後の風速は開口下部の方が大きくな
る。なお、(4)扉口面(3D)における風速値は(1)無指向性風速計による扉口面の測定風速と概
ねよく一致する。また、(4)扉口面(3D)における結果から開口上部のヒンジ側では風速が小
さいことがわかる。これは扉板によって流れが阻害されているためと考えられる。 
これらの傾向は45°、30°でも同様に得られた。 
以上のことから、開口近傍では水平方向だけでなく3次元的に縮流が発生しており、ど
の測定面に対しても風速ベクトルは必ずしも垂直とはいえない。しかし、垂線面がもっと
も風速ベクトルが垂直に近いと考えられる。 
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B
H/4
H/4
H/4
H/4
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1.6
1.4
B/2
12
B/2B
H/4
H/4
H/4
H/4
H
1.2
1.2
0.6
0.8
1.0
1.2
A B
1 0.8 1.1 Vp=1.12
2 1.1 1.07
3 1.16 1.18
4 1.24 1.32 σ= 0.14
0.11 [ /s]
0.91 [m/s]
[m/s]
分散
給気風量 Qm=
垂直風速 Vx=
平均A B
1 1.29 1.28 Vp=1.44
2 1.41 1.44
3 1.55 1.55
4 1.5 1.52 σ= 0.10
0.11 [ /s]
0.91 [m/s]
[m/s]
分散
平均
給気風量 Qm=
垂直風速 Vx=
図4.8  扉開放角度90° 
0 ~ 0.5
0.51 ~ 1
1.01 ~ 1.5
1.51 ~ 2
2.01 ~ 2.5
2.5 ~
(1)風速計による測定風速 
【無指向性風速計】 【指向性風速計】 
A B 
1 
2 
3 
4 
測定点 
2.8
2.4
2.0
1.6
1.2
0.8
0.4
0.0
(2)PIVによる水平面風速(2D) 
撮影画像 
(3)PIVによる鉛直面風速(2D) 
2.8
2.4
2.0
1.6
1.2
0.8
0.4
0.0撮影画像 
【
 扉口面
 】
 
扉口面 
(4)PIVによる扉口面風速(3D) 
3.0
2.6
2.4
2.2
1.8
1.6
1.4
2.8
2.0
1.2
1.0
0.8
0.6
0.4
0.2
0.0
縮流の発生によ
り風速ベクトル
は扉口面に垂直
ではない 
可視化結果 
縮流の発生 
開口部上端 
無指向性風速計の
 
測定結果とよく一致
 
風速計の測定点
 
PIV(2D鉛直面) 
PIV 
(2D水平面) 
扉 
開放端
 
3 次元的縮流の発生
 
スカラー値 風速ベクトル値 
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H/4
H/4
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1.0
1.2
1.4
図4.9  扉開放角度60° 
A B
1 1.49 1.54 Vp=1.62
2 1.49 1.62
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4 1.68 1.76 σ= 0.09
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A B
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1.51 ~ 2
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2.5 ~
(1)風速計による測定風速 
【無指向性風速計】 【指向性風速計】 
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4 
測定点 
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撮影画像 
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 垂線面
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扉口面 
垂線面 
(4)PIVによる扉口面風速(3D) 
垂線面での風速
ベクトルがもっ
とも垂直に近い 
可視化結果 
風速分布は 
均一ではない
垂線面 
縮流の発生 
開口部上端 
PIV(2D鉛直面) 
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測定結果とよく一致
 
3 次元的縮流の発生
 
スカラー値 風速ベクトル値 
風速計の測定点
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図4.10  扉開放角度45° 
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図 4.11  扉開放角度30° 
スカラー値 風速ベクトル値 
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4-4．実大模型を用いた遮煙開口部の風速測定実験 
4-4-1．実験模型 
本研究で使用した実験模型を図4.12(a)(b)に示す。 
模型(幅2.7[m]、奥行き5.4[m]、高さ3.0[m])の天井は15[mm]の強化石膏ボード、床は
コンクリート、壁は厚さ 12.5[mm]の石膏ボードとした。壁面には給気口に近い側から開
口部A、開口部B(いずれも幅0.85[m]、高さ2 [m]) 2つの開口部を設置した。開口部には
厚さ 70[mm]の扉を設置し、一方が開放状態のとき、他方は閉鎖状態とした。また、開口
部 Bは扉付け替えにより、開放方向が変えられる仕様とした。本研究では図 4.13に示す
とおり、流れ方向に背を向けて開く場合を下流側開放、流れ方向に向けて開く場合を上流
側開放と定義する。 
  加圧給気系は、風量調整可能なシロッコファン(日立製PAS-RHF♯6)を直径0.6 mの丸
型ダクトを用いてエアロアイ(ウエットマスター社製)を介して付室に接続した。ダクト中
心位置は壁端から1.35[m]、床から高さ0.6 [m]とした。 
本研究では、静圧が支配的な状況を再現するため、図4.14に示す横2.44 [m]、縦2.44 [m]、
厚さ1 [mm]の多孔板(パンチングメタル)を給気口からそれぞれ 0.9 [m] (多孔板A：穴径
6[mm]、ピッチ9 [mm]、開孔率40.2[%]〔実質開口面積2.39㎡〕)、1.8 [m] (多孔板B：
穴径3[mm] 、ピッチ5[mm]、開孔率32.6[%]〔実質開口面積1.91㎡〕)の位置に設置した。
多孔板以外の壁は厚さ12.5 [mm]の石膏ボードとした。 
なお、給気時に付室内において、隙間からの漏気試験を事前に実施したが、多孔板以外
からの空気の流出はみられなかった。 
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(b)A-A’断面図 
図4.12  実験模型概要[単位:mm] 
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4-4-2．給気条件 
本研究では前述の静圧方式を想定した給気条件に加えて、動圧が影響を及ぼすような
不完全な静圧方式として、以下に示す給気条件についても検討を行うこととした。 
図 4.15に示すとおり、多孔板 Bを取り外し、給気口を設け、給気口以外の部分は遮蔽
した。給気口寸法は幅 1220[mm]、高さ 610[mm]であり、給気口下端が床からの高さ
1220[mm]の場合(以下、不完全静圧方式-給気口上部)と床に接する場合(以下、不完全静
圧方式-給気口下部)の2条件とした。なお、給気口以外からの空気の流出はなかった。 
本研究では、多孔板 A、B2枚とも設置した場合を静圧方式、多孔板 Bの代わりに給気
口付きの壁を設置した場合を不完全静圧方式が再現されている状況と想定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-4-3．測定項目 
  本研究では、給気風量、付室内外圧力差、垂線面風速について測定した。その詳細を以
下に示す。 
(1)給気風量 
  給気風量は整流機能付・定置式複合ピトー管センサ(ウエットマスター社製ニューエアロ
アイ)により測定した。 
(2)付室内外圧力差 
付室内外圧力差は、実験模型の外側(実験模型を設置した屋外ヤード)の圧力を基準点と
し、差圧計[Validyne社製DP103]により測定した。図4.12に示すとおり、高さ1.6 [m]、
0.8[m]、0[m]の3ヶ所(高い方から順にⅠ,Ⅱ，Ⅲ)に直径6[m]の測定用の管を設置した。な
お、測定方向(測定管の向き)はⅠ、Ⅲは多孔板方向、Ⅱは開口部方向である。 
(3)垂線面風速 
常温測定時における遮煙開口部は中間的開放状態であり、得られる測定風速は縮流のた
めに測定面のとり方によって異なる。2-6章では扉開放角度θと扉開口幅の関係を構築し、
図4.15  本研究で検討した不完全静圧方式 
(a)給気口上部 (b)給気口下部 
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扉開放幅を扉開放端から扉板に向かって下ろした垂線でとれば、流量係数を扉角度によら
ず一定として扱えることを示した。 
本研究ではこの考えに従い、測定面を図4.16(a)に示すとおり垂線面とし、無指向性の熱
線風速計(日本カノマックス社製 MODEL6501、プローブ:6543-21)を用いて測定した。給
気風量Qmは1.60㎥/s程度で一定とした。 
垂線面の分割方法を図4.16(b)に示す。本研究ではJIS規定 4)に準拠して、高さ方向に8
分割、水平方向に 4分割の計 32分割とし、各分割面の中心を代表点として測定した。な
お、全条件において事前に可視化実験を行い、垂線面において逆流の有無を確認したが、
本実験では逆流はみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-4-4．実験条件 
本実験は、給気条件、開放角度、開口位置、開放方向を変化させ、表 4.3に示す計 21
条件の組合せについて測定を行った。以下に詳細を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)測定面分割詳細図 
図4.16  開口部風速測定面 
(a)本研究で対象とする測定面 
測定点 
8 
2 
3 
4 
5 
6
7
1
AD
L
H 
〃
〃 
L 4 〃〃
H 8
 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
表 4.3  実験条件 
実験No. 開放角度 開口位置 開放方向
1 A
2
3 上流側
4 A
5
6 上流側
7 A
8
9 上流側
下流側
下流側
60°
45°
30°
B
B
B
下流側
(a)静圧方式 (b)不完全静圧方式 
D 
A
θ
垂線面 
( 開放端側
) 
( ヒンジ側
) 
実験No. 給気条件 開放角度 開口位置 開放方向
10 A
11
12 上流側
13 A
14
15 上流側
16 A
17
18 上流側
19 A
20
21 上流側
給気口上部
給気口下部
45°
30°
45°
30°
B
B
B
B
下流側
下流側
下流側
下流側
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(1)給気条件 
  給気条件は静圧方式、不完全静圧方式-給気口上部、不完全静圧方式-給気口下部の 3条
件とした。 
(2)開放角度 
  開放角度は、図4.17に示すとおり60[°]、45[°]、30[°]の3条件とした。ただし、不
完全静圧方式は45[°]、30[°]の2条件とした。 
 
 
 
 
 
 
(3)開口位置 
開口位置は図4.18に示すとおり開口部A、開口部Bの2条件とした。 
(4)開放方向 
  扉の開放方向は、図4.18に示すとおり下流側開放と上流側開放の 2条件とした。ただ
し、上流側開放は開口部Bのみとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-4-5．測定方法 
扉の開放状態を設定し、給気風量を一定として定常になるのを確認した後、4-3-4で示
した項目について1分間測定を行った。 
 
4-4-6．測定結果 
(1)流量係数 
以下では、静圧方式について測定した付室内外圧力差を用いて流量係数を算出し、既往
の研究と比較することで、静圧方式の再現性について検討する。 
表4.4に、静圧方式での給気風量Qm [m3/s]および付室内外圧力差の測定値ΔPm [Pa]と3
点の平均値を示す。開放角度30°-開口位置B-下流側開放における給気風量および付室内外
図4.18  開口位置 
(b)開口部B(上流側開放) (a)開口部A(下流側開放) 
450 1750 
多孔板B 多孔板B 
30° 
図4.17  開放角度 
(a)60° (c)30° 
60° 
測定面 
測定面 
(b)45°
45°
測定面 
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圧力差は測定できなかった。ΔPm [Pa]は各条件とも高さ、差圧測定の方向、扉の開口位置
および開放方向による違いはみられず、開放角度ごとにほぼ一定の値を示した。これらの
結果から、多孔板設置により静圧が支配的な状況が再現できているものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続いて、図4.19(a)に示す三方枠部分の面積［以下では、扉口面積という］Ag [㎡]に対す
る流量係数 αg [-]および図 4.19(b)に示す三方枠の非ヒンジ部分から扉板に向かって下ろし
た垂線の面積［以下、垂線面積］Ap [㎡]に対する流量係数αp [-]を算出する。なお、通常の
扉は厚さを有し、α[-]もその影響を受けると思われるが、本研究のα[-]算出においては一
般的なα[-]の取り扱いと同様に扉厚を無視した。 
扉幅B [m]、扉高さH [m] 、扉角度θ[°]とするとき、扉口面積Ag  [㎡]、垂線面積Ap  [㎡]
はそれぞれ以下の式で示される。 
BHAg=  (4.3)  
θsinBHAp=  (4.4)  
本実験では開口部以外からの空気の流出は見られなかったため、開口部流量 Q [m3/s]とし
て給気風量Qm[m3/s]を用いると、実験で得られたQm[m3/s]、ΔPm[Pa]から扉口面積Ag [㎡]
に対する流量係数αg [-]は式(4.5)で算出される。 
mg
m
g PA
Q
Δ= 2
ρα  (4.5)  
  ここで、ρ：模型内部の密度[kg/m3] 
  同様に垂線面積Apに対する流量係数αp [-]は式(4.6)で算出される。 
mp
m
p PA
Q
Δ= 2
ρα  (4.6)  
また、式(4.5)と式(4.6)の関係より、αp [-]とαg [-]の関係は次式となる。 
θ
ααα sin
g
p
g
gp A
A ==  (4.7)  
表4.4  静圧方式での給気風量Qmおよび付室内外圧力差∆Pmの測定結果 
※：測定データなし 
[Ⅰ] [Ⅱ] [Ⅲ] 平均
A 1.63 2.16 2.13 2.33 2.21
1.54 1.93 1.88 2.00 1.94
上流側 1.64 2.14 2.00 2.17 2.10
A 1.59 2.76 2.71 2.87 2.78
1.52 2.52 2.55 2.59 2.56
上流側 1.60 2.91 2.86 3.05 2.94
A 1.54 5.33 5.29 5.47 5.36
上流側 1.50 5.72 5.60 5.75 5.69
※
ΔPm開放
角度
開口
位置
開放
方向
給気風量[㎥/s]
Qm
付室内外圧力差[Pa]
45°
B
下流側
静圧
方式
給気
条件
実験条件
下流側
30°
B
60° B
下流側
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本研究で得られた測定結果を式(4.5)および式(4.6)に代入して得られる αg [-]、αp [-]を表
4.5に示す。また、既往の研究として広田ら 3)により提案された実験回帰式(以下、広田式：
式(2.122))より得られるαg [-]とそれを式(4.7)に代入して得られるαp [-]を併せて示す。 
( ) 96.0000060.00125.0023.0 2×−+= θθαθ  再掲(2.122) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表4.5より、扉口面積Ag [㎡]に対する流量係数αg [-]は、開口位置、開放方向によらず、
開放角度毎に固有の値をもつ。広田式 3)ともおおむね一致する。 
垂線面積Ap[㎡]に対する流量係数αp [-]は、開放角度、開口位置、開放条件によらず0.58
から0.62の値を示した。これは垂線面積に対する流量係数を扉角度によらず一定と扱える
ことを意味し、2-6で示した考えと一致する。 
 
(2)32 点垂線面平均風速Vp 
本実験で得られた垂線面上の各測定点における風速測定結果、32点垂線面測定平均風速
Vp[m/s]、垂直風速Vx[m/s] (詳細は4.1参照)、給気風量Qm[m3/s]、標準偏差σ[-]について、
図4.20に静圧方式の場合、図4.21に不完全静圧方式-給気口上部の場合、図4.22に不完 
(b)垂線面積Ap  
図4.19  対象とする開口面積の取り方
※：測定データなし 
表4.5  流量係数αgおよびαp 
(a)扉口面積Ag 
gA
H
B
θ
B
θ
θsinB
pA
H
B
θ
B
θ
本研究 広田3) 本研究 広田3)
A 0.50 0.58
0.51 0.58
上流側 0.52 0.60
A 0.44 0.62
0.43 0.61
上流側 0.42 0.60
A 0.30 0.61
※ ※
上流側 0.29 0.58
0.45
0.33
下流側45° 1.20B
αp
B
0.63
0.66下流側B
実験条件
0.62
流量係数
　αｇ
0.53
開放
角度
開口
位置
開放
方向
60° 1.47下流側
1.70
0.8530°
開口面積[㎡]
Ag Ap
※：測定データなし 
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全静圧方式-給気口下部の場合を示す。 
図4.20より、静圧場の場合、A(開放端側)の速度が大きく、D(ヒンジ側)にいくにつれて
速度が小さくなる傾向を示した。これは、D(ヒンジ側)がA(開放端側)に比べて付室内部に
あるために付室圧との圧力差がA(開放端側)に比べて小さいことや、A(開放端側)近傍では
風向が大きく傾くために当該部分を通過する流体が加速すること等が原因と考えられる。
なお、鉛直方向の各測定点の風速は概ね一定であった。32点垂線面測定平均風速Vp[m/s]
は開放角度が小さくなるにつれて大きくなる。 
図4.21および図 4.22より、不完全静圧方式では特に上流側開放の場合に給気口の位置
による影響を大きく受け、給気口設置高さ付近の風速が大きくなる。下流側開放の場合は、
給気口位置による影響はやや緩和され、A(開放端側)からD(ヒンジ側)にいくにつれて速度
が小さくなる。 
次に各給気方式について考察する。 
各方式ともほぼ同じ給気量を投入しており、事前に実施した漏気実験では測定用開口部
以外からの漏れがみられなかったため、給気量すべてが測定開口部を通過したと考えられ
る。これは(1)流量係数の結果からも考察できる。しかし、32点垂線面測定平均風速Vp[m/s]
は各給気方式によって異なり、静圧方式より不完全静圧方式の方が大きい。この理由につ
いては後述する。 
標準偏差σ[-]は、静圧方式の場合は0.23から0.52を示すのに対し、不完全静圧方式-給
気口上部は0.45から0.64、不完全静圧方式-給気口上部は0.58から1.04を示した。この
ことから、測定値のばらつきは静圧方式、不完全静圧方式-給気口上部、不完全静圧方式-
給気口下部の順に大きいことが分かる。 
また、図 4.23、図 4.24に 32点垂線面測定平均風速 Vp[m/s]と 32点垂線面最大測定風
速Vmax[m/s]、32点垂線面最小測定風速Vmin[m/s]の関係を示す。 
図4.23より、Vmax[m/s]とVp[m/s]の比は静圧方式の場合、1.2から1.29を示す。一方、 
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不完全静圧方式-給気口上部の場合は 1.33から 1.51、不完全静圧方式-給気口下部の場合
1.47から 2.17を示し、静圧方式より必ず大きい。これは、不完全静圧方式の場合には局
所的に風速が強くなる領域があるためと考えられる。 
図4.24より、VminとVpの比は静圧方式の場合は0.31から0.6を示すのに対し、不完全
静圧方式の場合は 0.51から0.62を示し、不完全静圧方式と静圧方式での違いは明確には
見られない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-5．32点垂線面平均風速Vpを用いた流量算出方法 
4-5-1．垂線面での速度ベクトルの直交性 
32点垂線面平均風速Vp[m/s]と給気量の関係から垂線面での風速測定値の方向性を考察
する。本研究では開口以外からの漏れはないため、Qm[m3/s]が垂線面を通過すると考えれ
ば、図4.25に示すとおり風速ベクトルが垂線面積Ap[㎡]に対し必ず垂直をなすとしたとき
の垂直風速Vx は式(4.6)で得られる。なお、本研究では垂線面積Ap[㎡]は扉幅B[m]、扉高
さH[m]とするとき、式(4.2)で得られるものとする。 
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p
mx A
QV =  (4.8) 
θsinBHAp=   再掲(4.4) 
図4.20から4.22に式(4.8)より得られる垂直風速Vx[m/s]を併せて示すとともに、表4.6
に本実験で得られた Vp[m/s]と Vx[m/s]を示す。全条件において Vp[m/s]は Vx[m/s]より必
ず大きい。これは、垂線面の風速ベクトルが、必ずしも垂線面に対し垂直ではないことを
意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-5-2．修正係数ξ 
以下では、式(4.9)に示すとおり、32点垂線面平均風速 Vp[m/s]を垂直風速 Vx[m/s]に修
正する係数(以下、修正係数)ξ[-]を算出する。 
p
x
V
V=ξ  (4.9) 
式(4.9)より得られる修正係数 ξ[-]について、静圧方式の場合を図 4.26、不完全静圧方式
の場合を図4.27に示す。なお、Vp[m/s]、Vx[m/s]は表4.6に示した値を用いた。 
静圧方式の場合、図4.26よりξ[-]は開放角度、開口位置、開放条件によらずおおむね一
定の値を示す。本研究では平均 0.75、最大 0.83、最小 0.69を示し、1より必ず小さい。
したがって、式(4.10)に示すとおり、Vｐ[m/s]に0.69を乗じた値をVx[m/s]と扱えば必ず実
際の垂直風速より小さい。 
実験
No.
給気
条件
開放
角度
開口
位置
開放
方向
給気量Qm
[m3/s]
垂直風速Vx
[m/s]
32点平均風速Vp
[m/s]
1 A 1.63 1.11 1.50
2 1.54 1.05 1.32
3 上流側 1.64 1.11 1.52
4 A 1.59 1.32 1.81
5 1.52 1.26 1.53
6 上流側 1.60 1.33 1.82
7 A 1.54 1.81 2.38
8 2.14
9 上流側 1.50 1.77 2.57
10  A  1.54 1.28 2.58
11 1.50 1.24 2.28
12 上流側 1.59 1.32 2.05
13  A  1.54 1.81 3.19
14 1.52 1.79 3.19
15 上流側 1.54 1.81 2.70
16  A  1.49 1.24 2.65
17 1.54 1.28 2.74
18 上流側 1.63 1.36 2.27
19  A  1.59 1.87 3.47
20 1.52 1.78 3.68
21 上流側 1.54 1.81 2.93
給
気
口
下
部
動
圧
方
式
45° 下流側B
60°
給
気
口
上
部
動
圧
方
式
45° 下流側B
45°
30°
静
圧
方
式
B
B
B
下流側
30°
下流側
下流側 ※
30° 下流側B
下流側
B
表4.6 32点垂線面測定平均風速Vpと垂直風速Vx 
※：測定データなし 
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px VV 69.0≥  (4.10)  
不完全静圧方式の場合、図4.27よりξ[-]は給気条件、開放条件、開口位置により大きく
異なる。本研究では平均 0.55、最大 0.67、最小 0.46が得られ、必ず静圧方式の場合より
小さい。これは垂線面風速ベクトルが静圧方式より傾いていることを意味する。したがっ
て、式(4.11)に示すとおり、Vｐ[m/s]に0.46を乗じた値をVx[m/s]と扱えば必ず実際の垂直
風速より小さい。 
px VV 46.0≥  (4.11)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-5-3．32点風速測定による遮煙開口部流量の算出方法 
  これまでの検討を踏まえて、常温確認時の遮煙開口部流量算出方法を構築する。32 点風
速測定 Vｐが得られたとき、式(4.10)および式(4.11)を踏まえると常温給気時の遮煙開口部
を通過する質量流量 常温LRW [kg/s]の算出式として以下の式で算出すればよい。 
・静圧方式の場合 
( )真値静圧常温確認 LRpLxpLLR WVBHVAW ≥××=××= 69.0sin)( θρρ  (4.12)  
・不完全静圧方式の場合 
( )真値動圧常温確認 LRpLxpLLR WVBHVAW ≥××=××= 46.0sin)( θρρ  (4.13)
 
 
4-6．代表点による簡易風速測定の検討 
これまで 32点測定平均風速と垂直風速の関係を構築してきたが、測定の手間を考える
と、32点より少ない測定点数(以下、代表点)で遮煙開口部の風速を安全側で把握できれば
有用である。よって、以下では 32点測定平均風速より必ず小さい風速値を算出するため
の風速比率を、代表点の測定平均風速に乗じることで安全側となる代表点風速測定につい
0
1
2
3
4
0 1 2 3 4
垂直
風速
V x 
 [
m/s
]
32点測定平均風速Vp [m/s]
給気口-上部
給気口-下部
A－下流側
B－下流側
B－上流側
0
1
2
3
4
0 1 2 3 4
垂
直
風
速
V x 
 [
m/s
]
32点測定平均風速Vp [m/s]
A-下流側
B-下流側
B-上流側
図4.26  修正係数ξ(静圧方式) 図4.27  修正係数ξ(不完全静圧方
式)
0.75 
0.69
0.83 
0.46 
0.67 
0.55
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ての検討を行う。なお、ここでは静圧方式に限定する。 
4-6-1．本研究で検討する測定点数と検討方法 
本研究では、図4.28に示す9点、8点、4点、2点、1点の計5条件について検討した。 
検討方法は本研究で測定した 32点測定風速 Vp[m/s]を基準に考え、式(4.14)で定義する
風速比率ζを算出することとする。なお、ここで代表点測定平均風速を VR[m/s]とする。 
R
p
V
V=ς  (4.14)  
なお、各代表点は、本研究で測定した32点と測定位置が異なるため、本研究では図4.29
に示すとおり、32点測定値のうち当該代表点に面する 4点の最大値を、各代表点風速
VR[m/s]として代用した。なぜなら、測定結果(図4.20から図4.22)からわかるとおり、32
点分割においても隣接する測定点の風速測定値にも大きな違いがみられる箇所があること
を踏まえて、代表点測定値がその分割面における実際の平均風速よりも大きな値を測定し
てしまう危険性を考慮したためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-6-2．本実験結果より得られた風速比率ζ 
全実験条件の風速比率ζ[-]の分布を代表風速点数毎に図4.30に示す。 
図 4.30より、代表点 8点のζ[-]の分布は代表点 9点の場合とおおむね等しく、0.84か
図4.29  本研究における代表点風速値のとりかた 
代表点(※) 
32点風速測定点 
※各代表点の風速は当該風速に面する４つ
の32点風速のうち最大値を使用 Max
図4.28  本研究で対象とした測定点数 
32点測定点 4等分 
4等
分
 
(a)9点 (b)8点 
2等分 
4等
分
 
4等
分
 
(c)4点 
2等
分
 
(d)2点 (e)1点 
代表測定点 
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ら 0.91の値をとる。本研究では、32点測定平均風速より必ず小さい風速値を算出する最
小風速比率を明らかにすることが目的であるから、8点の場合の最小風速比率は0.84とな
る。そのため、給気条件や開口条件によっては最大 8%(=1-0.84/0.91)風速を小さく評価す
る状況が起こりうる。 
また、代表点を 4点、2点、1点と減らすとζ[-]のばらつきが大きくなり、風速を小さ
く評価する割合は4点の場合は最大で11%(=1-0.87/0.98)、2点の場合は最大17%(=1-0.81/ 
0.98)、1点の場合は最大36%(=1-0.77/1.2)となる。 
以上を踏まえて、例えば風速を最大 8%程度過小評価することを許容すれば、式(4.15)
に示すとおり代表点 8点測定平均風速 V8点[m/s]に最小風速比率 0.84を乗じた値を 32点
測定平均風速Vpとして扱えば安全側と考えられる。 
点884.0 VVp≥  (4.15) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-6-3．代表点測定風速VRと垂直風速Vx 
32点測定平均風速 Vp[m/s]と代表点測定平均風速 VR[m/s]の関係は式(4.14)より次式で
得られる。 
Rp VV ς=  (4.16)  
32点測定平均風速Vp[m/s]と垂直風速Vx[m/s]の関係は式(4.9)より次式で得られる。 
px VV ξ=  (4.17)  
よって、式(4.16)および式(4.17)からVR[m/s]とVx[m/s]の関係は次式で与えられる。 
Rx VV ξς=  (4.18)  
例えば静圧方式の場合、代表点 8点平均風速 V8点[m/s]と垂直風速 Vx[m/s]の関係は ξ[-]
が0.69、ζ[-]が0.84であるから次式の関係が得られる。 
点点 88 58.084.069.0 VVVx =×≥  (4.19)  
0.92 0.91 0.98 0.98 
1.20 
0.85 0.84 0.87 0.81 0.77 
0.00
0.35
0.70
1.05
1.40
9点 8点 4点 2点 1点
風
速
比
率
ζ
代表風速点数
図4.30  代表点数と風速比率ζの関係
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  流量算出は式(4.19)を式(4.12)に代入すればよい。 
( )真値点静圧常温確認 LRLxpLLR WVBHVAW ≥××=××= 8)( 58.0sinθρρ  (4.20)  
 なお、7章で後述する模型を用いて無指向性風速計による垂線面を対象として図 4.28に
示した計8点の測定結果を図4.31に示す。 
図 4.31より、8点垂線面平均風速 V8点を垂直風速 Vxの比は 0.77から 0.88の値を示し
た。したがって、式(4.21)に示すとおり、V8点とVxの関係が構築できる。 
点877.0 VVx≥  (4.21)  
 式(4.19)と式(4.21)を比較すると式(4.19)の係数の方が小さい。これは式(4.19)が32点平
均風速をもとに算出されたものであることによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
1
2
3
4
0 1 2 3 4
垂
直
風
速V
x［
m/s
］
垂線面8点測定風速V8点［m/s］
60°
45°
30°
上流側開放
下流側開放
図4.31  実測した垂線面8点平均風速と垂直風速の関係模型詳細は7章後述 
0.77 
0.88 
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4-7．まとめ 
本実験では、第2章で構築した常温確認手法を用いるうえで必要となる遮煙開口部の流
量算出法構築のための常温給気実験を実施した。まず、測定面を決定すべく 1/3 スケール
の縮小模型を用いて、PIVによる遮煙開口部近傍の風速ベクトル可視化実験を実施した。
また、実大規模の付室に常温給気を行い、遮煙開口部の測定面を詳細に分割して風速測定
を行い、測定風速と垂直風速の関係を明らかにするとともに、簡易測定方法を構築した。
その結果、以下のことを示した。 
1)遮煙開口部では 3次元的に縮流が発生しており、すべての風速ベクトルが対象測定面
に垂直となる箇所は見られない。しかし、垂線面の風速ベクトルがもっとも測定面に
対して垂直である・。 
2) 32点垂線面測定風速Vpを垂直風速Vxに修正する係数ξ (Vx=ξVp)は、静圧方式では平
均0.75、最大0.83、最小0.69を示し、扉開放角度、開口位置、開放方向によらずお
おむね一定である。 
3) ξは、不完全静圧方式では開口位置、開放方向に影響を受け、本研究の範囲内では平
均0.55、最大0.67、最小0.46を示す。 
4) 風速を最大8%程度過小評価することを許容するなら、代表点8点測定平均風速V8点
に0.84を乗じた値を32点測定平均風速Vpとして扱える。 
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第5章 
常温確認時と等価な流れ場となる 
火災想定条件の算出方法と加圧告示に
関する検討 
 
 
5-1．はじめに 
2章では火災遮煙時の条件を既知として、それと等価な常温時を再現する状況に関する
検討を行ってきたが、逆の場合、つまり常温時の情報が既知であるとしてそれと等価な火
災遮煙時の条件を把握しておくことも常温時だけの情報しかわからない火災の分野におい
ては重要と考えられる。 
本章では、その具体例として平成21年に改正された加圧煙制御に関する昭和44年建設
省加圧告示第 1728号、昭和 45年同加圧告示第 1833号(以下、加圧告示)を取り上げるこ
ととする。加圧告示の詳細は後述するが、告示は常温確認時の基準だけでそれと対応する
火災時の条件は必ずしも明らかではない。また、告示の適切な運用にむけて、いくつか検
討すべき事項も残っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
火災遮煙時の情報 
【既知】 
常温確認時の情報
【未知】 火災遮煙時と等価 
な流れ場を再現 
火災遮煙時の情報 
【未知】 
常温確認時の情報
【既知】 
常温確認時の流れ場 
と対応する火災条件 
性能確認手法 
(例)加圧告示 
2章での 
検討 
本章での 
検討 
図5.1  本章での検討内容 
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以上のことから、まず2章で構築した理論を逆に用いて、常温時の情報からそれと等価
な火災時の情報を算出する理論を構築する。また、構築した理論を用いて加圧告示と対応
する火災条件等を明らかにするとともに、加圧告示の適切な運用に向けた検討を行う。 
 
 
5-2．常温時確認時と等価な流れ場となる火災想定条件の算出方法 
5-2-1．平均圧力差の概念を用いた場合 
 まず、理解のしやすさの点から2-4節で検討した平均圧力差の概念を用いることとする。 
以下では、図5.2に示す付室(L)、火災室(R)、階段室(S)、外気(O)の単純な室のつながりを
用いて検討する。また、上付き添字として、「＊」は常温時のある状態、「(＊)」は「＊」
と対応する火災遮煙時の状態を指す。 
なお、ここでは2章同様、以下の仮定をおく。 
仮定①：有効開口面積     [㎡]および合成有効開口面積     [㎡]は火災遮煙時と常温
確認時とで同一である 
  仮定②：給気量    [kg/s]は火災遮煙時と常温時で変化しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ある常温時を考える。給気がなされているとし、各箇所の流量、開口情報は既知である
とする。また、全ての室の密度は同一であるとし、機械排煙はなしとする。そのときの常
温時の扉の開放率、有効開口面積比をそれぞれ   [-]、         [-]、 
       [-]とする。このときの付室圧力および各箇所の流量を同一とする火災遮煙
時の遮煙開口部開放率、火災室密度をそれぞれ     [-]、   [kg/m3]について、式(2.41)
より次式が与えられる。 
() ()
211
1
2
2
＊
＊＊遮煙
＊
γρ
ρ
β
β



 −+
=
R
L
 (5.1)  
式(5.1)を整理すると次式を得る。 
()＊遮煙β ()＊Rρ
遮煙
SUPW
( ) ( )ROLR AA ααγ ≡＊＊β
( ) ( )LSOLR AA αα≡
SUPW
LROW LSOW
LP0 遮煙側 漏気側 
階段室(S) 付室(L) 火災室(R) 外気 
(O) 
( )LRAαβ( )ROAα ( )LSAα ( )SOAα( )LROAα ( )LSOAα
図5.2 想像する室のつながりモデル 
( )ROAα ( )LSOAα
≡′＊γ
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()
()
2
2 11
1
＊
＊＊
＊遮煙
γρ
ρ
β
β



 −−
=
R
L
 (5.2)  
式(5.2)は「＊」と対応する火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率     [-]と火災室温度 
  [kg/m3]の2つの未知数が存在する。これら 2つのうち一方が決まれば、他方も一意に
定まる。 
なお、このときの給気量比     [-]は、式(2.56)を用いて、次式で与えられる。 
() ()
() () ()＊
＊
＊遮煙＊＊遮煙
＊遮煙
＊遮煙
R
L
LR
SUP
SUP W
W
ρ
ργβγμ
2
2
111 +′+==
 (5.3)  
  また、遮煙条件       [kg/s]は次式で与えられる。 
() ()( ) ()( )gHAW RLLLRLR ＊＊遮煙＊遮煙 ρρραβ −= 232  (5.4)  
よって、式(5.3)における給気量      [kg/s]は次式で与えられる。 
() ()
() ()




 +′+= ＊
＊
＊遮煙＊
＊遮煙＊遮煙
R
L
LRSUP WW ρ
ργβγ
2
2
111  (5.5)  
図 5.3にβ＊=0.5、γ＊=1.0、    (付室温度 20℃)のとき、式(5.2)より与えられる火
災遮煙時の扉の開放率β遮煙(＊)と火災室温度(密度)の関係を示す。火災室想定温度 400℃の
場合、β遮煙(＊)は 0.61となり図中のB点ただ一つにきまる。同様に火災室温度 600℃の場
合、β遮煙(＊)は0.70となり図中のC点ただ一つにきまる。 
このように式(5.2)は火災室温度が決まると、火災遮煙時の扉の開放率β遮煙(*)が一意に決
まる。また、火災室想定温度が高温になるほど、β遮煙(＊)はより大きい温度をとる性質を示
す。これは、火災遮煙時における空気の膨張による抵抗を加味しているためである。抵抗
は、火災室温度によって異なり、火災室が高温になるほど大きい。そのため、常温時の情
報が既知である本検討では、火災室温度によって異なる抵抗の分だけβ遮煙(＊)の値が変化し 
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ている。なお、当然のことであるが、火災室想定温度が20[℃]のときには、抵抗が発生し
ないため、β遮煙(＊)はβ＊と同一である。 
  次に流量について考えてみる。図5.4に、図 5.3より得られるβ遮煙(*)[-]と火災室想定温
度の関係において           、      としたときの、式(5.4)および式(5.5)より与えられ
る遮煙開口部流量   および給気量      の関係を示す。例えば、図5.3中のB点(火災
室想定温度 400℃、β遮煙(＊)=0.61)のとき、   は 2.97、   は 8.97となり、両者の
比(   /   )は 3.24となる。また、図 5.3中の C点(火災室想定温度 600℃、β遮煙
(＊)=0.70)のとき、      は3.91、   は11.24となり、両者の比(   /   )は3.24
となる。このように遮煙開口部流量      も給気量      もβ遮煙(＊)あるいは火災室密度の
値によって異なる。しかし、式(5.3)からも分かるように給気量と遮煙開口部流量の比をと
ると全て同一の値をとる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これまでの関係を踏まえて、常温時と火災遮煙時の関係を一つの図に表現したものが図
5.5となる。図5.5は、β＊=0.5、γ＊=1、   (付室温度20℃)として火災室想定温度を
パラメータとして式(5.2)より算出されたβ遮煙(＊)を式(5.1)に代入して得られるβ＊の曲線
である。2章で示した検討のように、式(5.1)ではγ=0のときβ＊＝β遮煙(＊)となるため、γ 
=0のときのβ＊はβ遮煙(＊)と対応している。図5.5において、各線は、γ＊=1におけるβ
＊=0.5で一点に交わる。一方で、式(5.2)により図 5.5に描かれる曲線は、火災室想定温度
の数だけ無数に存在する。これは、式(5.2)が持つ『給気量と遮煙開口部流量の比を火災遮
煙時と常温時で同一にする』性質によるものである。つまり、給気量と遮煙開口部流量の
比を同一にするだけで、それぞれの値を決定するものではないことを意味している。なお、
各線上では遮煙開口部流量および給気量は同一である。 
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 さて、図5.3から図 5.5における検討は、図 5.6に示した 3次元空間の平面に対応して
おり、ここまでの検討はこの 3次元空間上での変化を考察したものである。図 5.6(a)は、
横軸には、有効開口面積比γ、縦軸には開放率β、高さ方向の軸には常温確認時の遮煙開
口部流量と火災遮煙時の遮煙開口部流量の比μLRを示しており、2章で示した図2.14と対
応している。図 2.14と異なるのはμLR=1におけるγ―β平面においてβ遮煙(＊)とβ＊を関
係づける曲線が複数あることである。各曲線の違いは図4.5(a)では見られない。 
  次に、横軸および縦軸はそのままにして、高さ方向の軸(z軸)を次元を有する軸(   ) 
に変更したものを図 5.6(b)に示す。図 5.6(b)では      の値が各曲線で異なることが分か
る。図5.6(b)において、図5.5は各曲線を投影したものと考えることが出来る。 
  以上のことから、常温時の情報を既知としたとき、式(5.2)から得られるβ遮煙(*)、火災室
温度(密度)の組み合わせは無数にあり、式(5.2)のみでは常温時と等価な火災遮煙時の情報
を限定することはできない。 
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これまでの検討から分かるように、式(5.2)は給気量と遮煙開口部流量の比を同一にする
火災遮煙時の扉の開放率β遮煙(＊)および火災室密度   [kg/m3]の関係性を示しており、こ
れらは一意的な関係をもつ。しかし、式(5.2)のみでは、未知数が2つあり、解くことがで
きない。 
よって、以下では、常温時の遮煙開口部流量は火災遮煙時の遮煙条件と等しい性質を用
いて、これらの値を決定する方法を構築する。 
常温時の扉の開放率、有効開口面積比をそれぞれ  、  、  としたときの遮煙開口部流
量   [kg/s]は、開口面積全体に垂直な風速を  [m/s]とするとき、次式の関係が成立する
とする。 
() LXLRLR VAW ρβ ××= ＊＊＊  (5.6)  
また、「＊」と対応する火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率     と火災室密度   のと
きの遮煙開口部流量を      は次式で与えられる。 
() ()( ) ()( )gHAW RLLLRLR ＊＊遮煙＊遮煙 ρρραβ −= 232  再掲(5.4) 
式(5.6)、式(5.4)により得られる遮煙開口部流量が同一であるから、次式が得られる。 
() ()( ) ()( )gHVRL LXR ＊
＊
＊遮煙 ＊ ρρ
ρβ
αβ ρ −
⋅⋅⋅⋅=
2*
2
21
8
9  (5.7)  
式(5.7)より、式(5.2)とは異なる火災遮煙時の扉の開放率β遮煙(＊)および火災室密度   の
関係を示す式が構築できた。この2つの式を連立させることで、火災遮煙時の扉の開放率
β遮煙(＊)および火災室密度    が決定される。 
式(5.7)および式(5.2)より、次式が与えられる。 
()( )
()
2
2
2
11
11
8
9
2
2
＊
＊＊
＊
＊＊
γρ
ρ
β
ρρ
ρβ
α 





−+
=−
⋅⋅⋅⋅
R
LRL
LX
gH
V  (5.8)  
式(5.8)は    に対する二次方程式となり、これを解くと次式となる。 
()
A
ACBB
2
42
R
−±−=＊ρ  (5.9)  
ただし、       、             、        
このときの   を式(5.7)に代入すると、β遮煙(＊)は次式となる。 
()
()( )gHVL L＊
＊＊
＊遮煙
R
2
2
21
8
9
ρρ
ρβ
αβ −
⋅⋅⋅⋅=  (5.10)  
式(5.10)より、火災室密度    が指定されると、β遮煙(＊)は一つに定まる。また、γ*は式
(5.11)に示す関係を持つ。 
()＊
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＊
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= ＊
＊＊遮煙
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R
R  (5.11)  
図5.7は式(5.6)から式(5.11)で取った方針を図5.6で用いた三次元の図を用いて説明した
ものである。式(5.7)より遮煙開口部の流量   [kg/s]の値が規定されるため、これまで無
数にあった式(5.2)より得られる曲線群がただ一つに決まる。つまり、常温時の遮煙開口部
流量が遮煙条件と同一であるという性質を組み込むことによって、無数にあった(β遮煙(＊),
火災室温度(密度))の組み合わせを一つに決定したことを示す。これにより、常温時の情報
のみからそれと等価な火災遮煙時の条件を算出することができる。 
例として、図5.8は常温時に遮煙開口部風速   =2.74[m/s]を満足する給気量を火災遮煙
時に投入したとき、常温時と同一の付室圧力および各箇所の流量となる火災遮煙時のβ遮煙
(＊)と火災室想定温度(密度)の関係について、有効開口面積比γ*をパラメータとして変化さ
せて算出したものである。なお、遮煙開口部の高さ H=2.1[m]とした。γが小さくなるに
つれて、火災室温度は大きく、β遮煙(＊)は小さくなる傾向をもつ。 
γ＊=1、β＊=0.5のときを例に考える。このとき、常温時に遮煙開口部風速   =2.74を 
満足する給気量によって形成される常温時の付室圧力および各箇所の流量と、火災遮煙時
の付室圧力および各箇所の流量が一致する火災遮煙時のβ遮煙(＊)、火災室想定温度はそれぞ
れ0.61、400℃となる。 
まとめると、γ＊=1の建物において、『遮煙開口部風速  =2.74を満足する給気量』を
投入したとき、常温時の付室圧力および各箇所の流量が一致するのは、『火災遮煙時の遮煙 
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開口部扉の開放率β遮煙(＊)=0.61、火災室想定温度400℃』であり、遮煙開口部風速  =2.74
を満足する給気量は火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率β遮煙(＊)=0.61、火災室想定温度
400℃の火災に対して遮煙可能であるといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5-2-2．補正された平均圧力差を用いた場合 
次に2-5-4節で検討した、補正された平均圧力差の概念を用いた場合について述べる。 
5-2-1同様、ある常温時を考える。給気がなされているとし、各箇所の流量、開口情報
は既知であるとする。また、全ての室の密度は同一であるとし、機械排煙はなしとする。
そのときの常温時の扉の開放率、有効開口面積比をそれぞれ  、         、 
         とする。このときの付室圧力および各箇所の流量を同一とする火災遮煙
時の遮煙開口部開放率、火災室想定温度をそれぞれ   、  について、式(2.115)より
次式が与えられる。 
() ()
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 (5.12)  
式(5.12)を整理すると次式を得る。 
() ()( )
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2
2 11
14
9
＊
＊＊
＊遮煙 ＊
γρ
ρ
β
β ρ



 −−


−
=
R
L
H
h
R
 (5.13)  
このときの給気量比    は、式(2.102)を用いて、次式で与えられる。 
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 (5.14)  
式(5.7)および式(5.14)より、次式が与えられる。 
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式(5.15)は  に対する二次方程式となり、これを解くと次式となる。 
()
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R
−±−=＊ρ  (5.16)  
ただし、           、            、        
このときの   を式(5.7)に代入すると、β遮煙(＊)は次式となる。 
()
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＊遮煙
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ρρ
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αβ −
⋅⋅⋅⋅=  (5.17)  
式(5.17)より、火災室密度  が指定されると、β遮煙(＊)は一つに定まる。また、γ*は式
(4.19)に示す関係を持つ。 
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基本的な考えは 5-2-1と変わらないが、5-2-1と異なるのは式(5.16)から式(5.18)では空
気逃し口設置高さ hの項が入っている点である。これは他の常温時の条件(β＊,γ＊,VX＊)
が同一であったとしても、空気逃し口の設置高さhによって想定する火災条件は異なるこ
とを意味する。 
例えば、h/H=5/9、γ＊=1、β＊=0.5、 =2.74のとき、式(5.16)から式(5.18)から得られ
る火災条件は『火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率β遮煙(＊)=0.61、火災室想定温度400℃』
である。一方、h/H=8/9、γ＊=1、β＊=0.5、 =2.74のとき、式(5.16)から式(5.18)から得
られる火災条件は『火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率β遮煙(＊)=0.53、火災室想定温度
927℃』である。 
なお、h/H=5/9のとき式(5.17)から式(5.19)は5-2-1の式(5.9)から式(5.11)と一致する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
()＊
Rρ
()＊
Rρ
()＊
Rρ
( )hHgA −= 22α ( )[ ]AVB L −+= 2212 ＊＊＊ γβρ 22 22 LVC ργβ ＊＊＊−=
∗
XV
∗
XV
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5-3．加圧告示に関する検討 
5-3-1．加圧告示の概要と検討事項の整理 
本節では、加圧告示の内容および解説書 1)による加圧告示の考えを示すとともに、問題
点を整理し、加圧告示の適切な運用に向けて検討すべき事項を明らかにする。 
(1)加圧告示の概要 
まず、加圧告示の規定を示す。加圧告示の主な内容は以下のとおりであり、以下では加
圧告示規定①～⑤と表す。ただし、H：遮煙開口部高さ[m]、V：遮煙開口部通過風速[m/s]、
Ve：機械排煙による排出量[m3/s]である。 
①常温確認時での遮煙開口部の開口幅の規定(40[cm]) 
②常温確認時での遮煙開口部風速の規定(         [m/s]以上) 
③外気側の空気逃し口面積の規定(     [m2]以上) 
④遮煙開口部の圧力調整装置開口面積の規定(0.04VH[m2]以上) 
⑤遮煙開口部の扉の開閉力の規定(100[N]以下) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解説書 1)によれば、これらの規定は以下に示す考えにより定められた。なお、ここでは
以下の検討で使用する告示規定①から③についてのみ幾分簡略化して述べる。また、本研
究では開放率βを用いているが、ここでは解説書 1)の考えに従い、開放率βを用いず開口
幅Bが変化することとする。 
・告示規定①について 
  火災遮煙時の遮煙条件は次式で与えられる。 
( ) ( )gHBHW RLLLRLR ρρρα −= 232遮煙  (5.19)  
式(5.19)において、床面圧力差      [Pa]を用いて表すと、次式を得る。 
[ ]8.3,3.3,7.2== cHcV
7/)VeVH−
図5.9  告示規定の概要(□印部分) 
①開口幅0.4mでの 
②通過風速V≧c√H 
 外気 
(O) 
付室 
(L) 
告示
SUPW
2h
H
LρLρLρLρ
火災室 
(R)
( )ROAα H4.0α ( )LSOAα
1h
階段室 
(S) 


 −= 7
eVVHα
eV
③空気逃し口面積の 
規定 
④圧力調整機構 
0.04VH 
有効 
開口面積 
⑤開閉力
≦100N 
告示
LSOW告示LRW
告示
ROW
floorLRPΔ
5-3．加圧告示に関する検討 
112 
 
( ) floorLRLLRLR PBHW Δ= ρα 23
2遮煙  (5.20)  
常温時にも床面圧力差が     [Pa]となり、遮煙開口部流量   [kg/s]も火災遮煙時の 
  [kg/s]と同一になると考えた場合、遮煙開口部の有効開口面積は次式で与えられる。 
( ) floorLRLLRLRLR PHBWW Δ′== ρα 2遮煙告示  (5.21)  
BB 3
2=′∴  (5.22)  
ここで、解説書 1)では火災遮煙時に扉開放幅60[cm]を想定している。そのため、式(5.22)
より常温時の扉開放幅は40[cm]になる。なお、2-6節の検討を踏まえて、上記の扉開放幅
を垂線として考えると、扉幅80[cm]の場合の扉開放幅60[cm]のβは0.75、扉開放幅40[cm]
のβは0.5である。 
 
・告示規定②について 
 風速V告示[m/s]を次式で定義する。 
( )
∞∞
−=Δ= ρ
ρρ
ρ
gHPV RLfloor 22告示  (5.23)  
  このとき、式(5.21)は次式となる。 
( ) 告示遮煙告示 VHBWW LLRLRLR ρα′==  (5.24)  
 さて、式(5.23)において火災室温度を 200℃、400℃、800℃とすると、それぞれ以下の
式となる。 
( ) ( ) HgHV
L
L 7.22 200200 =−= ρ
ρρ℃告示  (5.25)  
( ) ( ) HgHV
L
L 3.32 400400 =−= ρ
ρρ℃告示  (5.26)  
( ) ( ) HgHV
L
L 8.32 800800 =−= ρ
ρρ℃告示  (5.27)  
  以上のことより、加圧告示では火災室温度として200℃、400℃、800℃を想定している。 
 
・告示規定③について 
 図5.9の系において、火災遮煙時における火災室での室の収支を取り上げると下式を得
る。 
eRLRRO VWW ρ−= 遮煙遮煙  (5.28)  
ここで、    は以下の関係をもつとする。 
 (5.29) 
floorLRPΔ
遮煙
LRW
告示
LRW
遮煙
ROW
( ) RORRORO PAW Δ= ρα 2遮煙
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 式(5.28)に式(5.21)および式(5.29)を代入して整理すると次式を得る。 
( ) ( )
ROR
eRLLR
RO P
VVHBA Δ
−′= ρ
ρραα 2
告示  (5.30)  
 ここで、B=0.6[m]、ρL=1.2[付室温度20℃]、ρR=0.33[火災室温度800℃]、ΔPRO＝19.6
として整理すると以下の関係を得る。 
( ) 9.10 eRO
VHVA −=
告示
α  (5.31)  
 式(5.31)において、αRO＝0.7[-]とすると、次式を得る。 
79.107.0
ee
RO
VHVVHVA −≈×
−=
告示告示  (5.32)  
 
（２）加圧告示の適切な運用に向けた検討 
  以下では、加圧告示の適切な運用のために検討すべき事項を整理する。なお、ここで
いう「適切な運用」とは①加圧告示が想定している火災条件に対して性能を発揮すること、
あるいは②加圧告示の要求事項を満足することを意味する。 
検討事項①：告示加圧を満足する給気量設計法が明らかではない。 
  告示規定①遮煙開口部の開口幅0.4[m]でのときの②排出風速 V[m/s]が規定されている。
告示では給気量の規定はない。そのため、上記性能を満足する給気量であればよいが、そ
の給気量設計法は自明ではない。 
検討事項②：空気逃し口設置高さについての規定がない。 
告示規定②排出風速V[m]の係数cはある火災条件を想定し、それと等価な流れ場を常温
確認時に再現すべく規定されており、それぞれc＝2.7では200[℃]、ｃ＝3.3では400[℃]、
ｃ=3.8では 800[℃]に対する遮煙を想定している。しかし、2章および 5-1章で検討した
とおり、常温確認時と火災遮煙時とを対応付けるには空気逃し口の設置高さが重要となる。
しかし、加圧告示では空気逃し口については③面積の規定のみであり、設置高さについて
の規定はない。 
検討事項③：実測方法が明らかではない。 
  加圧告示では①遮煙開口部の開口幅0.4[m]でのときの遮煙開口部風速を実測し、［実測
値］≧［②告示規定風速］であることを確認する必要がある。しかし、風速を測定する箇
所および測定点等に関する規定はない。 
  以上のように、加圧告示の適切な運用にむけた検討事項は3つある。検討事項①につい
ては等温系の換気計算による給気量設計法が構築できると考えられる。検討事項②につい
ては 5-2-2で構築した理論を用いると、適切な空気逃し口設置高さが算出できると考えら
れる。また、空気逃し口が任意の高さに設置された場合の想定火災条件も算出できると考
えられる。検討事項③については3章で構築した遮煙開口部風速の実測値と流量の関係を
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用いると適切な実測方法およびその評価が可能になると考えられる。 
 
5-3-2．等温系の換気計算による給気量算出法 
加圧告示の規定は全て常温確認時においてである。これに着目すると、加圧告示の規定
を満足する給気量は、等温系の換気計算により算出可能である。よって、本節では、常温
の等温換気計算に準拠した給気量設計法を提案する。この考えについて以下に示す。 
まず設計手順を簡単に示す。なお、以下では火災室―付室―階段室のつながりをもつ図
5.10のモデルを用いることとし、開放率、圧力差、流量には上付き添え字として『告示』
を付ける。なお、一般の建物では火災室と付室との間に廊下(加圧告示では隣接室という)
を有する計画もあると思われる。しかし、①隣接室があっても考え方の方針は変わらない
こと②隣接室を設けた場合において、空気逃し口を火災室に設けることは違法ではないが、
火災室-隣接室間の扉の開閉状況によっては当該箇所での扉開閉障害が発生する恐れがあ
り、空気逃し口を隣接室につけることが望ましいこと、③②を踏まえて隣接室に空気逃し
口を設置した場合には図5.10における火災室を隣接室に読み替えればよいことから、以下
では隣接室がある場合についての検討は省略する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)開口条件の設定 
  常温での確認検査時の開口条件に対する想定を以下に示す。 
・火災室の外気側の窓：閉鎖とし、有効開口面積は考えない。 
・空気逃し口：法に適合している大きさの開口（実面積）の開放を想定し、有効開口面
積     [㎡]とする。 
・止まらない排煙量：設計値を与え、設計値(We[kg/s])とする。 
・付室（給気室）と火災室との間の遮煙扉：告示規定①を考えるときは開放幅 40[cm]
とする。なお、以下では2-6での検討に従い。次式で定義される開放率β告示を用いる。 
floorLSOP
告示Δ
図5.10  検討に用いるモデル(漏気側開口部は合成) 
 外気 
(O) 
付室 
(L) 
告示
SUPW
2h
H
∞ρLρLρLρ
火災室 
(R)
( )告示ROAα ( )LRAαβ告示 ( )告示LSOAα
1h
階段室 
(S) 
eV
有効開口面積 
告示
LSOW告示LRW
告示
ROW
床面圧力差 
floorROP告示Δ floorLRP
告示Δ
( )ROAα
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B
4.0=告示β  (5.33)  
    ここで、遮煙開口部の扉幅B[m] 
・付室（給気室）からの漏気部位：エレベーターシャフト、階段室、直接外気と面する
窓など、避難時、消防活動時や常温確認時の状況を想定して設定されるものとし、有
効開口面積     [㎡]とする。 
 
(2)等温系の換気計算による給気量設計法 
(1)に示した開口条件の下で、告示が規定する遮煙開口部の風速を満足するための常温で
の換気計算法に基づく給気量算定法を示す。常温空気密度を  ［kg/m3］、告示規定の開放
幅での有効開口面積を       [m2]とすると、遮煙開口部流量    [kg/s]は次式で与え
られる。 
( ) ( ) HcAVAW LRLRLR ×== ∞∞ ραβραβ 告示告示告示告示  再掲(5.24) 
      ただし、c=2.7、3.3、3.8 
一方で、常温確認時の開口間の圧力差を用いた質量流量の式は、次式となる。 
LRLLRLR PAW Δ= ραβ 2)(告示告示  (5.34)  
ROLROeLRRO PAWWW Δ=−= ρα 2)(告示告示  (5.35)  
ただし、告示規定③により、火災中に止まらない排煙設備の機械排煙量 Ve[m3/s]= 
        の値によって空気逃し口の低減が許されることを反映している。 
式(5.34)～(5.35)を用いると付室(L)の外気圧基準の圧力   [Pa]は次式となる。 



 −+=
Δ+Δ=
22
2
22
2
)(
1)(
)(
1
2 ROLR
eLR
LRL
LR
ROLRL
AW
WW
A
W
PPP
ααβρ 告示
告示
告示
告示
告示
 (5.36)  
告示では開口間の圧力差ΔP[Pa]の測定義務がないため実際にはΔP[Pa]は未知である
が、式(5.36)右辺はすべての情報が告示規定あるいは設計値として与えられることから、
圧力   [Pa]の値を求めることができる。また、この圧力    における漏気量は、設計条
件によって決まる漏気側の開口の合成を行うことにより、 
告示告示
LLLSOLSO PAW ρα 2)(=  (5.37)  
ただし
2222 )(
1
)(
1
)(
1
)(
1
WLOLEOLSOLSO AAAA −
++= αααα
であり、LSO：階段経由、LEO：エレベ 
ーター経由、LO-W：窓経由での漏気経路である。 
によって計算できる。従って、給気量   [kg/s]は、 
告示告示告示
LSOLRSUP WWW +=  (5.38)  
により求めることができ、告示を満足する給気量を決定できる。 
 
告示
LRW( )LRAαβ告示
eR V告示ρ
告示
LP
告示
LP
告示
SUPW
Lρ
( )LSOAα
告示
LP
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5-3-3．空気逃し口設置高さについての検討 
以下では 5-2-2節で構築した理論を用いて、告示では規定されていない適切な空気逃し
口設置高さについて検討する。なお、5-3-1節に示したとおり、告示は火災室温度を800℃、
400℃、200℃の3つを想定している。これを踏まえると、検討事項として以下の 2つが挙
げられる。 
①：解説書で示されている火災遮煙時の情報に対して、告示規定の給気量が対応するた
めの適切な空気逃し口設置高さを算出する。 
②：火災遮煙時の情報をすべて未知であるとして、告示規定のみから空気逃し口が任意
の高さに設置された場合に告示規定を満足する給気量がどのような火災遮煙時と
対応しているか明らかにする。 
告示の適切な運用という面で考えると、検討①が重要であるのは言うまでもないが、検
討②についても設計者が自らが設計した加圧煙制御がどのような火災条件と対応している
かを知るうえで重要な検討事項と考えられる。 
(1)解説書で示されている火災遮煙時の情報に対して、告示規定の給気量が対応するための
適切な空気逃し口設置高さ 
 式(5.12)において、任意の常温時の情報「＊」を告示規定の情報「告示」に、「＊」と対
応する火災遮煙時の情報「(＊)」を「(告示)」に変更すると、次式を得る。なお、ここでは
図 5.10に示すとおり空気逃し口が一般開口である［開口上端高さ h1[m]、開口下端高さ
h2[m]］と考える。 
( ) ( )
21114
9
1
2
2
2
告示
告示告示遮煙
告示
γρ
ρ
β
β



 −+

−
=
R
L
H
h
 (5.39)  
表5.1は式(5.39)において(α90A)LR=1.26(=0.7×0.9×2) [㎡]、H=2[m]、β遮煙(告示)=0.67[-]、
β等価(告示)=0.44[-]としたとき、火災室密度ρR[kg/m3]、空気逃し口下端高さh2[m]をパラメ
ータとして、遮煙時と常温確認時で等価な流れ場を再現するための空気逃し口の必要有効
開口面積(αA)ROを示したものである。表5.1に示すとおり、空気逃し口下端高さが高くな
るあるいは火災室温度が低くなるほど、必要な空気逃し口面積は小さくなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
0.01 0.5 1 1.5 2 2.5 3
100 4.14 0.59 0.41 0.34 0.29 0.26 0.24
200 6.21 0.88 0.62 0.51 0.44 0.39 0.36
300 7.74 1.09 0.77 0.63 0.55 0.49 0.45
400 9.02 1.28 0.90 0.74 0.64 0.57 0.52
50010.13 1.43 1.01 0.83 0.72 0.64 0.59
60011.14 1.58 1.11 0.91 0.79 0.70 0.64
70012.06 1.71 1.21 0.98 0.85 0.76 0.70
80012.92 1.83 1.29 1.05 0.91 0.82 0.75
空気逃し口下端高さh2[m]
想
定
火
災
条
件
火
災
室
温
度[
℃]
表 5.1  火災遮煙時と常温確認時の流れ場を同一にするために 
必要な空気逃し口有効開口面積(αA)RO 
0 ~ 0.20
0.21 ~ 0.40
0.41 ~ 0.60
0.61 ~ 0.80
0.8 ~ 1.00
1.01 ~
(α90A)LR=1.26 
H=2 
β遮煙=0.67 
β遮煙=0.44 
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 5-2では、火災遮煙時の情報が未知であったため、式(5.35)は一意に解くことができなか
ったが、ここでは火災遮煙時の情報が既知であるため解くことができる。 
5-1節での検討を踏まえると、β告示、β遮煙(告示)、ρR(告示)、γ告示はそれぞれ以下の式で与
えられる。 
B
4.0=告示β  再掲(5.33) 
( )
B
6.0=告示遮煙β  (5.40)  
( )
[ ]
[ ]
[ ]






==+
==+
==+
==
℃
℃
℃
告示
告示
告示
告示
告示
80033.080015.273
25.353
40052.040015.273
25.353
20075.020015.273
25.353
25.353
)(
)(
)(
)(
R
R
R
R
R
T
T
T
Tρ
 (5.41)  
( )
( ) [ ]
[ ]
[ ]
[ ]






=×
=×
=×
=
=×
==
℃
℃
℃
告示
告示
告示
告示
8008.3
9.10
4003.3
9.10
2007.2
9.10
8.3,3.3,7.29.10 )(
)(
)(
R
LR
R
LR
R
LR
LR
RO
LR
TH
B
TH
B
TH
B
cHHc
BH
A
A
α
α
α
α
α
αγ  (5.42)  
 式(5.42)における ROA [㎡]について告示規定③では VH-Ve/7で与えているが、式(5.32)
に示したとおりVH-Ve/7は流量係数を0.7と想定したときの値である。しかし、空気逃し
口の流量係数が 0.7とは異なる場合も考えられるため、流量係数 0.7で整理する前の値と
して式(5.31)を用いている。 
 式(5.33)、式(5.40)から式(5.42)を式(5.36)に代入して空気逃し口下端高さh2[m]について
整理すると、次式を得る。式(5.43)は、遮煙開口部の扉幅 B[m]、扉高さ H[m]によらず火
災室密度ごとに一定の値を持つことがわかる。 
[ ]
[ ]
[ ]






==




 −
==




 −
==




 −
=
∞
∞
∞
℃
℃
℃
告示
告示
告示
8005.38.3
9.10116.0
40026.23.3
9.10116.0
2006.17.2
9.10116.0
)(2
2
90
)(2
2
90
)(2
2
90
2
RLR
R
RLR
R
RLR
R
T
T
T
h
ααρ
ρ
ααρ
ρ
ααρ
ρ
 (5.43)  
 式(5.43)において、αLRを一般にいわれる 0.7を用いて算出した値を表 5.2に示す。表
5.2より、火災室温度 200[℃]のとき空気逃し口の必要下端高さ h2は 0.78[m]、400[℃]の
とき 1.11[m]、800[℃]のとき 1.72[m]となる。なお、空気逃し口下端高さが高いほど必要
空気逃し口面積は小さくなるという表 5.1の検討を踏まえると、式(5.43)で算出した h2よ
り高い位置に告示規定②の面積を満足する空気逃し口を設置した場合には、火災遮煙時に
おける遮煙開口部通過流量が常温確認時の遮煙開口部通過流量より大きくなることになる。 
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(2)告示規定のみから空気逃し口が任意の高さに設置された場合に告示規定を満足する給
気量と対応する火災条件の算出 
次に、常温時の情報(β告示、γ告示、h2)のみから、告示規定を満足する給気量と対応す
る火災条件を算出する。この場合、(1)とは異なり式(5.12)だけでは算出できず、式(5.7)と
の連立が必要となる。 
(1)同様、任意の常温時の情報「＊」を告示規定の情報「告示」に、「＊」と対応する火
災遮煙時の情報「(＊)」を「(告示)」に変更して、式(5.12)を整理すると次式を得る。 
( ) ()( )
( )
2
2 11
14
9 2
告示
告示告示
告示遮煙 ＊
γρ
ρ
β
β ρ



 −−


−
=
R
L
H
h
R
 (5.44)  
 次に、式(5.24)より遮煙開口部流量と告示規定風速の関係には次式が成立する。 
( ) 告示告示遮煙告示 VAWW LRLRLR ∞== ραβ  (5.45)  
また、式(5.45)と対応する火災遮煙時の遮煙開口部扉の開放率      と火災室密度 
のときの遮煙開口部流量      [kg/s]は次式で与えられる。 
( ) ( )( ) ( )( )gHAW RLLLRLR 告示告示遮煙告示遮煙 ρρραβ −= 232  再掲(5.4) 
式(5.4)、式(5.45)により得られる遮煙開口部流量が同一であるから、次式が得られる。 
() ()( ) ()( )gHVRL LR ＊
告示＊
＊遮煙 ＊ ρρ
ρββ ρ −
⋅⋅=
22
8
9  (5.46)  
式(5.46)は分母に流量係数αが入っていない点で式(5.7)と異なる。式(5.7)では開口面積
に垂直な風速成分  を採用したためである。一方で、5-3-4で後述するが、告示規定②で
の風速がどのような性質のものかは明らかではない。ここでは、解説書による考えに基づ
いて式(5.24)の関係を用いている。 
式(5.44)および式(5.46)より、次式が与えられる。 
( )( )
( )
2
2
2
11
14
9
8
9 2
告示
告示告示
告示
告示告示
γρ
ρ
β
ρρ
ρβ






−+


−
=−
⋅⋅
R
LRL
L H
h
gH
V  (5.47)  
表5.2 式(5.43)より算出される空気逃し口下端高さh2 
( )告示遮煙β ( )告示Rρ
()＊遮煙
LRW
*
XV
h2
火災室温度［℃］
200(c=2.7) 400(c＝3.3) 800(c=3.8)
0.78 1.11 1.72
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式(5.47)は    に対する二次方程式となり、これを解くと次式となる。 
( )
A
ACBB
2
42
R
−±−=告示ρ  (5.48)  
ただし、           、              、        
このときの    を式(5.46)に代入すると、β遮煙(告示)は次式となる。 
( ) ( )( )gHVL L告示
告示告示
告示遮煙
R
22
8
9
ρρ
ρββ −
⋅⋅=  (5.49)  
式(5.49)より、火災室密度   が指定されると、β遮煙(告示)は一つに定まる。また、γ告示
は式(5.50)に示す関係を持つ。 
( )
( )
( )( )L
22
1114
9
ρρ
ββργ −



 −

−
= 告示
告示告示遮煙
告示
告示
R
R H
h
 (5.50)  
 
 式(5.48)から式(5.50)より得られる常温時に加圧告示により再現される流れ場と等価と
なる想定火災条件(β遮煙(告示)、    ［火災室温度で記す］)について、γ告示および空気逃
し口下端高さ h2と遮煙開口部高さ Hの比をパラメータとして表 5.3から表 5.5に示す。
なお、β告示=0.5[-]、ρL=1.2[kg/m3]、H=2.1[m]と設定した。併せて、式(5.50)から得られ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
( )告示
Rρ
( )告示
Rρ
( )hHgA −=2 ( )[ ]AVB L −+= 2212 告示告示告示 γβρ 22 22 LVC ργβ 告示告示告示−=
( )告示
Rρ
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
0.1 0.71 230 0.61 387 0.50 1420 0.46 47649
0.2 0.71 228 0.62 380 0.51 1213 0.46 12231
0.3 0.71 225 0.62 368 0.52 1017 0.47 5650
0.4 0.72 221 0.63 354 0.53 859 0.48 3327
0.5 0.72 216 0.63 338 0.54 735 0.49 2236
0.6 0.73 211 0.64 321 0.56 638 0.50 1631
0.7 0.74 204 0.65 304 0.57 560 0.51 1257
0.8 0.74 198 0.66 287 0.58 497 0.52 1008
0.9 0.75 191 0.67 271 0.59 444 0.53 832
1 0.76 185 0.69 256 0.61 401 0.55 703
1.1 0.77 178 0.70 242 0.62 364 0.56 604
1.2 0.78 171 0.71 228 0.64 332 0.57 526
1.3 0.80 165 0.72 216 0.65 305 0.59 464
1.4 0.81 159 0.74 204 0.67 281 0.60 413
1.5 0.82 153 0.75 194 0.68 261 0.62 371
1.6 0.83 147 0.76 184 0.70 242 0.64 336
1.7 0.84 142 0.78 175 0.71 226 0.65 306
1.8 0.86 136 0.79 166 0.73 211 0.67 280
1.9 0.87 131 0.81 158 0.74 198 0.68 258
2 0.89 126 0.82 151 0.76 186 0.70 238
h2/H=1/9
γ告示
h2/H=3/9 h2/H=5/9 h2/H=7/9
( )告示
Rρ
［設定条件］β告示=0.5、ρL=1.2、H=2.1 
告示規定③より指定されるγの範囲
 
表 5.3 式(5.48)から(5.50)より算出される想定火災条件(V告示=2.7√H) 
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β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
0.1 0.71 503 0.62 1389 0.56 24588 0.56 70575
0.2 0.71 488 0.63 1193 0.57 6850 0.56 17800
0.3 0.72 466 0.64 1004 0.58 3448 0.57 8022
0.4 0.73 440 0.65 850 0.60 2185 0.58 4594
0.5 0.74 413 0.66 729 0.61 1559 0.59 3002
0.6 0.75 386 0.68 633 0.63 1193 0.60 2133
0.7 0.76 359 0.70 556 0.64 956 0.61 1605
0.8 0.78 335 0.71 494 0.66 791 0.62 1260
0.9 0.79 312 0.73 442 0.67 670 0.64 1020
1 0.81 291 0.74 399 0.69 578 0.65 846
1.1 0.82 272 0.76 363 0.71 506 0.67 716
1.2 0.84 255 0.78 331 0.73 448 0.68 616
1.3 0.85 239 0.80 304 0.74 400 0.70 537
1.4 0.87 225 0.82 281 0.76 361 0.72 473
1.5 0.89 212 0.83 260 0.78 328 0.74 421
1.6 0.91 200 0.85 242 0.80 299 0.75 377
1.7 0.93 189 0.87 225 0.82 275 0.77 341
1.8 0.94 179 0.89 211 0.84 254 0.79 310
1.9 0.96 169 0.91 198 0.86 235 0.81 283
2 0.98 161 0.93 186 0.88 218 0.83 260
γ告示
h2/H=1/9 h2/H=3/9 h2/H=5/9 h2/H=7/9
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
β遮煙(告示)
［-］
火災室温度
［℃］
0.1 0.71 1350 0.65 13440 0.65 46980 0.64 82037
0.2 0.72 1167 0.66 4453 0.65 12070 0.65 20617
0.3 0.73 987 0.68 2504 0.66 5583 0.65 9240
0.4 0.75 838 0.70 1702 0.67 3291 0.66 5255
0.5 0.77 721 0.72 1272 0.69 2214 0.67 3408
0.6 0.78 627 0.73 1006 0.70 1617 0.68 2402
0.7 0.80 552 0.75 825 0.72 1248 0.69 1794
0.8 0.82 490 0.77 696 0.73 1001 0.71 1397
0.9 0.84 440 0.79 598 0.75 827 0.72 1123
1 0.86 397 0.81 522 0.77 699 0.74 925
1.1 0.88 361 0.83 462 0.79 601 0.76 778
1.2 0.90 330 0.85 412 0.81 524 0.78 665
1.3 0.92 303 0.87 372 0.83 462 0.80 577
1.4 0.94 279 0.89 337 0.85 412 0.82 506
1.5 0.96 259 0.91 308 0.87 370 0.84 448
1.6 0.98 241 0.94 282 0.89 335 0.86 400
1.7 1.00 225 0.96 260 0.92 305 0.88 360
1.8 1.03 210 0.98 241 0.94 279 0.90 326
1.9 1.05 197 1.00 224 0.96 257 0.92 297
2 1.07 186 1.03 209 0.99 238 0.95 272
γ告示
h2/H=1/9 h2/H=3/9 h2/H=5/9 h2/H=7/9
表5.4 式(5.48)から(5.50)より算出される想定火災条件(V告示=3.3√H) 
表5.5 式(5.48)から(5.50)より算出される想定火災条件(V告示=3.8√H) 
［設定条件］β告示=0.5、ρL=1.2、H=2.1 
［設定条件］β告示=0.5、ρL=1.2、H=2.1 
告示規定③より指定されるγの範囲
 
告示規定③より指定されるγの範囲
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る告示加圧が要求する空気逃し口面積を用いて算出される、加圧告示が取りうるγ告示(た
だし、αLR=0.7、B=0.9[m]と設定)の範囲も示す。 
 表5.3から表5.5より空気逃し口設置高さh2およびγ告示の値によって想定火災条件は異 
なることがわかる。また、同一のh2およびγ告示であってもV告示の値が大きくなると想定
火災条件β遮煙(告示)、    も大きくなる。 
 なお、式(5.48)から式(5.50)より得られる想定火災条件は、常温時に加圧告示により再現
される流れ場と等価となる条件である。もし、任意の火災条件(β遮煙(*’)、   )に対して適
切な性能を発揮するかを検討したい場合には、式(5.48)から式(5.50)より得られるβ遮煙(告示)、 
  を式(5.51)に代入し、ζが1以下になることを確認すればよい。 
  ()( ) ( )
( )( ) ( )( )
()( )
( ) ( )( )告示告示遮煙
遮煙
告示告示遮煙
遮煙
RL
RL
RLLLR
RLLLR
gHA
gHA
ρρβ
ρρβ
ρρραβ
ρρραβ
ζ −
−=
−
−
=
∗′∗′∗′∗′
23
2
23
2
 (5.51)  
 
 
5-3-4．加圧告示における風速測定手法の構築 
以下では、4章で構築した測定風速と流量の関係を用いて、加圧告示における風速測定
手法を構築する。なお、4章で述べたとおり給気方式には静圧方式と不完全静圧方式があ
るが、加圧告示が想定しているのは明らかに静圧方式であるので、ここでは静圧方式につ
いてのみ述べることとする。 
加圧告示では常温確認時の遮煙開口部流量 告示LRW [kg/s]として式(5.24)を参考にすると、
下式で得られる流量を想定している。 
( )  ( ) 告示告示告示告示 VAVHW LLRLLRLR ραβρα == 4.0  再掲(5.24) 
 θβ sin4.0 ==B
告示  再掲(5.53) 
 ここで、B：遮煙開口部の扉幅［m］、H：扉高さ［m］、A：扉面積［㎡］、ρL：付室
密度(常温を想定)［kg/m3］、V告示：告示規定②で与えられる風速c√H(c:2.7、
3.3、3.8)［m/s］ 
  一方、4章では32点垂線面平均風速 PV［m/s］と通過流量 真値LRW ［kg/m3］の関係として
式(4.11)が与えられている。 
pLxpLLR VBHVAW 69.0sin ××≥××= θρρ真値  再掲(4.11) 
式(5.24)、(5.53)および式(4.11)より、 告示真値 LRLR WW = としたとき以下の関係を得る。 
  pp VVV ≈≥ α
69.0告示  (5.52)  
 よって、式(5.52)が示すとおり無指向性風速計による32点垂線面平均風速 PV［m/s］と
告示規定風速 告示V ［m/s］を比較すればよい。 
()*'
Rρ
( )告示
Rρ
( )告示
Rρ
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  なお、7章で後述する無指向性風速計による8点平均風速 )8(点PV ［m/s］の場合には以下
の関係が得られる。 
)8(63.0sin 点真値 pLxpLLR VBHVAW ××≥××= θρρ  (5.53)  
pVV α
63.0≥告示  (5.54)
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5-4．まとめ 
本章では2章で示した理論を逆に用いて常温時の情報が既知であるとしてそれと等価な
火災遮煙時の条件を把握する手法を構築した。また、加圧告示を例に常温時の情報から想
定する火災遮煙時の情報を算出するとともに告示の適切な運用について検討した。 
その結果、以下のことを示した。 
1)常温時と等価な流れ場となる火災遮煙時の情報は、常温時の情報(遮煙開口部の開口情報、
空気逃し口の開口情報および設置高さ)により異なる。 
2)これら常温時の情報(遮煙開口部の開口情報、空気逃し口の開口情報および設置高さ、遮
煙開口部の通過流量)が与えられた場合、常温時と等価な流れ場となる火災遮煙時の情報
(遮煙開口部の開口情報、火災室温度)は一意に決まる。 
3)加圧告示は常温時の規定のみであり、加圧告示を満足する給気量は等温系の換気計算で
算出可能である。 
4)加圧告示がある想定火災条件と等価な流れ場を常温時に再現すべく規定されたという点
を踏まえて、加圧告示では記載されていない空気逃し口設置高さについて、適切な設置
高さを算出した。 
5)加圧告示で記述されていない遮煙開口部の風速測定および評価手法を構築した。 
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第6章 
給気方式の差異が 
遮煙開口部中間的開放性状における 
遮煙性能に与える影響 
についての検討 
 
 
6-1．はじめに 
現状の加圧煙制御の給気量設計法 1)2)等では、給気空気は全て付室の静圧上昇に寄与す
るとみなして設計される。これは、2-3で示したとおり室間における流れの移動は室間
の静圧差によるものであるという考えに基づいている。そのため、給気時の付室の十分
内部の速度はほとんど0であることを要求している。 
ところで現状の建築物を鑑みるに、付室は避難時のみに使用するものであるという点
やレンタブル比の向上等の計画上の観点から、付室は極めて小規模の空間となることが
一般的である。必要な付室床面積について建築基準法上の規定はないものの、特別避難
階段の付室では5[㎡]程度が推奨 3)されており、付室面積の目安と考えられていることか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
LP LP
 付室 
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らも、付室が小規模な空間であるかがわかる。 
こうした小規模空間への給気を考えるとき、給気口と遮煙開口部との距離が近い場合
には、給気空気がすべて静圧に寄与するとは考えにくい。このような不完全な静圧方式
［以下、不完全静圧方式］において、給気空気の動圧が遮煙性能に与える影響は明らか
ではない。本章では、こうした給気方式の差異が遮煙性能に与える影響を把握するべく
実大寸法の模型を用いて火災実験を実施した。 
 
 
6-2．既往研究と問題点の整理 
・既往の研究 
給気時に動圧が影響を与える可能性についてはこれまでにも指摘されている。山名、
中野、永野ら4)~12)は給気室[幅3.6[m]×奥行2.6[m]×高さ2.37[m]]と非給気室[幅2.73[m]
×奥行 4.42[m]×高さ 2.37[m]]の 2室からなる模型を用いて常温下で給気を行い、それ
ぞれの室を接続する単純な開口[幅0.9[m]×高さ1.8[m]]での風速および給気室内の静圧
を測定している。実験では給気口の位置や給気口の形状を変化させて行い、開口での風
速分布にはばらつきがあることや給気口の仕様によっては逆流が発生するという問題点
が指摘されている。なお、これらの研究では上記の問題点に対する改善手法について検
討しているが、対策案の構築までは至っていない。 
 
 
・問題点の整理 
①不完全静圧方式の遮煙性能は明らかではない。 
  上記の既往研究は、不完全静圧方式を静圧方式と同等の性能を有するように補正する
対策手法を検討するという方針をとっている。しかし、そもそも現状では静圧方式と不
完全静圧方式での遮煙性能の差異は明らかではない。仮に静圧方式より遮煙性能が良い
(ここでは、ある火災に対して少ない給気量で遮煙できることを意味する)不完全静圧方
式があるならば、わざわざ対策を取る必要はないと考えられる。 
②遮煙開口部に扉が設置された場合の検討がなされていない。 
 上記の既往研究は単純な開口についての検討であり、一般の建物で考えられる防火扉
が設置されている状況下での検討はなされていない。加圧煙制御では火災遮煙時の遮煙
開口部扉の開放状況は半開程度と考えるため、扉の有無は遮煙開口部の気流性状に影響
を与えるはずである。しかし、扉を有する場合の検討はなされていない。 
 
以上を踏まえて、本章では遮煙開口部扉が中間的開放性状の場合において、火災実験
を実施し、給気方式の差異が遮煙性能に与える影響を明らかにする。 
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6-3．実大模型を用いた火災実験 
6-3-1．実験模型概要 
本実験で使用した実験模型を図6.2に示す。 
実験模型は付室に見立てた給気室(幅5.4[m]、奥行2.7[m]、高さ3.0[m])［以下、付室
という］と火災室(幅2.7[m]、奥行2.7[m]、高さ3.0[m])の2室から成る。付室、火災室
ともに天井は15[mm]の強化石膏ボード、床はコンクリートとした。壁は12.5[mm]の石
膏ボード片面張りとし、付室と火災室の境界部分のみ両面張りとした。 
付室と火災室は開口(幅0.88[m]、高 さ1.8[m])[以下、遮煙開口部という]によって接続
されており、遮煙開口部には開放角度が変更可能な厚さ70[mm]の扉を設置した。 
火災室には幅 0.865[m]，高さ 0.955[m]の開口で開口下端が床に面するように設置し
た。 
また、火災実験時には火災室中央に0.5[m]角型パンを底面が床から高さ250[mm]とな
るように設置するとともに、給気空気による火炎吹き倒れ防止を目的としてパンの周囲
の空気逃し口側を除く 3面に横 1[m]、縦 1[m]、厚さ 1[mm]のパンチングメタル(穴径
6[mm]、ピッチ9[mm]、開孔率40.2[%] 〔実質開口面積0.402[㎡]〕［以下、風除け版と
いう］を設置した。 
加圧給気系は、風量調整可能なシロッコファン(TERAL社製 CLFⅡ-NO.4 
1/2-TV-L-RS-B)を直径 0.6 [m]の丸型ダクトを用いて整流機能付・定置式複合ピトー管
センサ(ウエットマスター社製)を介して付室に接続した。ダクト中心位置は壁端から
1.35[m]、床から高さ0.6[m]とした。 
本実験では、加圧煙制御の分野で一般に考えられる静圧が支配的な状況を再現する(性
能詳細は 4-3-6(1)参照)ため、図 6.3に示す横 2.44[m]、縦 2.44[m]、厚さ 1[mm]の多孔
板を給気口からそれぞれ0.9[m] (多孔板A：穴 径6[mm] 、ピッチ9[mm]、開孔率40.2[%] 
〔実質開口面積2.39[㎡]〕)、1.8[m] (多孔板B：穴 径3[mm]、ピッチ5[mm]、開孔率32.6[%] 
〔実質開口面積 1.94[㎡]〕)の位置に設置した。多孔板以外の壁は厚さ 12.5[mm]の石膏
ボードとした。 
なお、漏気試験を事前に実施したが、付室においては遮煙開口部、火災室においては
空気逃し口以外からの空気の流出はみられなかった。 
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6-3-2．不完全静圧方式として検討した給気方式 
本研究では前述の静圧方式を想定した給気方式に加えて、動圧が遮煙開口部圧力差分
布に影響を及ぼす条件として、図6.4(a)～(d)に示す4つの給気方式についても検討を行
った。 
以下にその詳細について述べる。 
多孔板Bを取り外し、一部に給気口を設け、給気口以外の部分はベニヤ板で遮蔽した。
給気口寸法は幅1220[mm]、高さ610[mm]であり、図6.4(a)に示すとおり床からそれぞ
れ 1220[mm] [以下、給気口上部という]、図 6.4(b)に示すとおり給気口下端が床に接す
る場合[以下、給気口下部という]、図6.4(c)に示すとおり1830[mm]の場合の3パターン
とした。 
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(c)給気口下端が床から1830[mm]の場合には、図6.4(c)に示すとおり遮煙開口部上(多孔
板Bの位置から2680[mm]の地点)に幅880[mm]、高さ1200[mm]、厚さ12.5[mm]の垂
れ壁を天井下に設置した[以下、垂れ壁という]。 
また、(b)給気口下端が床に接する場合には、遮煙開口部への直接流れ込むことを防止
するために、図 6.4(d)に示すとおり給気口から 560[mm]離れたところに幅 1220[mm]、
高さ795[mm]の遮蔽板を設置した場合[以下、遮蔽板という]についての検討も行った。 
以下では多孔板 A、Bとも設置した場合を静圧方式が再現されている状態、多孔板 B
の代わりに給気口として開口付きの壁を設置した場合を不完全静圧方式と想定した。 
 
 
6-3-3．測定項目 
本実験では、給気風量、燃料重量減少、給気室温度、火災室温度、遮煙開口部におけ
る扉口面温度、垂線面温度、直上温度を測定した。なお、火災室及び遮煙開口部扉口面
の熱電対は火源の輻射熱の影響を受けないようにアルミホイルによる遮蔽を設けた。 
(1)給気風量 
給気室直前に設置した多孔式ピトー管ウエットマスター社製エアロアイ)により測定し
た。 
(2)燃料の重量減少速度 
  角型パンの下部に設置した電子天秤計(ザルトリウス社製LR64401)により測定した。 
(3)付室温度 
付室温度は、図6.3(a)中に示すA点で、図6.5(a)に示すとおり床から0.3[m]間隔(天井
から0.15[m]内は0.075[m]間隔、天井から0.15[m]から0.3[m]内は0.15[m]間隔)で計11
点測定した。 
(4)火災室温度 
火災室温度は、図6.3(a)中に示すB点、C点で、図6.5(a)に示すとおり(2)給気室温度
と同様に計22点測定した。 
(5)扉口温度 
扉口温度は、図 6.5(b)に示すとおり遮煙開口部の三方枠部分の断面において、非ヒンジ
部側から140[mm] [以下、開放端側という]、440[mm] [以下、中央という]、740[mm] [以
下、ヒンジ側という]の3列、各列は床から 0.1[m]から1.7[m]の間を0.266[m]間隔に7
点の計21点で測定した。 
(6)直上温度 
直上温度は図6.5(b)に示すとおり、遮煙開口部上端において、開放端側から140[mm] 
(開放端側)、440[mm] (中央)、740[mm] (ヒンジ側)の3点で給気室側に15[mm]突き出
した熱電対で測定した。 
第6章：給気方式の差異が遮煙開口部中間的開放性状における遮煙性能に与える影響についての検討 
131 
 
(7)垂線温度 
  垂線温度は、図6.5(c)に示すとおり開放端から扉板に向かって垂線を下した面[以下、
垂線面という]において、開放端側から140[mm] (開放端側)、440[mm] (中央)、740[mm] 
(ヒンジ側)の3列、各列は床から 0.1[m]から1.7[m]の間を0.533[m]間隔に5点の計15
点で測定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6-3-4．実験条件 
本実験では、給気方式、遮煙開口部扉の開放角度、開放方向をパラメータとして、表
6.1に示す計22条件について測定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開放方向 扉の開放角度
[-] [°]
1 90
2 60
3 45
4 30
5 45
6 30
7 45
8 30
9 45
10 30
11 45
12 30
13 45
14 30
15 45
16 30
17 45
18 30
19 45
20 30
21 45
22 30
給気方式No.
遮煙開口部の設定条件
上流側開放
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(ⅱ)給気口上部
(ⅲ)給気口下部
(ⅴ)遮蔽版
(ⅳ)垂れ壁
下流側開放
上流側開放
下流側開放
上流側開放
下流側開放
上流側開放
下流側開放
表6.1 実験条件
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(1)給気方式 
  給気方式は(ⅰ)静圧方式と、不完全静圧方式［(ⅱ)給気口上部、(ⅲ)給気口下部、(ⅳ)
垂れ壁、(ⅴ)遮蔽版の5条件とした。 
(2)遮煙開口部の扉の開放方向 
  開放方向は図6.6に示すとおり、上流側開放と下流側開放の2条件とした。 
 
 
 
 
 
 
 
(3)遮煙開口部の扉の開放角度 
  開放角度は図6.7に示すとおり、90[°]、60[°]、45[°]、30[°]の4条件とした。た
だし、静圧方式上流側開放を除く条件では、45[°]、30[°]の条件のみとした。 
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6-3-5．実験方法 
遮煙開口部扉の開放角度を設定した後、図 6.8に示すとおり給気風量を 7000[㎥
/h](1.94[㎥/s])で定常になるのを確認した後、火源(メタノール 9[ℓ])に着火する。着火開
始200秒後から120秒間隔で給気量を500[㎥/h] (0.14[㎥/s])ずつ減少させ、6-3-3で示
した測定項目を測定した。なお、120秒間隔で減少させる給気量は常温下で事前に調べ
た。 
3-6-1同様、本実験においても可視化実験を実施した。その結果、本実験で実施した
すべての給気方式において、常に開口上部から遮煙が破られることを確認した。 
以上のことから、本検討では遮煙達成の可否を直上温度上昇で判断することが適切と
考え、本研究では図6.9に示すとおり、直上温度のいずれかが着火開始前の値より 5℃
以上上昇した値を以降継続して示したとき、「遮煙が破られた」と定義する。また、この
5秒前の時刻を最小の給気量で遮煙が達成できる状態として「火災遮煙時」と定義する。 
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6-3-6．実験結果 
(1)発熱速度 
  着火開始から800秒までの各給気方式の発熱速度を図 6.10に示す。なお、発熱速度
は燃料の重量減少速度の 45秒毎の平均値に理論発熱量(メタノール：19.9[MJ/kg])を乗
じて算出した。 
 図6.10に示すとおり、給気方式や扉開放角度が異なっても発熱速度はおおむね同様の
傾向を示す。これは火源前に設置した風除け版の効果と考えられる。 
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図6.10  重量減少速度から算出した発熱速度
(d)上流側開放-30° (e)下流側開放-30° 
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(2)各測定項目の測定結果 
図6.11から図6.16に全条件の(1)時系列(着火開始後から900秒)での給気風量と直上
温度の関係、(2)時系列での火災室温度[B点(2.8[m])、C点(2.8[m])]、付室温度(2.8[m]、
2.1[m])の関係、(3)本研究で定義した火災遮煙時の火災室温度および付室温度、(4)火災
遮煙時の遮煙開口部温度性状を示す。 
(1)より、給気風量の減少割合は各条件でおおむね同一である。直上温度は、静圧方式
ではあるときを境に、本研究で測定した3点すべてで急激に上昇する。遮煙が破られた
後の各点の温度は異なり、ヒンジ、中央、開放端の順で高い。なお、30°の場合には、
これらの挙動とは異なり、ヒンジ側の値が小さい値を示している。これは扉開放角度が
小さいため、ヒンジ側の熱電対と扉が接触し、扉板と熱電対が重なったために適切に直
上温度を測定できなかったためと考えられる。一方で、不完全静圧方式の各条件では静
圧方式に比べて小さく振動しながら徐々に上昇する。これは本研究で定義した火災遮煙
時以前にも微量の煙が給気室内に侵入することを意味する。 
(2)より、火災室温度の上昇割合は各方式でおおむね同一である。これは、6-4-6(1)で
示したとおり発熱速度がおおむね同一であったためと考えられる。上流側開放の場合、
C点に比べてB点のほうが小さい値を示すのは、B点が遮煙開口部から流入してくる給
気空気の冷却効果によるものと考えられる。 
付室温度は、静圧方式では直上温度の上昇に従って上昇し、付室内では天井に近い測
定点[A点(2.85m)]の方が必ず大きい。これは、付室内に進入した煙が給気の影響をあま
り受けず成層化したためと考えられる。一方で、不完全静圧方式では直上温度が上昇す
るときと付室温度が上昇するときが異なり、直上温度が上昇してしばらく経過してから、
付室温度が上昇する。この理由として、不完全静圧方式では動圧の影響により給気室内
空気と侵入した高温の煙が激しく混合されるためと考えられる。 
(3)より火災遮煙時の火災室温度と付室温度は各条件で異なる。これは、遮煙が破られ
るときが各条件によって異なるためである。また、各条件とも火災室内は 2層化されて
いることがわかる。 
(4)より、火災遮煙時においても扉口温度は全条件とも上昇する。これは、遮煙が達成
されていても、扉口面に煙が侵入するためと考えられる。この傾向は可視化実験でも確
認されている。静圧方式の場合、開放方向によらず、ヒンジ側が上昇する。不完全静圧
方式の場合は、給気方式、開放方向によって温度が上昇する地点は異なる。一方で、各
条件とも垂線面の温度上昇はみられない。 
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以上を踏まえると、火災遮煙時における煙挙動は以下に示す仮説が導出できる。 
火災遮煙時において、煙は扉口面から付室内に侵入する。これは扉口面の温度が火災
遮煙時に上昇していることからも推察できる。侵入した煙は、図 6.16に示すとおり、最
隘路となる垂線面付近では必ず押し戻される。その一方で、煙は高温であるから、浮力
によって上昇する。上昇した煙は上部面(遮煙開口部扉と扉口と垂線面の間に形成される
扇形の部分)から付室内に侵入しようとする。このとき、給気によって上部面からの十分
な押し込み(風速)が確保されていれば、遮煙は達成される。一方で、押し込み(風速)が確
保されていなければ、遮煙が破られることとなる。 
よって、遮煙達成には図 6.17に示すとおり、垂線面と上部面(遮煙開口部扉と扉口と
の間に形成される扇形の部分)の 2方向の直交する面からの押し込みが必要と考えられ
る。なお、静圧方式の場合は遮煙の条件として開口上端での遮煙開口部風速が 0である
ことが要求されており、当該要求を満足すれば、自ずと2方向での必要風速確保がなさ
れていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付室 
火災室 扉口面 
垂線面 
図6.16  火災遮煙時における遮煙開口部近傍での煙挙動 
上部面 
必要圧力差
 
( 風速
) 
図 6.17  遮煙に必要と考えられる要素 
火災遮煙時におい
ても煙は扉口面か
ら侵入する
必要圧力差 
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6-4．給気方式の差異が遮煙性能に与える影響の検討 
以下では給気方式の差異が遮煙性能に与える影響を検討するために火災遮煙時の給気
量に着目し、静圧方式を対象とした理論式に準拠した理論値と実験値を比較する。 
 
6-4-1．火災遮煙時の火災室温度についての取扱い 
6-3節に示したとおり、火災遮煙時の火災室温度は実験条件により異なる。よって、
本研究では図6.18に示すとおり、遮煙開口部の開口上端から下端の範囲を、火災室温度
測定点間の中央を境界として計6分割(層厚t=0.3[m])し、当該層kにおけるB点とC点
の平均を当該層代表温度 ()kST [℃]と定義する。なお、図6.11から図6.15の(3)に火災室層
代表温度を併せて示すとともに、表 6.2に全条件の遮煙開口部開口上端から下端の範囲
内(計6層:k=1から6とする)の各層代表温度を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表6.2  火災遮煙時の火災室温度の測定結果 
火災室 
図6.18  火災遮煙時の火災室温度の分割方法 
遮煙開口部の上端 
(Layer k) 
t
2
t ()kST
付室 
付室温度
層1(k=1) 層2(k=2) 層3(k=3) 層4(k=4) 層5(k=5) 層6(k=6) [℃]
1.8m-1.65m 1.65m-1.35m 1.35m-1.05m 1.05m-0.75m 0.75m-0.45m 0.45m-0m TL
1 90 162 148 108 53 42 34 28
2 60 191 176 129 61 42 33 26
3 45 206 189 118 76 52 36 26
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7 45 184 154 133 93 44 34 24
8 30 244 231 171 121 73 42 25
9 45 112 92 82 55 39 36 20
10 30 226 209 140 97 58 51 24
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15 45 231 221 210 93 58 42 25
16 30 257 247 187 114 72 54 25
17 45 179 148 111 75 39 33 24
18 30 235 223 164 103 52 43 26
19 45 238 218 144 112 64 47 25
20 30 263 249 160 130 73 55 25
21 45 184 159 116 89 52 35 23
22 30 221 210 189 117 52 40 25
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6-4-2．静圧方式での複数層分割モデルにおける理論遮煙開口部流量 
火災室を複数層に分割した場合に、既に構築されている例えば 1)静圧方式の場合の理論
遮煙開口部必要流量Qt[m3/s]は、図6.19に示すとおり、開口上端圧力差を0とし、層k
の下端圧力差が層 k-1の下端圧力差と厚さ t分の浮力の和となるように各層の圧力差を
定義すると、以下の式で与えられる。 
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6-4-3．遮煙性能の比較 
  本実験では、遮煙開口部以外からの空気の流出はなかったため、実験で得られた火災
遮煙時の給気量を遮煙開口部測定流量 Qm[m3/s]とする。ここで、次式に示すとおり
Qm[m3/s]と式(6.1)から(6.5)より得られる理論遮煙開口部必要流量Qt[m3/s]の比を流量比
φと定義する。 
t
m
Q
Q=φ
 (6.6) 
図6.19  複数分割層モデルにおける遮煙開口部流量 
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  流量比φは、ある火災条件において実験的に得られた遮煙に必要な遮煙開口部流量を
当該火災条件において静圧方式の場合に必要な理論流量で基準化したものであり、遮煙
性能を評価する尺度となる。φ=1のとき当該給気方式は静圧方式と同等の性能を有する
ことになり、φ>1の場合には当該給気方式は静圧方式より性能が悪いことを意味し、φ
が大きくなるほど性能が悪い。逆にφが1より小さければ静圧方式より性能が良いこと
を意味し、φが小さくなるほど性能が良い。 
表 6.2に示した各層代表温度を式(6.1)から(6.5)に代入して得られる Qtと本実験で得
られたQmの流量比φについて、静圧方式の場合を図6.20に、不完全静圧方式の場合を
図6.21に示す。なお、Qt算出時の扉面積(扉幅B×扉高さH)に対する流量係数 α は、同
一の模型を用いた常温給気実験での得られた値 7章後述を用いた。用いた流量係数および
本実験で得られたQt、Qm、φを表6.3および表6.4に併せて示す。 
図 6.20より、静圧方式において φは、扉角度、開放方向によらずおおむね一定とな
り1近傍の値をとる。これは、実測値が理論値とよく一致しており、静圧方式がよく再
現できていることを意味する。 
図6.21より、不完全静圧方式の場合、φは給気方式、扉角度によって異なり、1より
大きい場合も小さい場合も存在する。φが1より大きい給気方式は、静圧方式での理論
流量では遮煙できないことを意味し、遮煙達成のためには上乗せが必要となる。一方で、
φが1より小さい給気方式は、静圧方式での理論流用より小さい流量で遮煙が可能なこ
とを意味し、遮煙性能が高いといえる。 
本実験の範囲内では、もっとも遮煙性能が高いのは不完全静圧方式-遮蔽版-45°-上流
側開放の条件(φ=0.70)であり、静圧方式に比べて30%必要流量を低減できる。 
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図6.21  流量比φ(不完全静圧方式) 
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表6.3 流量比φ(静圧方式) 
表6.4  流量比φ(不完全静圧方式) 
流量係数 給気風量 理論流量
[-] [CMH] [CMH] [-]
α Qm Qｔ φ
1 90 0.64 6435 6541 0.984
2 60 0.57 5959 6023 0.989
3 45 0.49 5460 5574 0.980
4 30 0.36 4505 4520 0.997
5 45 0.46 5138 5149 0.998
6 30 0.35 3983 4412 0.903
実験条件 流量比
給気方式 開放角度
開放
方向
静
圧
方
式
上流
下流
流量係数 給気風量 理論流量
[-] [CMH] [CMH] [-]
α Qm Qｔ φ
7 45 0.49 6416 5490 1.169
8 30 0.36 4904 4597 1.067
9 45 0.46 6443 4247 1.517
10 30 0.35 4167 4339 0.960
11 45 0.49 6964 4666 1.493
12 30 0.36 4994 4173 1.197
13 45 0.46 4931 5423 0.909
14 30 0.35 3889 4534 0.858
15 45 0.49 4363 6196 0.704
16 30 0.36 3460 4692 0.738
17 45 0.46 6062 5000 1.212
18 30 0.35 4401 4415 0.997
19 45 0.49 4813 6085 0.791
20 30 0.36 3983 4678 0.852
21 45 0.46 5489 5217 1.052
22 30 0.35 3947 4460 0.885
動
圧
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部
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下流
下
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板
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垂
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6-5．まとめ 
給気方式の差異が遮煙性能に与える影響を把握するべく、実大寸法の模型を用いて火
災実験を実施した。 
(1)加圧煙制御の分野で一般に考えられる遮煙開口部扉中間的開放性状の場合、火災遮煙
時以前においても扉口面から煙は侵入するため、遮煙には直交する2方向からの遮煙
が必要となる。 
(2)静圧方式では、遮煙性能は遮煙開口部扉の開放角度および開放方向によらず一定で、
既に構築されている理論式 1)と実験値はよく一致する。 
(3)不完全静圧方式では、遮煙性能は給気方式、遮煙開口部扉の開放角度、開放方向の影
響を受ける。 
(4)不完全静圧方式では、上記条件によって静圧方式より遮煙性能が良い場合も悪い場合
も存在する。 
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第7章 
遮煙性能の差異を生み出す 
メカニズム解明のための 
基礎的データの収集 
 
 
7-1．はじめに 
  加圧煙制御にはこれまで考えられてきた静圧方式に加えて、不完全静圧方式が存在する。
6章で検討した結果、不完全静圧方式の遮煙性能は、静圧方式に比べて良い場合も悪い場
合もあることを示した。 
この結果を踏まえると、不完全静圧方式はうまく使えば静圧方式より給気量を削減でき
る、あるいは安全性能が上昇するなどのメリットがあると考えられ、今後は不完全静圧方
式がされる可能性も考えられる。その場合、不完全静圧方式の給気量設計法や性能確認手
法が必要となるが、これらは未だ構築されていない。これらの手法の構築のためには、遮
煙性能の差異を生み出すメカニズムの解明が必要となる。 
ところで、6章では遮煙性能の差異を生み出す要因として、垂線面と上部面の 2つの直
交する面で十分な押込み量が確保できるか否かであるという仮説を構築した。この仮説を
踏まえると遮煙性能の差異の評価が可能と考えられる要素がいくつか挙げられる。 
そこで本章では、不完全静圧方式に対応した給気量設計法や性能確認手法の構築のため
の第一段階として、遮煙性能の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの収
集を目的とした常温給気実験を行った。実験では上記仮説から遮煙性能の差異の評価が可
能と考えられるいくつかの項目について測定した。また、測定結果と 6章での遮煙性能の
結果を紐づけることで、上記仮説の妥当性について検討した。 
 
 
7-2．問題点の整理 
不完全静圧方式の給気量設計法や性能確認手法の構築に障害となるであろう問題点を
7-3．測定対象とする物理量に関する考察 
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整理する。 
①遮煙条件が明確ではない。 
静圧方式では静圧理論に基づき、開口上部での静圧差が0という遮煙条件が構築されて
いる。しかし、不完全静圧方式の遮煙条件は明確ではない。 
②常温確認時に実測すべき物理量の対象が明らかではない。 
静圧方式では常温確認時の遮煙開口部流量を実測対象としていたが、問題点①にあるよ
うに実測値と比較すべき基準値が明らかではないため、実測対象とすべき物理量が明らか
ではない。 
本研究では前章で示したとおり、遮煙実験で検討した不完全静圧方式の中でも遮煙性能
の優劣を評価している。そこで、本研究では遮煙実験で検討した不完全静圧方式に対して、
いくつかの物理量を測定対象として常温給気実験を行い、実測値と遮煙性能を紐づけるこ
とで不完全静圧方式の運用に必要な項目について検討する。 
 
 
7-3．測定対象とする物理量に関する考察 
 6章での遮煙実験の可視化実験から導出した仮説に基づくと、遮煙に必要な要素として
図7.1に示すとおり、垂線面と上部面(遮煙開口部扉と扉口との間に形成される扇形の部分)
の2方向の直交する面からの押し込みが挙げられる。直交する 2方向の押込みのためには
付室－火災室間の静圧差の上昇が必要と考えられる。そのため、静圧を把握することは遮
煙性能を評価できる要素の一つと考えられる。 
また、静圧差および動圧は遮煙開口部では風速となって作用する。そのため、遮煙開口
部での風速も遮煙性能を評価できる要素と考えられる。ただし、このとき必要な風速は上
部面および垂線面に垂直な成分である。 
ところで、風速計には図7.2に示すとおり(a)無指向性風速計と(b)指向性風速計の2つが
ある。それぞれの風速計には測定方向と流れの向きとの角度差θの場合のときの応答精度
が異なる。図7.2に本研究で使用している日本カノマックス社製(MODEL6501)の(a)無指 
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向性風速計(プローブ：6543-21)、と(b)指向性風速計(プローブ：6541-21)の(c)水平方向の
応答精度および(d)鉛直方向の応答精度を併せて示す。なお、図 7.2(c)(d)中の無指向性
(1[m/s])および指向性(10[m/s])の測定値はカノマックス社の HP1)に記載されている値を読
み取ってプロットしたものである。水平方向の無指向性(2～5[m/s])および指向性(2～
5[m/s])の応答精度は後述するφ0.6[m]の丸型ダクトを用いて測定を行った。 
図 7.2(c)水平方向の応答精度が示すとおり、無指向性では流れ方向と測定方向の差θが
90°でもほぼ 100%の応答精度を有する。一方、指向性ではθが大きくなるにつれて応答
精度は小さくなる。ところで、図7.2(c)中に併せて示したsinθの曲線と指向性の応答精度 
はおおむね一致する。これは指向性の測定値が、図 7.3(e)に示とおり測定方向と垂直な面
に対する垂直成分として扱ってもよいと考えられる。 
図 7.2(d)鉛直方向の応答精度が示すとおり、無指向性では流れ方向と測定方向の差θが
45°でもほぼ100%の応答精度を有するが、θ>45°では応答精度は小さくなり、θが90°
のときは70%程度である。一方、指向性ではθが大きくなるにつれて応答精度は小さくな 
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流れ方向 
測定方向 
(風向マーク)
流れ方向 
θ 
(e)指向性風速計とsinθの関係 
(ⅰ)水平方向 
(上から見た場合) 
V 
Vsinθ 
風速計 
(ⅱ)鉛直方向 
(横から見た場合) 
θ 
流れ方向 
風速計 
測定方向 
(風向マーク) 
V θ 
Vsinθ 
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る。図7.2(c)同様、図7.2(d)中に併せて示したsinθの曲線と指向性の応答精度はおおむね
一致する。これは指向性の測定値が、図 7.3(e)に示とおり測定方向と垂直な面に対する垂
直成分として扱ってもよいと考えられる。
以上を踏まえて、本研究では遮煙に必要な要素として①室間の静圧差、②垂線面および
上部面における風速を測定対象とし、指向性風速計による測定値を測定面の垂直風速とみ
なせるものとする。 
 
7-4．静圧測定装置の検証実験 
  静圧差の測定については現状、流れ方向が既知の場合に静圧差を測定する装置(一般には
ピトー管、火災分野では2方向管)があるが、流れ方向が不明な場合に静圧を測定できる装
置は見当たらない。そこで流れ方向が不明な場合においても静圧を測定する装置(以下、静
圧測定装置)を作成し、性能検証実験を行った。 
7-4-1．静圧測定装置概要 
  作成した静圧測定装置を図7.3に示す。本装置は内径6.5[mm]、長さ112[mm]の円筒と、
その円筒の中央に内径 6[mm]の円筒が垂直に接続している。なお、この他にも直径
6.5[mm]の円筒長さが195[mm] (＝30d)と、19.5[mm] (＝3d)のものについても検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.5
 
(d)
 
6.5
 
(d)
 
6 
56(≧8d) 
図7.3  静圧測定装置[単位：mm]
(a)静圧測定装置(中) 
(c)静圧測定装置(長) 
ステンレス中空パイプ 
JIS G 3459
SUS 304TP
(b)静圧測定装置(短) 
6.5
(d)
 
6
97.5(=15d)
195(=30d) 
19.5 (=3d) 
9.75(=2d) 
112(≧16d) 
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7-4-2．模型概要 
  実験模型を図7.4に示す。本模型は丸ダクトから成り、一方には風量調整可能な給気フ
ァン[TERAL社製 CLFⅡ-NO.4 1/2-TV-L-RS-B]、他方には整流機能付き多孔式ピトー管
[ウエットマスター社製エアロアイ](以下、多孔式ピトー管)に接続している。多孔式ピトー
管以降には、長さ 3.6ｍの丸ダクト(ダクト径φ600)が接続されており、多孔式ピトー管か
ら 1.8mの地点におけるダクト中央部を測定点とする。なお、ダクト内静圧を変化させる
ため、排出口では遮蔽版を取り付けることにより開口面積を変更できる。遮蔽版の仕様は
図7.5に示す3条件について検討を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
流れ方向 
整流機能付き 
多孔式ピトー管 
給気 
ファン 測定点
3600 
60
0 
30
0 
丸ダクト 
1800 1800 
排出口
(遮蔽版により面積変更可)
図7.4  実験模型
図7.5  排出口に取り付ける遮蔽版の仕様[単位:mm] 
(b)開口B 
［開放比率44.4%］ 
250 50 200100 150 150
遮蔽部分 
(a)開口A 
［開放比率69.4%］ 
(c)開口C 
［開放比率25%］ 
11000 
ステージ(H=1100) 
給気ファン 
丸ダクト 
(φ600) 
多孔式 
ピトー管 
(a)平面図 
① ② ③ 
測定地点 
70
00 
1500 
① ② ③ 
(b)多孔式ピトー管以降の詳細(上から見た場合) 
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7-4-3．測定項目 
以下の 4 項目について測定した。 
(1)給気風量 
多孔式ピトー管ウエットマスター社製エアロアイ)により測定した。 
(2)測定点の静圧 
 図7.3で示した静圧測定装置およびピトー管、2方向管を用いて、測定点におけるダク
ト内静圧を測定した。圧力差測定には差圧計[Validyne 社製 DP103]を用いて模型外部をゼ
ロ基準として測定した。なお、静圧測定装置では、図 7.6に示すとおり装置の先端の向きと
流れ方向の角度差 θ が変化した場合の検討も行う。 
(3)測定点の風速 
指向性、無指向性の熱線風速計[日本カノマックス社製 MODEL6501、プローブ：
6543-21,6541-21]により測定した。 
(4)全圧 
  ピトー管、2方向管により測定した。圧力差測定には差圧計[Validyne 社製 DP103]を用
いて模型外部をゼロ基準として測定した。 
 
 
 
 
 
7-4-4．実験条件と測定方法 
実験条件を表 7.1に示す。本研究では、排出口寸法およびダクト内通過流量をパラメー
タとして計 18条件の測定を行った。測定方法は給気風量を一定として定常になるのを確
認した後、1分間測定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
流れ方向 
測定点
θ 
静圧測定装置の 
先端の向き 
図7.6  静圧測定装置の先端の向きと流れ方向の角度差θの場合 
表7.1  実験条件
実験No. 排出口寸法 ダクト内通過流量［㎥/h］ 表記方法
1 1000 B-1
2 1500 B-1.5
3 2000 B-2
4 2500 B-2.5
5 3000 B-3
6 4000 B-4
7 5000 B-5
8 1000 C-1
9 1500 C-1.5
10 2000 C-2
11 2500 C-2.5
12 3000 C-3
13 4000 C-4
14 5000 C-5
15 1000 D-1
16 1500 D-1.5
17 2000 D-2
18 2500 D-2.5
B
C
D
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7-4-4．静圧測定装置の性能検証手法 
  本実験の目的は静圧測定装置の性能を検証することによる。そこで、以下の手法により
その性能を検証する。 
検証手法を図7.7に示す。まず、熱線風速計とピトー管および 2方向管での風速が等し
ければ、ピトー管および2方向管の静圧はおおむね妥当といえる。そこで、ピトー管およ
び2方向管の静圧を真値と考え、静圧測定装置の値と比較することで、静圧測定装置の妥
当性を検証する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7-4-5．実験結果 
表7.2に、各測定機器での測定結果(静圧測定装置は先端の向きと流れ方向の角度差θ=0
の場合)を示す。風速計および 2方向管、ピトー管から得られる風速 V[m/s]はおおむね一
致する。そのため、2方向管およびピトー管の静圧P[Pa]はおおむね妥当であるといえる。
また、2方向管およびピトー管とすべての静圧測定装置の静圧P[Pa]もおおむね一致する。
よって、θ=0の場合静圧測定装置はよく静圧を測定できる。 
つぎに表 7.3にθ[°]を変化させたときの静圧測定装置の測定値を示す。なお、ピトー
管で得られた動圧と静圧を用いて次式で定義される圧力比ωも併せて示す。 
( )
( )ピトー管
ピトー管
P
V22
1ρ
ω=  (7.1)  
表 7.3より、θを変化させた場合に静圧測定装置が示す値は、圧力比ωによって異なる
ものの、θの値が大きくなるにつれてθ=0のときの測定値より必ず小さい値を示す。また、
その精度は静圧測定装置の筒の長さによっても異なる。 
(a)静圧測定装置(中)の場合、ωが0.1より小さい場合にはθの値によらず概ねθ=0と同
図7.7  静圧測定装置の性能検証手法
熱線風速計 ピトー管 2方向管 静圧測定装置 
全圧 静圧 静圧 
風速 風速 
検討①：両者の風速が等しいか確認
等しい場合にはピトー管の静圧は
妥当と考え、真値として取り扱う 検討②：両者の静圧が等しいか確認
検討③：静圧測定装置の先端の向き
    と流れ方向の角度θがある
場合の影響 
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等の値を示す。ωが0.4程度の場合には、θ=0の場合の90%の応答となるのはθ=60程度
であり、θ=90のとき60%の応答となる。 
(b)静圧測定装置(短)の場合、ωが0.1より小さい場合にはθの値によらず概ねθ=0と同
等の値を示す。φが0.4程度の場合には、θ=0の場合の90%の応答となるのはθ=30程度
であり、(a)静圧測定装置(中)より精度が低いといえる。 
(c)静圧測定装置(長)の場合、ωが0.1より小さい場合にはθの値によらず概ねθ=0と同
等の値を示す。φが0.4程度の場合には、θ=0の場合の90%の応答となるのはθ=45程度、
θ=90のとき50%の応答となり、(a)静圧測定装置(中)より精度が低いといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0  15 30 45 60 75 90
1000 0.39 1.00 1.00 0.98 0.95 0.92 0.80 0.56
1500 0.40 1.00 1.00 0.97 0.95 0.92 0.80 0.62
2000 1.00 0.99 0.96 0.94 0.88 0.80 0.61
2500 0.37 1.00 1.00 0.98 0.95 0.93 0.82 0.63
3000 0.38 1.00 0.98 0.96 0.94 0.89 0.81 0.61
4000 0.39 1.00 0.98 0.96 0.94 0.90 0.82 0.61
5000 0.38 1.00 0.98 0.96 0.94 0.91 0.82 0.61
1000 0.10 1.00 1.00 1.00 0.99 0.98 0.97 0.88
1500 0.10 1.00 0.99 0.99 0.98 0.98 0.96 0.89
2000 0.10 1.00 1.00 0.99 0.98 0.97 0.94 0.90
2500 0.10 1.00 0.99 0.99 0.99 0.98 0.97 0.90
3000 0.10 1.00 1.00 0.99 0.99 0.98 0.97 0.90
4000 0.10 1.00 1.00 0.99 0.99 0.98 0.97 0.90
5000 0.10 1.00 1.00 0.99 0.99 0.99 0.98 0.90
1000 0.03 1.00 0.99 0.99 0.99 0.99 0.98 0.96
1500 0.03 1.00 1.00 0.99 0.99 0.99 0.98 0.97
2000 0.03 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.99 0.97
2500 0.03 1.00 1.00 1.00 1.00 0.99 0.99 0.97
実験条件
風量
[CMH]
A
B
C
開口
表7.2  風速および静圧の測定結果 
(静圧測定装置の先端の向きと流れ方向の角度差θ=0の場合) 
(a)静圧測定装置(中)
指向 無指向 (中) (短) (長)
1000 1.2 1.3 1.2 1.1 1.7 1.9 2.0
1500 1.9 2.0 1.9 1.7 4.0 4.4 4.8
2000 2.5 2.6 2.6 2.3 7.3 － 8.6 7.5 9.0
2500 3.2 3.2 3.2 2.9 11.2 13.2 13.1
3000 3.7 3.7 3.8 3.4 16.0 17.7 18.7 16.6 19.2
4000 4.9 4.9 5.0 4.6 28.8 32.0 33.0 29.6 33.9
5000 6.1 - 6.3 5.6 44.5 49.3 50.7 45.3 51.9
1000 1.3 1.3 1.3 1.2 7.9 7.9 8.2
1500 1.9 2.0 1.9 1.7 16.9 17.1 17.6
2000 2.5 2.6 2.5 2.3 29.8 30.5 31.1 30.2 31.3
2500 3.2 3.2 3.2 2.9 48.1 48.9 49.9
3000 3.8 3.8 3.8 3.4 67.1 69.0 69.6
4000 5.0 5.0 5.1 4.6 121.3 124.5 125.1
5000 6.2 - 6.3 5.7 188.1 193.3 193.4
1000 1.3 1.3 1.3 1.1 29.8 29.6 30.1
1500 1.9 2.0 1.9 1.7 62.4 62.8 63.4
2000 2.6 2.6 2.5 2.3 111.7 112.4 113.0
2500 3.2 3.2 3.1 2.8 174.3 175.2 176.5
風速V[m/s]実験条件
開口 風量[CMH] 2方向管 ピトー管
静圧測定装置
静圧Ps[Pa]
測定結果
A
B
C
2方向管 ピトー管風速計
表7.3  静圧の測定結果(θを有する場合)
第7章：遮煙性能の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの収集 
161 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
7-5．常温給気実験 
以下では、7-4で示した静圧測定装置等を用いて実施した実大規模の模型を用いた付室給気
実験の結果と考察について示す。 
7-5-1．実験模型概要 
本実験で使用した実験模型を図 7.8に示す。本実験では5章で用いた模型の火災室がな
い仕様の模型を用いた。 
実験模型は付室に見立てた給気室［幅 5.4m、奥行 2.7m、高さ 3.0m］から成る。天井
は 15mmの強化石膏ボード、床はコンクリートとした。壁は厚さ 12.5mmの石膏ボード
片面張りとした。 
給気室には開口((幅 0.88ｍ、高さ 1.8ｍ)[以下、遮煙開口部]が設置されており、遮煙開
口部には厚さ65mmの扉を設置した。なお、実験模型の外部は大規模吹抜空間であり、空
気逃がし口からの流出を阻害する障害物はない。 
加圧給気系は、風量調整可能なシロッコファン(TERAL社製 CLFⅡ-No.4 
1/2-TV-L-RS-B)を直径0.6mの丸型ダクトを用いて多孔式ピトー管センサ(ウエットマスタ 
ー社製エアロアイ)を介して給気室に接続した。ダクト中心位置は壁端から1.35m、床 か
ら高さ0.6mとした。 
  本研究では、加圧煙制御の分野で一般に考えられる静圧が支配的な状況を再現するため、
(c)静圧測定装置(長)
(b)静圧測定装置(短)
0  15 30 45 60 75 90
2000 1.00 1.02 0.90 0.78 0.73 0.79 0.82
3000 0.38 1.00 0.99 0.91 0.77 0.70 0.76 0.81
4000 0.39 1.00 0.99 0.90 0.75 0.69 0.76 0.81
5000 0.38 1.00 1.00 0.90 0.77 0.70 0.76 0.80
B 2000 0.10 1.00 1.00 0.97 0.94 0.93 0.94 0.95
開口 風量[CMH]
A
実験条件
0  15 30 45 60 75 90
2000 1.00 0.98 0.96 0.93 0.87 0.76 0.50
3000 0.38 1.00 0.99 0.97 0.94 0.88 0.78 0.50
4000 0.39 1.00 0.98 0.96 0.94 0.89 0.79 0.50
5000 0.38 1.00 0.98 0.97 0.94 0.89 0.78 0.52
B 2000 0.10 1.00 1.00 0.99 0.98 0.97 0.94 0.87
実験条件
開口 風量[CMH]
A
ω 
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図7.9に示す横2.44[m]、縦2.44[m]、厚さ1[mm]の多孔板を給気口からそれぞれ0.9[m](多
孔板A：穴径6[mm]、ピ ッ チ9[mm]、開孔率40.2[%] 〔実質開口面積2.39[㎡]〕)、1.8[m] 
(多孔板B：穴径3[mm]、ピッチ5[mm]、開孔率32.6[%] 〔実質開口面積1.94[㎡]〕)の位
置に設置した。多孔板以外の壁は厚さ12.5[mm]の石膏ボードとした。 
なお、発煙筒を用いた漏気試験を事前に実施したが、給気室においては遮煙開口部、火
災室においては空気逃し口以外からの空気の流出はみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図7.8  実験模型 [単位:mm] 
130 
(ⅰ)多孔板A 
2440
2700 
130
30
00 
56
0 
130 2440 130
2700 
24
40 
(ⅱ)多孔板B 
静圧測定位置 
(矢印は測定方向) 
① 
(a)平面図 
多孔板 
A 
(b)A-A’断面図 
13
0 
多孔板 
B 
(矢印は測定方向) 
静圧測定位置 
917.5900 1802.5 880 
27
00 
24
40 
13
0 
測定用開口部 
(下流側開放) 
A 
60
0 
10
50 
10
50 
給気 
80
0 
10
00 60
0 
30
00 
30
0 
24
40 
［Ⅱ］ 
1000
90
0 
900
給気 
5400
③ 
⑤ 
①,③ 
②,④ 
多孔式 
ピトー管 
図7.9  多孔板の仕様 [単位:mm] 
第7章：遮煙性能の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの収集 
163 
 
7-5-2．給気方式 
本研究では前述の静圧方式を想定した給気方式に加えて、6章と同じ図7.10に示す4つ
の給気方式についても検討を行った。 
多孔板 Bを取り外し、一部に給気口を設け、給気口以外の部分はベニヤ板で遮蔽した。
給気口寸法は幅 1220[mm]、高さ 610[mm]であり、図 7.10(a)に示すとおり床からそれぞ
れ 1220[mm] [以下、上部]、図 7.10(b)に示すとおり給気口下端が床に接する場合[以下、
下部]、図 7.10(c)に示すとおり 1830[mm]の場合の 3パターンとした。なお、給気口下端
が床から 1830[mm]の場合には、図 7.10(c)に示すとおり遮煙開口部上(多孔板 Bの位置か
ら2680[mm]の地点)に幅880[mm]、高さ1200[mm]、厚さ12.5[mm]の垂れ壁を天井下に
設置した[以下、垂れ壁]。また、給気口下端が床に接する場合には遮煙開口部への直接流
れ込むことを防止するために、図 7.10(d)に示すとおり給気口から 560[mm]離れたところ
に幅 1220[mm]、高さ 795[mm]の遮蔽板を設置した場合[以下、遮蔽板]についての検討も
行った。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)給気口上部 (b)給気口下部 
18
30 
130
2700 
130
30
00 
56
0 
1220 1220
61
0 
130 
2700 
130 1220 
給気口 
1220 
図7.10  不完全静圧方式[単位:mm] 
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7-5-4．測定項目 
本研究では給気風量、付室-外気間静圧差、開口部風速を測定した。 
(1)給気風量 
給気室直前に設置した多孔式ピトー管ウエットマスター社製エアロアイ)により測定し
た。 
(2)付室-外気間静圧差 
付室-外気間静圧差は、図7.8(a)(b)に示す地点において、静圧測定装置を[Ⅰ]高さ1.8[m]
に2点、[Ⅱ]高さ1.0[m]に3点の計5点設置し、差圧計に接続して、模型外部をゼロ基準
として測定した。なお、7-4で示したとおり静圧測定装置は流れ方向に対する装置の先端
の向きの角度θが大きい場合には真値より小さくなる傾向がある。そこで、本検討ではθ
≦90[°]となるように［Ⅰ］高さ1.8[m]では先端の向きが①給気口方向と②扉方向、［Ⅱ］
高さ1.0[m]の地点では③給気口方向、④扉方向、⑤天井方向となるようにそれぞれ設置す
るとともに本研究では5点の最大値を測定値とみなして扱うこととする。 
(3)測定用開口部排出風速 
開口部風速は無指向性、指向性の熱線風速計(日本カノマックス社製 MODEL6501、プ
ローブ：6543-21,6541-21)を用いて測定した。測定対象面は図7.11に示すとおり垂線面お
よび上部面とした。 
測定対象面の分割方法は図 7.12に示すとおり垂線面では計 8分割し、分割面の中心を
測定点とした。上部面では計 16分割し、上部面の領域内に存在する分割面の中心を測定
点とした。指向性風速計の測定方向は図7.11に示すとおり、各測定面に垂直になる方向と
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上部面 
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図7.12  分割方法と測定点 
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7-5-5  実験条件 
 本実験では表7.4に示す計22条件について測定を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)給気方式 
  給気方式は(ⅰ)静圧方式と、不完全静圧方式［(ⅱ)給気口上部、(ⅲ)給気口下部、(ⅳ)垂
れ壁、(ⅴ)遮蔽版の5条件とした。 
(2)遮煙開口部の扉の開放方向 
  開放方向は図7.13、図7.14に示すとおり、上流側開放と下流側開放の2条件とした。 
 
 
 
 
 
(3)遮煙開口部の扉の開放角度 
  開放角度は図7.15に示すとおり、60°、45°、30°の3条件とした。ただし、60°は
静圧方式のみである。 
 
 
 
扉の開放角度 開放方向
[°] [-]
1 60
2 45
3 30
4 60
5 45
6 30
7 45
8 30
9 45
10 30
11 45
12 30
13 45
14 30
15 45
16 30
17 45
18 30
19 45
20 30
21 45
22 30
給気方式No.
(ⅰ)静圧方式
不完全静圧方式
(ⅱ)給気口上部
(ⅲ)給気口下部
(ⅴ)遮蔽版
(ⅳ)垂れ壁
下流側開放
上流側開放
下流側開放
上流側開放
下流側開放
上流側開放
測定用開口部の設定条件
下流側開放
上流側開放
下流側開放
上流側開放
表7.4 実験条件
図7.13 上流側開放 図7.14 下流側開放 
多孔板B 
流れ方向 付室 
多孔板B 
流れ方向 付室 
60° 45° 30° 
図7.15 開放角度
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7-5-6．測定方法 
扉の開放状態を設定し、給気風量を一定として定常になるのを確認した後、1分間測定
を行った。 
 
7-5-7．実験結果 
(1)流量係数に関する考察 
以下では、2章同様に静圧方式について測定した付室-外気間静圧差 ΔP[Pa]を用いて流
量係数を算出し、既往の研究と比較することで、静圧方式の再現性について検討する。な
お、本検討は静圧方式のみについての検討であるため、付室内部の速度は十分 0とみなせ
る。そのため、付室-外気間静圧差ΔP[Pa]は測定点5点の平均とする。 
本実験では開口部以外からの空気の流出は見られなかったため、開口部流量 Q[m3/s]と
して給気風量Qm[m3/s]を用いると、実験で得られたQm、ΔPから扉口面積Ag(扉幅B×扉
高さH)に対する流量係数αgは式(7.2)で算出される。 
PA
Q
g
m
g Δ= 2
ρα   (7.2)  
表 7.5より、扉口面積 Ag[㎡]に対する流量係数 αg[-]は、開口位置、開放方向によらず、
開放角度毎に固有の値をもつ。広田式もおおむね一致する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)風速と静圧の測定結果 
 図7.16から図7.20に静圧測定装置による測定値ΔP[Pa]、垂線面、上部面それぞれにお
ける各代表点の風速測定結果、それぞれの測定面における測定点の全平均 Vp[m/s]、給気
風量Qm[m3/s]、次式で定義される垂直風速を示す。 
p
mx A
QV =   (7.3) 
θsinBHAp=   (7.4)  
 
表7.5  扉口面積Agに対する流量係数αg 
③ ④ ⑤
Ag Qm T∞ αg αg
[°] [-] [㎡] [CMH][℃] [-] [-]
上流側 7049 27 2.81 2.73 2.77 2.81 2.85 2.90 0.56
下流側 6974 28 2.99 2.99 2.95 2.91 2.93 3.17 0.54
上流側 6978 27 3.72 3.62 3.71 3.69 3.78 3.79 0.48
下流側 6972 28 4.11 4.07 4.05 4.09 4.13 4.19 0.46
上流側 7006 27 6.95 6.89 6.90 6.95 7.02 7.00 0.36
下流側 6969 28 6.99 6.94 6.99 6.90 7.00 7.13 0.35
ΔP
[Pa]
1.58 0.45
0.33
60
45
30
0.53
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図7.17  測定結果(扉開放角度45°－上流側開放) 
図7.16  風速測定結果(扉開放角度60°) 
a b  c d
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図7.19  測定結果(扉開放角度30°－上流側開放) 
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図7.18  測定結果(扉開放角度45°－下流側開放) 
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( )up mx AA
QV +=
′  (7.5)  
θθcossin2
1 2BAu=  (7.6)  
     ここで、Ap：垂線面積[㎡]、B：扉幅[m]、H：扉高さ[m]、θ：扉開放角度[°]、
Au：上部面面積[㎡] 
また、5 章で示した次式で定義される流量比φを併せて示す。 
t
m
Q
Q=φ
 (7.7) 
ここで、Qm：遮煙限界時の給気量[m3/s]、Qt：遮煙限界時の温度を静圧理論に当ては
めて得られる流量[m3/s] 
 図7.16から図7.20までの結果から、遮煙性能φと測定値の関係について考える。 
(ⅰ)静圧測定値∆Pmと遮煙性能φの関係 
静圧測定値ΔPm[Pa]と式(7.8)で得られる静圧を対象とした理論値ΔPt[Pa]の関係を図
7.21に示す。 
図7.20  風速測定結果(扉開放角度30°－下流側開放) 
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( )2
2
2 A
QP mt
θα
ρ=Δ  (7.8)  
なお、ここでは流量係数αθについては広田式 2)を採用している。 
 ( ) 96.0000060.00125.0023.0 2×−+= θθαθ  (7.9)   
また、図7.21には6章の火災実験においてφが 1より大きい(遮煙性能が静圧場より悪
い)方式には塗り潰し表記している。 
図 7.21より、静圧方式より遮煙性能が悪い方式はおおむねΔPmがΔPtより小さい。
7-5-7(1)で検討したとおり、静圧方式でのΔPmとΔPtはおおむね一致するはずである(本研
究では両者の比が 1.17から 1.05をとり、流量係数換算で広田式より最大 0.03大きい)。
そのため、φが1より大きい方式は式(7.10)を満足しないといえる。 
tm PP Δ≥Δ   (7.10)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ⅱ)平均風速と遮煙性能φの関係 
図7.22に垂線面の測定平均風速Vp[m/s]と式(7.5)で得られる垂直風速V’x[m/s]の関係、
図 7.23に垂線面の測定平均風速 Vuと式(7.5)で得られる垂直風速 V’x[m/s]の関係を示す。
また、図7.22および図7.23には6章の火災実験においてφが1より大きい(遮煙性能が静
圧場より悪い) 方式には塗り潰し表記している。 
図7.22より、垂線面風速では無指向性、指向性ともに遮煙性能φが１より大きい給気方
式と、φが1より小さいあるいはφが1と同等の方式との間に明確な差異はみられない。 
図7.23より、上部面風速では無指向性、指向性ともに遮煙性能φが１より大きい給気
方式は上部面測定風速 Vuが小さい傾向がわかる。例えば、指向性風速計で考えると、静
圧方式でのV’XとVuとの比は0.7から1と多少ばらつきがあるものの、安全側を考えると
φが1より大きい方式は式(7.11)を満足しないといえる。 
7.0
X
u
VV≥  (7.11)  
0
3
6
9
12
15
0 3 6 9 12 15
静圧
場
での
圧
力差
ΔP
t[P
a]
測定静圧差ΔPm［Pa］
静圧方式
給気口上部
給気口下部
遮蔽版
垂れ壁
図7.21  測定静圧差ΔPmと静圧場での圧力差ΔPt 
塗潰し：遮煙性能悪い(φ>1) 
黒：上流側開放 
灰：下流側開放 
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図 7.22  垂線面の測定平均風速Vpと垂直風速V’xの関係 
(ⅰ)静圧方式 (ⅱ)不完全静圧方式 
(a)無指向性風速計 
(ⅰ)静圧方式 (ⅱ)不完全静圧方式 
(b)指向性風速計 
0.75
0.64 0.69
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0.92
0.70
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遮煙性能と測定
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(b)指向性風速計 
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図7.23  上部面の測定平均風速Vuと垂直風速V’xの関係 
(ⅰ)静圧方式 (ⅱ)不完全静圧方式 
(a)無指向性風速計 
(ⅰ)静圧方式 (ⅱ)不完全静圧方式 
0.72
0.59
1.53 
0.45
1.11
0.70
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塗潰し：遮煙性 
能悪い 
(φ>1) 
遮煙性能が悪い方式は 
上部面測定風速が小さい。 
遮煙性能が悪い方式は 
上部面測定風速が小さい。 
塗潰し：遮煙性 
能悪い 
(φ>1) 
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7-6．まとめ 
  本章では不完全静圧方式に対応した新たな給気量設計法や性能確認手法を構築するため
の第一段階として、遮煙性能の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの収
集を目的とした常温給気実験を行った。実験では、6章で示した仮説をもとに遮煙性能の
差異の評価が可能と考えられる項目として、遮煙開口部風速、付室-外気間静圧差を測定し
た。なお、流れがある場において、流れ方向が不明であるときに静圧を測定する装置はな
いため、静圧を測定できる装置を作成し、検証実験を行った。その結果、以下のことを示
した。 
1)静圧測定装置は装置の先端の向きが流れ方向と 45°程度まではおおむね適切な応答を
示すが、それより大きくなると必ず小さい値を返す。 
2)遮煙性能が良い給気方式ではおおむね静圧差が静圧方式の場合より大きくなることが確
認できた。 
3)遮煙性能が良い給気方式では上部面の指向性風速計で測定した結果が静圧方式の場合よ
り大きくなることが確認できた。 
4)上記2)および3)の結果は、6章で構築した仮説がおおむね正しいことを裏付けている。 
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第8章 
総括 
 
 
  本研究は、加圧煙制御における常温確認時の性能確認手法の構築および給気方式の差異
が遮煙性能に与える影響に関する検討を行った。第2章から第5章については主に現在の
加圧煙制御で考えられている、「室間の流体移動はすべて静圧差による」とする静圧方式に
関する研究である。第6章および第7章では給気方式の違いに着目した研究である。以下
に各章に対するまとめを示す。 
 
第 2章では、常温確認時に遮煙開口部の扉開放性状のみを変化させて火災遮煙時と同一
の流れ場を再現したうえで、遮煙開口部の通過流量を測定し、［測定流量］≧［火災遮煙時
の遮煙条件］を確認するという常温確認手法理論を構築した。併せて、常温確認時に火災
遮煙時と同一の流れ場を再現する遮煙開口部の扉開放性状β等価算出のための理論式を「平
均圧力差」の概念を用いて構築した。「平均圧力差」は「床面圧力差」で考える場合に比べ
て、流量計算が容易になる利点があるが、ある条件内においては危険側となる場合がある。
そこで、その場合の補正方法を示した。 
また、一般の建物においては設計時と竣工時とで開口情報が一致することはまれであり、
実際の建物での開口情報を知ることが必要となる。そのため、加圧煙制御の性能確認で行
う実測を想定し、実測結果を活用して、開口情報を求めると同時に遮煙性能を有するか否
かを判断できる手順を提案した。 
 
第 3章では、第 2章で構築した常温確認時に火災遮煙時と同一の流れ場を再現する遮煙
開口部の扉開放性状β等価の算出理論式の妥当性を検証すべく、火災室と給気室の 2室から
成る実大模型を用いて火災実験および常温給気実験を実施した。火災実験では、火災室に
設置したメタノール火源を自由燃焼させながら給気量を段階的に減らしてゆくことで、最
小の給気量で給気室―火災室間の遮煙が達成できるとき［以下、火災遮煙時という］の給
気室圧力、給気風量、各室の温度性状を測定した。常温実験では火災遮煙時の給気量にお
いて、火災遮煙時の付室圧力と同一(流れ場が等しくなることと同義)となるときの扉開放角
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度を求めた。得られた扉開放角度と 2章で構築した遮煙開口部扉の扉開放性状算出理論式
での値を比較し、第2章で構築した理論式は必ず安全側の値を示すことを明らかにした。 
 
第 4章では、第 2章で構築した常温確認手法を用いるうえで必要となる遮煙開口部の流
量算出法構築のための常温給気実験を実施した。まず、測定面を決定すべく、実大模型の
1/3スケールの縮小模型を用いて、PIVによる遮煙開口部近傍の風速ベクトル可視化実験を
実施した。PIVの可視化画像により、開放端側や開口上端部分で 3次元的に縮流が発生し
ているものの、垂線面(三方枠の非ヒンジ部分から扉板に向かって下した垂線)がもっとも風
速ベクトルが垂直に近いことが明らかとなった。そこで、実大規模の付室に常温給気を行
い、遮煙開口部の垂線面を32点に分割して風速測定を行い、32点垂線面測定風速Vpに単
純な係数と垂線面積を乗じれば遮煙開口部流量と扱えることを示した。 
 
第 5章では、加圧告示の適切な運用に向けて加圧告示では明記されていない給気量設計
法、空気逃し口設置高さ、常温確認時の風速測定手法の 3項目について検討した。給気量
設計法については、加圧告示が常温時の規定のみであることに着目して、給気量は等温系
の換気計算で算出可能であることを示した。空気逃し口設置高さについては、第 2章で構
築した火災遮煙時の情報からそれと等価な常温確認時の情報を算出する理論を逆に用いる
ことで、まず、常温時と等価な流れ場となる火災遮煙時の情報は、常温時の情報(遮煙開口
部の開口情報、空気逃し口の開口情報および設置高さ)により異なることを示した。次に、
加圧告示および加圧告示から得られる情報をもとに適切な設置高さを算出した。最後に、
加圧告示で記述されていない遮煙開口部の風速測定および評価手法について、第 4章での
常温給気実験による垂線面風速と通過流量の関係を用いて、垂線面風速を測定風速として
用いる評価手法を構築した。 
 
第6章では、給気方式の差異が遮煙性能に与える影響を把握するべく実大寸法の給気室
および火災室の2室から成る模型を用いて火災実験を実施した。対象とした給気方式は静
圧方式の他に代表的な4つの不完全静圧方式とし、遮煙開口部の扉開放角度、開放方向を
パラメータとし、計 22条件検討した。実験は第 2章の火災実験と同様に、火災室に設置
したメタノール火源を自由燃焼させながら給気量を段階的に減らしてゆくことで、火災遮
煙時の給気風量、各室の温度性状を測定した。これら測定結果から加圧煙制御の分野で一
般に考えられる遮煙開口部が扉中間的開放性状の場合、火災遮煙時以前においても扉口面
(三方枠部分)から煙は侵入するため、垂線面(三方枠の非ヒンジ部分から扉板に向かって下
ろした垂線)および上部面(垂線面、扉板および三方枠で囲まれた開口上部の三角形の部分)
の直交する 2方向での十分な押込みが遮煙には必要であるという仮説を構築した。また、
遮煙性能の差異を評価する手法を構築し、それぞれの遮煙性能を比較した。その結果、不
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完全静圧方式には給気方式、遮煙開口部扉の開放角度、開放方向の影響により、静圧方式
より性能が良い場合も悪い場合も存在することが明らかとなった。 
 
第7章では不完全静圧方式に対応した新たな給気量設計法や性能確認手法を構築するた
めの第1段階として、遮煙性能の差異を生み出すメカニズム解明のための基礎的データの
収集を目的とした常温給気実験を行った。実験では、6章で示した仮説をもとに遮煙性能
の差異の評価が可能と考えられる項目として、遮煙開口部風速、付室-外気間静圧差を測定
することとした。まず、室間静圧差測定を流れがある場において静圧を測定できる装置を
作成し、検証実験を行った。その結果、静圧測定装置は装置の先端の向きが流れ方向と45°
程度まではおおむね適切な応答を示すが、それより大きくなると必ず小さい値を返す特性
が明らかとなった。その特性を踏まえたうえで、常温下での付室を模した実大模型を用い
て遮煙開口部風速、付室-外気間静圧差を測定した。その結果、不完全静圧方式において遮
煙性能が静圧方式より良い給気方式は、①おおむね静圧差が静圧方式より大きくなる、②
上部面風速も静圧方式より大きくなることが確認できた。これら2つの結果より上記の直
交する2方向での押込みが必要であるという仮説の裏付けが得られた。 
 
以上を踏まえて全体を俯瞰すると、静圧方式を対象とした常温確認手法については検討
すべき事項を網羅した研究ができたと考えられる。加圧告示についても本研究での検討事
項を踏まえると、より適切な運用が可能になると考えられる。今後は、今回検討した付室
加圧だけでなく、海外で主流となっている階段加圧の常温確認手法を構築する予定である。 
不完全静圧方式については取扱いに注意すべき点はあるが、静圧方式に比べて遮煙性能
が良い場合もあり、不完全静圧方式での加圧煙制御が今後、運用されることも考えられる。
そのためにも、遮煙条件や性能確認手法の構築が望まれる。今後は、第6章で得られた火
災時の情報と第7章で示した常温給気時の情報をもとに新たな遮煙条件の構築や性能確認
手法の構築を構築する予定である。 
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【記号一覧】 
α    任意の開口部の流量係数［-］ 
β 任意の扉を有する開口部の扉の開放率［-］ 
γ 遮煙側の付室から外気間の有効開口面積を基準とした遮煙開口部の有 
効開口面積の比［-］ 
γ′ 漏気側の付室から外気間の有効開口面積を基準とした遮煙開口部の有 
効開口面積の比［-］ 
η 漏気側の流量と遮煙部通過流量との比率［-］ 
ξ 垂線面平均風速と垂直風速の比 
θ 任意の扉の開放角度 
ρ   密度［kg/m3］ 
A    任意の開口部面積［m2］ 
B   任意の開口部の幅または扉幅［m］ 
H  任意の開口部の高さまたは扉高さ［m］ 
H  空気逃し口を集中開口と考えたときの設置高さ 
h1  空気逃し口を一般開口と考えたときの上端高さ［m］ 
h2  空気逃し口を一般開口と考えたときの下端高さ［m］ 
Q  任意の開口部の通過体積流量［m3/s］ 
T   温度［K］ 
( )Aα     任意の開口部(扉を有する開口部では扉全開時)の有効開口面積)［m2］ 
 W  任意の開口部の通過質量流量［kg/s］ 
supW   給気量［kg/s］ 
 meanPΔ   平均圧力差で考えたときの任意の 2 室間の圧力差［Pa］ 
meanPΔ   床面圧力差で考えたときの任意の 2 室間での圧力差［Pa］ 
 近似平均圧力差で考えたときの任意の 2 室間の圧力差［Pa］ 
addPΔ   平均圧力差で考えたときにある条件内で使用する補正圧力差［Pa］ 
P  外気を0としたときの任意の地点での圧力差［Pa］ 
( )γβμ ,LR   任意のγでの常温確認時の任意の開放率βの際の遮煙部流量の流量比 
率と火災遮煙時の遮煙開口部流量の比率［-］ 
( )γβμ ,sup  任意のγでの常温確認時の給気量と火災遮煙時の遮煙開口部流量の比 
率［-］ 
 
［上付き添字］ 
遮煙 火災遮煙時(最小の流量で遮煙ができている状態)を指す。 
等価 常温確認時に遮煙開口部の流量が火災遮煙時と同一のときを指す。 
meanappP −Δ
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一般 平均圧力差で考えた場合
補正 平均圧力差で考えた場合に補正を加えた場合 
精算 床面圧力差で考えた場合 
告示 告示により規定された状態を指す 
＊ 常温確認時の任意の状態 
(*) ＊と等価な流れ場を形成する火災遮煙時 
 
［下付き添字］ 
 L 付室 
 R 火災室 
 S 階段室 
 O 外気 
 LR 付室-火災室間を指す 
 RO 火災室-外部間を指す 
 LSO  付室-階段室-外気間の合成を指す 
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